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BEPS を契機とした日本企業への移転価格課税リスク
無形資産取引による税源浸食を問題とする 
中国等新興国との間の二重課税リスク
KPMG 税理士法人　国際事業アドバイザリー
パートナー　経営法博士、税理士　角田　伸広

ICT 関連等のベンチャー型の多国籍企業の濫用的租税回避による税源浸食と利
益移転（Base Erosion and Profit Shifting: BEPS）の問題は、2013年6月のG8
サミットや同年9月のG20により、その解決が政治的アジェンダとなっていま
す。多国籍企業にとって、国際課税ルールの見直しは、グローバルなバリュー
チェーン構築等の国際事業戦略に大きな影響を及ぼす問題であり、特に二重課
税リスクの高い移転価格については、各国の制度・執行が整合的でない場合が
あり、的確なリスク管理が求められています。
本稿では、国際課税問題の進展とグローバル市場における日本企業の税務ポジ
ションを踏まえ、移転価格課税における重要な論点である無形資産取引にかか
る議論を取り上げ、日本企業にとっての移転価格課税リスク、特に中国等新興
国との間での二重課税リスクについて解説します。
なお、本文中の意見に関する部分は筆者の私見である点をあらかじめお断りい
たします。

 

【ポイント】
◦	�BEPSを契機として、無形資産取引について、各国課税当局の関心が一層

高まっているなか、国際的な課税ルールの方向性は、無形資産の定義を広
範に捉えることにより、各国ともに課税権の拡大を図ろうとしている。

◦	�無形資産取引における課税権の主張は、中国等新興国における最近の移転
価格調査において顕在化しており、先進国との間の二重課税リスクとして
大きな問題となってきている。

◦	�中国等新興国との間では、国際課税ルールであるOECD移転価格ガイドラ
インが尊重されない場合があり、二重課税になった場合の救済措置が十分
に機能しない可能性がある。

◦	�実効税率引下げに積極的であった欧米の多国籍企業が過度に実効税率を引
下げる場合には、各国課税当局のBEPS対抗策によるチャレンジを受ける
リスクがあり、課税リスクとのバランスを考慮して実効税率引下げを検討
していく必要がある。他方、中国等新興国との間で二重課税が救済されず
残存するリスクに対しては、グローバルでの低い実効税率が二重課税リス
クのヘッジとして機能する可能性があると考えられる。

◦	�実効税率引下げに積極的でなかった日本の多国籍企業による実効税率引下
げは、各国課税当局のBEPS対抗策によるチャレンジを受けるリスクは相
対的に低いものと考えられる。他方、中国等新興国との間で二重課税が救
済されず残存するリスクに対しては、グローバルでの高い実効税率が二重
課税リスクのヘッジとして機能できず、二重課税を伴う高い実効税率が企
業の許容範囲を越えてしまう恐れがあるものと考えられる。
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Ⅰ
国際課税問題の進展とグローバル市場
における日本企業の税務ポジションに
ついて

日本企業のグローバル市場での事業戦略において、税務ポ
ジションの取り方は重要な問題であり、アグレッシブな税務ポ
ジションが問題とされたBEPSでの議論を契機として、適切な
対応が特に求められています。

BEPSの問題は、アグレッシブなタックス・プランニングが
対象となっており、日本企業の多くは、アグレッシブな税務ポ
ジションを取ることは少なく、問題はないと考えられています。
しかしながら、BEPSの議論を契機として、中国等新興国から、
多国籍企業の利益について公平な配分を求める主張が積極的
に行われるようになり、日本企業も新興国から課税攻勢を受け
る事態となっています。

そのため、日本企業にとっても、課税リスクを回避して税負
担を最小化していくための税務ポジションをどのように取って
いくかが課題となっており、新興国市場における税務ポジショ
ンの取り方によっては、二重課税となり、企業グループ全体の
税負担に深刻な影響を及ぼす可能性があります。

グローバル市場における税務ポジションの取り方としては、
第1に実効税率を下げるための様々なタックス・プランニン
グがありますが、BEPSの議論を契機として、アグレッシブな
タックス・プランニングには歯止めがかけられようとしており、
OECD等で行われている議論を見守っていく必要があります。

税務ポジションの取り方の第2としては、新興国からの課税
攻勢に対して二重課税を避けていくための対応がありますが、
新興国はOECD加盟国ではないため独自の見解を取る場合が
あり、OECDの国際課税ルールとの間でのダブルスタンダード
となり、先進国・新興国双方の課税ルールに整合的に税務ポ
ジションを取ることは困難な状況にあります。加えて、二重課
税を回避するための租税条約上の相互協議も十分に機能して
おらず、二重課税が残存するリスクが高まっています。

こうしたなか、欧米の多国籍企業については、これまでも
タックス・プランニングを積極的に行ってきたこともあり、実
効税率が低く抑えられ、新興国において二重課税が発生して
も、実効税率上昇を受入れる余地が残っているものと考えら
れます。

他方、日本の多国籍企業は、これまでタックス・プランニン
グを積極的に行ってこなかったこともあり、実効税率は国際的
に見て極めて高い水準にあり、新興国において二重課税が発
生した場合に、実効税率上昇を受入れる余地は残っていない
ものと考えられます。

BEPSを契機とした中国等新興国による二重課税リスクへ備
えていくためには、日本の多国籍企業にも、グローバル・レベ
ルでの実効税率の適切なコントロールが求められるようになっ
てきています。

Ⅱ 多国籍企業の濫用的租税回避による
BEPS の問題

多国籍企業の濫用的租税回避によるBEPSについて、2013
年2月に公表されたOECDの「BEPSへの対応」報告書では、国
際課税ルールが、ビジネス環境の変化、特に、バリュー・ド
ライバーとして位置付けられる知的財産と情報通信技術の開
発に追いついていない状況を指摘しています。

また、事業が国境を越えて統合され、国内課税と国際課税

図表1　OECD租税委員会　BEPS行動計画※

行動 項　　目

1 電子商取引課税
Address the tax challenges of the digital economy

2
ハイブリッド・ミスマッチ取決めの効果否認
Neutralise the effects of hybrid mismatch 
arrangements

3 外国子会社合算税制の強化
Strengthen CFC rules

4
利子等の損金算入を通じた税源浸食の制限
Limit base erosion via interest deductions and 
other financial payments

5
有害税制への対抗
Counter harmful tax practices more effectively, 
taking into account transparency and substance

6 租税条約濫用の防止
Prevent treaty abuse

7 恒久的施設（PE）認定の人為的回避の防止
Prevent the artificial avoidance of PE status

8

移転価格税制（①無形資産）
Assure that transfer pricing outcomes are in line 
with value creation
Intangibles

9 移転価格税制（②リスクと資本）
Risks and capital

10 移転価格税制（③他の租税回避の可能性が高い取引）
Other high-risk transactions

11

BEPS の規模や経済的効果の指標を政府から OECD
に集約し、分析する方法を策定する。
Establish methodologies to collect and analyse 
data on BEPS and the actions to address it

12
タックス・プランニングの報告義務
Require taxpayers to disclose their aggressive tax 
planning arrangements

13 移転価格関連の文書化の再検討
Re-examine transfer pricing documentation

14
相互協議の効果的実施
Make dispute resolution mechanisms more 
effective

15 多国間協定の開発
Develop a multilateral instrument

※邦訳は、政府税制調査会資料「国際課税関係」（2013年10月）から引用。
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の非対称性を利用した多くのストラクチャーが存在しているこ
とにより税源浸食が起きていると問題提起しています。

そのため、BEPSへの対応には、国際課税ルール改定のた
めの全体的なアプローチが必要としており、包括的な行動計
画として、2013年7月のG20に15項目の行動計画が提出され、
同年9月のG20で承認されました。（図表1参照）

BEPSへの対抗措置は、OECD加盟国にとっては、これま
で進めてきたタックス・ヘイブンへの対策や金融機密への対
抗の延長として、濫用的租税回避やタックス・ヘイブンへの
利益移転による二重非課税の問題を主要な論点としています。
他方、中国等新興国にとっては、濫用的租税回避やタックス・
ヘイブンへの利益移転だけでなく、先進国への利益移転につ
いても問題であるとの立場が採られており、公平な配分を受
ける権利（right of fair allocation）が主張されています。

行動8の無形資産への移転価格税制にかかる議論について
は、国際的な二重課税の要因となるものであり、濫用的租税
回避を行っていない日本企業にとっても問題となる可能性があ
ります。

また、多国籍企業によるグローバルなバリューチェーン構築
等の国際事業戦略に多大な影響を及ぼすものであることから、
特に重要な問題と考えられます。

Ⅲ 移転価格課税による二重課税リスク

日本企業にとっての移転価格課税による二重課税リスクは
大きく3つに分かれ、①米国等における子会社への利益比準法

（Comparable Profit Method、以下「CPM」という）による課税、
②日本における親会社への残余利益分割法（Residual Profit 
Split Method、以下「RPSM」という）および取引単位営業利益
法（Transactional Net Margin Method:、以下「TNMM」とい
う）による課税、③中国等におけるCPM類似のTNMMによる
課税が挙げられます。

1.	米国における子会社へのCPMによる課税

（1）	�円高による為替差損に対するCPMによるインカム・ク
リエーション

日本企業の輸出取引において、子会社への移転価格に円高
による値上げを転嫁できるかを巡り、移転価格課税による二
重課税が起きる場合があります。

たとえば、米国におけるCPMの適用では、米国内の卸売業
を比較対象企業に採用する傾向が強く、円高による為替差損
を反映しない利益水準を求めることになるため、円高等により
日米の関連者間取引による連結利益が赤字になったとしても、
米国子会社の利益水準を一方的に引き上げることが求められ

る場合があります。
米国内の卸売業も同様に損失を被る可能性のあったリーマ

ンショックやシリコン・サイクル等の場合を除き、円高による
米国での損失は一般的には認められず、米国のCPMによる課
税は、米国子会社の損失を穴埋めして所得を創出する、イン
カム・クリエーションと呼ばれる課税が行われる場合があり 
ます。

（2）	CPMの議論
企業単位で営業利益水準を比較するCPMに関する議論

は、後述する中国における日本企業子会社へのCPM類似の
TNMMによる課税においても問題となっており、移転価格課
税による二重課税問題の重要な論点の1つとなっています。

CPMは、1986年に米国で導入された所得相応性基準（com-
mensurate with income standard）を起源としており、無形資
産の移転および使用の対価は無形資産に帰属する所得に相応 
することを求め、1988年に公表された移転価格白書により
提唱されたBALRM（Basic Arm’s Length Return Method）や
1992年の財務省規則案で採用されたCPI（Comparable Profit 
Interval）を経て、1994年の財務省最終規則で導入されたも
のです。この考え方は、機能・リスクに応じた期待値を課税
所得とするものであり、金融理論であるCapital Asset Pricing 
Model（CAPM）の影響を受けたとされています。

移転価格税制に基づく課税処分は、多国籍企業の実現損益
について独立企業原則に基づく検証を行うことになりますが、
機能・リスクに応じた将来キャッシュ・フローの期待値に基
づき、調整を行うことは、租税法律主義に由来する課税要件
明確主義との関係で議論となる可能性があります。最近では、
中国、インドおよびブラジル等のBRICSにおける移転価格課
税において、期待値として業種別の固定利益率を適用するこ
とが、国際課税ルールである独立企業原則に基づく課税処分
として適正であるかどうかの議論が、先進国との間でなされて
います。

2.	�日本における親会社へのRPSMおよびTNMMによる課税

（1）	研究開発拠点の移転に伴う無形資産の評価
医薬品業における臨床試験の相互承認による試験機能の集

約化、グローバル・レベルでの研究開発を進めるためのCost 
Sharing AgreementへのBuy-in Paymentによる参加、さらに
はM&Aを通じた事業・組織再編等により、研究開発拠点のク
ロス・ボーダーでの移転が行われています。このような中、バ
リュー・ドライバーとなる無形資産の評価をどのように行い、
帰属利益を配分していくかについても、移転価格課税による
二重課税の重要な論点となっています。実務上は、関連者の
支出した研究開発費用や販売促進費用をファクターとして利
益分割法を適用する場合が多く、バリュー・ドライバーによる
超過収益を区別して、基本的利益と残余利益に分けてRPSM
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を適用して課税処分が行われています。
この場合、基礎研究や応用開発研究の評価をどのように行

うのか、販売促進のどこまでが無形資産への寄与として残余
利益のファクターとするのかなど、事実認定により利益配分が
大きく異なる可能性があり、先進国間あるいは先進国と新興国
との間で大きな二重課税リスクとなっています。

（2）	海外の子会社を検証対象とするTNMMによる課税
欧米の多国籍企業は、従来から海外の子会社に対して現地

の販売業者等を比較対象として、TNMMによる申告を行って
きましたが、その考え方を日本の多国籍企業にも浸透させて
いくため、日本の課税当局では、親会社の有する無形資産の
貢献による超過利益を100％親会社へ帰属させ、子会社の通
常利益だけを現地へ帰属させるTNMMによる課税処分が行わ
れる傾向にあります。

たとえば、国外関連者の利益水準が過大であると判断され
た場合には、当該国外関連者の利益水準の上限をTNMMによ
り抑え、反射的に親会社の利益水準の下限を引き上げる課税
処分を行うことになります。しかし、米国におけるCPMによ
る課税処分が、自国での販売子会社の利益水準の下限を引き
上げるための方法であったのに対して、日本におけるTNMM
による課税処分は、相手国での販売子会社の利益水準の上限
を抑えるために適用されています。　

相互協議では、相手国の権限のある当局の方が、相手国の
比較対象企業等に関する情報を豊富に有しているため、議論
が不利になる可能性があります。また、利益水準の上限を抑
えようとする主張に対して、相手国に所在する無形資産による
貢献の主張が行われ、マーケット・プレミアムや残余利益分
割の議論に引き込まれてしまい、利益率を抑えることが相手
国から容易には認められないという問題があります。

3.	中国におけるCPM類似のTNMMによる課税

（1）	政策変更による移転価格課税の強化
1989年の天安門事件以降撤退した外資系企業を誘致するた

め、1991年に導入し、2007年まで適用されていた「外商投資
企業及び外国企業所得税法」には、利益計上後2年間は免税、
その後3年間は、税率を半減する、二免三減と呼ばれる外資
系企業への優遇措置が認められていました。また、人民元は、
1994年に大きく切り下げられてから、2005年に切り上げられ
るまで、ドル・ペッグによる固定レートであったため、日本企
業の製造移転は、円と比べ低い価値の人民元に基づく安価な
人件費等を利用したLocation Cost Savingによる利益を確保で
き、かつ為替変動リスクも回避できる状況にありました。

しかし、2006年12月になり、新華社北京電において、外資
系企業への優遇措置が中国企業を競争上不利にしているとの
批判が行われ、その議論を受けた形で、全国人民代表大会に
おいて、中国企業の税負担軽減と二免三減の廃止等を内容と

する新しい企業所得税法が提案されました。本法律は2007年
3月に成立、2008年1月から施行となり、中国の法人税制は大
きな政策変更が行われることとなりました。

移転価格税制は、1991年の「外商投資企業及び外国企業
所得税法」に規定されていましたが、調査が開始されたのは、
1997年、国家税務総局に反避税処が設置され、1998年に「関
連企業間取引の税務管理規程」が制定されてからですが、積極
的な執行が行われているとは言えない状況にありました。

しかし、2008年に施行された「企業所得税法」では、第6章
（特別納税調整）において移転価格税制が詳細に規定されるこ
ととなり、この前後から、各税務局において、移転価格調査
が積極的に行われるようになってきました（図表2参照）。

（2）	CPM類似のTNMMによる課税
中国における税務執行は、国務院の直属機関である国家税

務総局（State Administration of Taxation、以下「SAT」とい
う）が所掌しており、1994年に導入された分税制財政管理に
より、省・自治区・直轄市および市・県レベルの税務機関を国
家税務局と地方税務局に分設し、地方の国家税務局は国家税
務局の監督下に置かれ、地方税務局は地方人民政府および国
家税務局双方の監督下に置かれています。移転価格税制の執
行については、国家税務総局の国際税務司の下で、1997年に
設置された反避税処により移転価格調査、相互協議および事
前確認等が行われています。

2007年末までの移転価格税制の執行は、外商投資企業及び
外国企業所得税法第13条に基づき、1998年に制定された関連
企業間取引の税務管理規程により行われており、独立企業間
価格の算定方法としては、独立価格比準法、再販売価格基準
法、原価基準法、利益比準法（CPM）、利益分割法及び取引単
位営業利益法（TNMM）が規定されていました。2008年以後
の移転価格税制の執行は、企業所得税法の下で、独立企業原

図表2　中国における法人税制の推移

施行年月 法令等

1991 年 7 月 外商投資企業及び外国企業所得税法施行
（外資系企業に対する法人税法として、「中外
合資経営企業所得税法」および「外国企業
所得税法」を統合して、1991年 4月、全国
人民代表大会で成立。）

1994 年 1月 企業所得税暫定条例施行
（中国内資系企業に対する法人税条例として、
「国営企業所得税条例（草案）」「国営企業
調節税徴収弁法」「集団企業所得税暫定条
例」「私営企業所得税暫定条例」を統合して、
1993 年 12 月、国務院で成立。）

2008 年 1月 企業所得税法施行
（「外商投資企業及び外国企業所得税法」お
よび「企業所得税暫定条例」を統合して、
2007 年 3 月、全国人民代表大会で成立。）
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則の適用が41条により法定され、同法実施条例111条により
独立企業間価格の算定方法として、独立価格比準法、再販売
価格基準法、原価基準法、取引単位営業利益法及び利益分割
法が規定され、関連企業間取引の税務管理規程において規定
されていたCPMは廃止されています。

しかし、取引単位でセグメント分けして営業利益率を比較
する定義どおりのTNMMの適用は少なく、CPMと同様に企業
単位で営業利益率を比較する、CPM類似のTNMMによる課
税実務が行われ、日中間での関連者間取引に起因しない損益
まで親会社が責任を取ることを求める主張がなされています。

そのため、米国におけるCPMでの執行と同様、機能・リス
クを無視したインカム・クリエーションを求める課税となる場
合があり、日本側で、二重課税を回避するための対応的調整
による還付が行われない場合には、日本企業にとって深刻な
二重課税となってしまうリスクがあるものと考えられます。

（3）	中国等における移転価格上の問題
① 原価基準法のベースとロケーション・セービング

製造会社の独立企業間価格算定方法である原価基準法の適
用において、マークアップの対象となる製造原価の範囲は、
製造機能等に応じて決定されており、たとえば、単純な受託
加工の場合には、OECD移転価格ガイドラインにおいて、組
立作業に関連するすべての原価により形成されるとしていま
す。しかし、中国等における組立作業に関連する人件費等は
極めて低水準であるため、組立加工原価だけをベースとする
と、中国側の利益が低く抑えられてしまうため、人件費等の
水準を先進国並みに引き上げて課税ベースを拡大するために、
人件費等の水準調整の代わりに、供給部品の仕入原価を原価
基準法のベースに加え、マークアップの額を増加させるべきと
の主張が行われています。

これは、人件費等が極めて低水準にあることによるロケー
ション・セービングの問題として、議論が行われているわけで
すが、関連者間取引における超過収益をロケーション・セー
ビングとして一方的に新興国へ帰属させることについては、先
進国と新興国との間で大きく議論が分かれており、二重課税
が発生する要因となっています。

② マーケット・プレミアム
新興国市場固有の超過収益についても、マーケット・プレミ

アムとして新興国市場へ帰属させるべきとの議論が行われて
います。市場固有の超過収益については、これまでも、たと
えば米国の医薬品市場での高収益について、米国側での臨床
試験や販売活動を通じて開発されたマーケティング上の無形
資産による超過収益であるとして整理してきました。しかしな
がら、新興国市場におけるマーケット・プレミアムについては、
独立企業原則に則した理論的な説明が必ずしも十分に行われ
ていないとされており、先進国と新興国の間で大きく議論が分
かれる状況となっています。

③ 固定利益率
新興国市場が未発達であることを理由として、独立企業間

の比較対象取引を採用せず、業種別の固定的な目標利益率
を定めていくべきとの主張が行われています。これは、前述

「1.（2）CPMの議論」で指摘したように、業種ごとの期待値に
基づく課税と言えるもので、独立企業原則に基づく比較可能
性分析が行われていないと先進国から批判が行われています。
相互協議において新興国が固定利益率を変更せず、先進国に
よる一方的譲歩を求めるのであれば、相互協議での合意は極
めて困難となり、二重課税が解決しない恐れがあります。

④ OECD移転価格ガイドラインとの整合性
移転価格税制に関する国際的なルールとされるOECD移転

価格ガイドラインは、国際連合モデル租税条約9条コメンタ
リー・パラグラフ3において、国際連合モデル租税条約を設定
する「専門家委員会において十分に検討されたものとはなって
いない」とされており、OECDに加盟していない新興国を含む
国連加盟国から独立企業間価格算定方法として支持できない
との立場が表明されています。

日米租税条約では、交換公文3においてOECD移転価格ガイ
ドラインの遵守を規定し、日米間で二重課税が発生した場合
には、租税条約上の相互協議においてOECD移転価格ガイド
ラインによる解決が図られることになりますが、中国等OECD
非加盟国の移転価格税制の執行では、OECD移転価格ガイド
ラインの遵守が明確になっておらず、二重課税が発生した場
合、OECD移転価格ガイドラインによる解決が確実に図られ
るか不透明な状況にあるものと考えられます。

⑤ 事業部ごとの経済特区等への進出
たとえば中国への製造移転において、事業部ごとに異なる

経済特区等に進出して、製造拠点毎に利益水準にバラツキが
見られる場合には、利益水準の低い拠点だけが移転価格課税
の対象とされる可能性があります。利益水準の高い他の拠点
と相殺すれば、全体として移転価格課税されない水準になる
としても、課税当局は中国内の利益配分を調整して認容する
ことはなく、日中間の相互協議においても中国内のほかの拠点
利益と調整することはできないことから、中国側に余分な利益
を与えることにつながり、日本側での譲歩がない場合には、二
重課税が残存するリスクがあるものと考えられます。

⑥ ロイヤルティー支払いへの否認
製造子会社に対して親会社が開発した製造ノウハウ等にか

かる無形資産のロイヤルティー支払いについても、中国側から
は、親会社無形資産の陳腐化と現地子会社による無形資産の
開発等から、5年程度を限度に否認する課税が行われる場合が
あります。原材料・部品供給や完成品買取りにより親会社との
間で商流が存在する場合には、親会社との取引における価格
を調整して、ロイヤルティーによる回収の代わりにすれば、支
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払い否認が問題とならない税務ポジションになりますが、原材
料・部品供給と完成品販売を現地だけで行う外−外取引の場
合には、ロイヤルティーの回収が必要となり、中国側での支払
い否認が避けられない税務ポジションとなっています。この問
題は、日中間の相互協議でも問題となることが多く、深刻な二
重課税リスクとなっています。

⑦ 相互協議での解決可能性
租税条約上の相互協議において、二重課税を排除して合意

するためには、課税部局との独立性が問題となる場合があり
ます。我が国の場合には、移転価格課税を行う国税庁調査課
と国税局調査部から、相互協議を行う権限のある当局は独立
しており、二重課税回避のため国税局長の行った課税処分を
変更する権限が確立されており、柔軟な判断が可能となって
います。米国IRSにおいても同様に相互協議を行う権限のある
当局には柔軟な判断が可能となっており、日米間の二重課税
問題は、相互協議による解決可能性が高いと考えられます。

他方、中国では、移転価格税制による課税処分を決定する
権限と相互協議により課税処分を変更する権限が同一の反避
税処に委ねられており、自ら決定した課税処分を変更するこ
とに抵抗があるものと考えられます。また、分税制財政管理
等を背景に、地方税務局の権限が強く、地方での課税処分を
中央レベルで変更することに強い抵抗があり、調整が困難に
なる場合があります。

さらに、米国における課税処分では、取消訴訟において国
側が敗訴する可能性もあり、訴訟による敗訴よりも、相互協議
による解決を志向する誘因が働き、相互協議での合意を目指
し柔軟に交渉に応じる傾向があります。他方、中国における
課税処分では、取消訴訟において国側が敗訴する可能性は低
く、相互協議による解決を志向する誘因が働かない状況にあ
り、相互協議での合意へ向け柔軟に交渉するとは限らず、相
互協議での二重課税の回避が困難となる可能性があります。

以上のように、中国等における移転価格上の論点は、解決
の困難な問題が多く、相互協議による救済が十分に機能する
までには、さらに時間がかかることが予想されます。

最近の各国での移転価格税制導入の増加を踏まえると、同
様の問題は、各国で頻発する可能性があり、日本企業にとっ
ての二重課税リスクを適切に管理していくことは重要な課題
になっているものと考えられます（図表3参照）。

図表3　移転価格税制の発展　– グローバルトレンド

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2013 
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Ⅳ 無形資産取引にかかる問題

1.	OECD移転価格ガイドライン改訂にかかる議論

無形資産取引に関する現行の国際課税ルールとしては、
1996年にOECD移転価格ガイドラインに追加された無形資産
に関する第6章がありますが、設定当時は米国の利益比準法へ
の批判から、無形資産取引への適用が予定される利益法につ
いて、取引単位に限定した営業利益法や利益分割法をラスト
リゾートと位置付け、積極的な適用を避ける考え方が採られ
ていました。

その後、2010年OECD移転価格ガイドライン改訂により、
最適方法ルールが導入され、利益法についても積極的な適用
が可能になりました。そのうえで無形資産の定義、特定およ
び評価に関する国際的指針が不十分であるとの指摘がなされ
ることになり、2010年3月、OECD租税委員会第6作業部会に
おいて、無形資産に関する特別なセッションが開始されること
になりました（図表4参照）。

2012年6月にガイドライン改訂のためのディスカッション・
ドラフトが公表され、2013年7月には、ディスカッション・ド
ラフトの改訂版が公表されており、その内容について以下で
解説いたします。なお、邦訳については、国税庁による仮訳
を参考に作成しています。

2.	改訂ディスカッション・ドラフトにおける議論

（1）	無形資産の広範な定義
改訂ディスカッション・ドラフトでは、無形資産に関連する

問題にかかる移転価格分析の目的が、比較可能な取引に関し
て独立企業間で合意される条件を決定することにあるとして
おり、無形資産の用語についても、会計上または法律上の定義
を採用せず、「有形資産や金融資産でないもので、商業活動で 
の使用において所有又は支配されるものを指す」としています。

（2）	�無形資産の所有および無形資産の開発、改良、維持と
保護にかかる取引

無形資産取引を分析する枠組みとしては、①法的取決めの
諸条件に基づく無形資産の法的所有者の特定、②機能分析に
よる無形資産の開発、改良、維持および保護において遂行し
た機能、使用した資産ならびに負担したリスクによる当事者の
特定、③当事者の行動と無形資産の法的取決めの条件の整合
性、④無形資産の開発、改良、維持、保護および活用にかか
る関連者間取引の特定ならびに機能、資産、リスクおよび価
値等への貢献の特定、⑤遂行した機能、使用した資産および
負担したリスク等にかかる当事者の貢献と独立企業間価格が
一致しているかの判断、⑥特別な状況における独立企業間の
条件を反映するための取引の再構築について考慮していくこ
とが求められています。そのため、無形資産取引の課税関係
は、事実認定に依存することになり、調査レベルによって、大
きな不安定要因を抱えるものとなっています。

図表4　無形資産の移転に関する議論

■ OECDで議論されている移転価格に関する重要事項
‒ 無形資産に関する移転価格ルールの整備

OECDガイドライン第6章

OECDガイドライン第6章に関する議論が進展中
BEPS行動計画（Action8）でも高い関心が示されている分野

現行のOECD移転価格ガイドラインにて無形資産取引に係る国際
的な指針が不十分であると認識
OECDはガイドライン第6章（無形資産に対する特別の配慮）およ
びその関連条項の改訂に関するディスカッションドラフト（改訂版）
を公開（2013年7月）

税源浸食と利益移転を回避するためのグローバルな枠組みを策定
するため、OECD租税委員会が「BEPS行動計画」を公表
「BEPS行動計画」の重点分野の1つである「資産の価値に応じた
移転価格の算定」を目的として「無形資産」に着目

BEPS Action8

各国が無形資産に関するクロスボーダー取引の課税問題に今後ますます着目していくことは確実

 
「改訂版の一部はBEPSに関する作業の過程で

改訂される場合もある」
融合
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（3）	無形資産の使用または移転がかかわる取引
無形資産の使用は、関連者に販売する商品の製造、関連者

から購入する商品のマーケティング、または関連者を代理した
役務の提供に関連して、無形資産が使用される場合とされて
います。

また、無形資産の移転は、関連者間取引において無形資産
にかかる権利のそのものが移転する場合で、無形資産にかか
るすべての権利や、使用許諾取引等の限定的権利の移転を含
み、個別にまたは他の無形資産と併せて移転することになりま
す。そのため、異なる無形資産の相互作用の性質と経済的効
果を考慮して、特定の取引で移転したすべての無形資産が特
定されていることを確認する必要があります。

さらに、無形資産は、事業用有形資産や役務提供の取引に
伴い移転する場合がありますが、当該取引に伴い無形資産が
実際に移転したかを決定し、移転した無形資産のすべてを特
定して検討すること求められています。

（4）	�無形資産取引における独立企業間の条件の決定
独立企業間の条件の決定は、無形資産取引の特定、無形資

産自体の特定および無形資産の価値を法的に所有し貢献する
主体の特定が前提となります。

そのため、無形資産の使用または移転がかかわる取引の比
較可能性分析では、①各取引当事者にとって合理的に利用可
能な他の選択肢を考慮し、②検証対象者や潜在的に比較可能
な非関連者間取引の当事者が使用する無形資産を比較可能性
要素として検討したうえで、③無形資産自体の比較可能性と
して、a） 排他性、b） 法的保護の範囲と期間、c） 地理的範囲、
d） 使用期間、e） 開発段階、f） 改良、改訂、アップデートする
権利、g） 将来便益への期待等を考慮していくことが求められ
ています。

また、無形資産による将来の経済的便益の獲得にかかるリ
スクの比較可能性としては、a） 無形資産の将来の開発に関連
するリスク、b） 無形資産の陳腐化および価値減少に関連する
リスク、c） 無形資産に対する権利侵害のリスク、d） 無形資産
の将来の使用に関連する製造物責任等のリスク等を考慮する
必要があります。

さらに、無形資産に関する差異調整については、無形資産
の違いにより、合理的に信頼できる差異調整が困難となる重
要な経済的効果がある場合にも留意する必要があります。

（5）	�無形資産または無形資産の権利の移転にかかる最適な
移転価格算定方法の選択

最適な移転価格算定方法を選択するためには、①無形資産
の性質、②比較可能な非関連者間取引特定の困難性、③無形
資産取引への移転価格算定方法適用の困難性に留意する必要
があります。そのうえで、信頼できる比較対象取引が特定で
きない場合、a） 各取引当事者の機能、資産およびリスク、b） 
取引を行う事業上の理由、c） 取引の各当事者の見通しと現実

に利用可能な選択肢、d） 無形資産によってもたらされる競争
上の優位性、特に無形資産にかかる商品・役務の収益性また
は可能性、e） 取引から期待される将来の経済的便益、f） 他の
比較可能性要素としてのローカル・マーケット、ロケーショ
ン・セービング、集合労働力および多国籍企業のグループ・
シナジー等を考慮することが求められています。

信頼できる比較対象が特定可能である場合には、CUP法の
適用が可能ですが、特定できない場合には、利益分割法の適
用が検討されることとなります。特に、無形資産の全部の権
利の移転においては、各関連者の遂行する機能、負担するリ
スクおよび使用される資産を考慮した機能分析を行う必要が
あります。

また、複数の無形資産移転取引について、信頼できる比較
対象が特定できない場合には、評価テクニックとして、見込
将来利益または将来キャッシュ・フローの割引現在価値の計
算が有用と考えられますが、a） 財務予測の正確性、b） 成長率
にかかる仮定、c） 割引率、d） 無形資産の使用期間と最終価値、
e） 税効果にかかる仮定等に留意するよう求めています。

（6）�取引時点で評価が極めて不確実な場合の独立企業間価格
取引時点で評価が不確実な独立企業間価格の算定では、当

該取引の開始時における価格算定の決定手段として予想収益
を使用したり、使用者の収益増に連動してロイヤリティ料率を
増加させたり、あるいは価格取決めの再交渉を行ったりするこ
とにより独立企業間価格を算定することが認められています。

これまでの無形資産取引にかかる課税実務は、医薬品等の
研究開発活動の評価を通じて移転価格の算定を行う立場が採
られており、試験研究費等により無形資産開発への寄与度を
測定し、国外関連取引での利益を分割する方法により独立企
業間価格を算定してきました。その場合には、無形資産の使
用許諾取引および移転取引を区分せずに適用し、関連当事者
が継続して事業を行う場合であれば、無形資産の移転後も、
使用料算定の際の利益分割法適用により、無形資産に関連す
る報酬を得る権利は留保する状況にありました。

しかし、最近のグローバルな事業再編が行われている中、
無形資産の移転後、コーポレート・インバージョンにより関連
当事者の機能が大幅に変更されたり、当事者の一方が清算し
たりする場合には、使用料での利益分割法の適用が困難になっ
てきています。

米国では、無形資産の移転後、利益が増加した場合、事後
的にも利益配分を行っていくための所得相応性基準により、
事業再編後であっても、継続企業に擬製して利益分割法によ
る配分を行うことが可能になっていると考えられます。他方、
我が国では同基準が導入されていないことから、現状のまま
では事後的な利益分割法の適用は困難と考えられます。その
ため、無形資産の移転時点で将来利益を見積もり、DCF法を
適用して時価を算定する独立価格比準法に準ずる方法により
課税関係を確定していくことが求められものと考えられます。
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この点に関しては、BEPSに関連する作業として、評価の困
難な無形資産の 移転価格税制上における取扱いを議論する予
定となっており、改訂ディスカッションでのアプローチを変更
する可能性もあり、今後の議論を見守っていく必要があります

（図表5参照）。

3.	無形資産取引にかかる二重課税の可能性

改訂ディスカッション・ドラフトでは、既述したとおり、無
形資産の範囲を幅広く捉えており、特定されない無形資産に
ついて可能な限り、範囲に取り込むことが予定されています。

しかしながら、この議論には、無形資産の定義を限定列挙
することにより無形資産への帰属利益以外の超過利益の国外
移転を放置してしまう状況を回避するため、無形資産の範囲
を有形資産や金融資産でないものとして広く捉えていきたいと
の立場と、新興国でのマーケット・プレミアムの議論のように、
無形資産への帰属利益を無制限に拡大すると先進国の親会社
の利益が反射的に縮小してしまう可能性があることから、リ
ターンを享受する当事者の範囲を限定していくことにより、機
能、資産、リスクおよびコスト負担等を行う当事者への帰属を
確保していこうとの立場が対立しているものと考えられます。

現行のOECD移転価格ガイドラインでは、販売市場に帰属
する利益の配分は、マーケティング上の無形資産を認定する

ことにより配分するアプローチが採用されています。そのた
め、新興国の市場に帰属する利益の配分を拡大していくため
には、マーケティング上の無形資産をいかに認定できるかが
問題となっており、現行のガイドラインでは、抑制的な効果
があるものと考えられていました。しかしながら、改訂ディス
カッションドラフトでは、移転価格上の無形資産の範囲が拡大
されることになり、新興国等の販売市場に帰属する利益の配
分において、新興国との間で事実認定が異なる場合には、無
形資産取引にかかる二重課税が発生する可能性もあるものと
考えられます。

前述「2．改訂ディスカッション・ドラフトにおける議論」で
指摘したように各国の移転価格税制の執行は強化される傾向
にあり、日本企業にとっての二重課税リスクは一層深刻なもの
となっており、適切な対応策を検討していく必要があるものと
考えられます。

図表5　無形資産の移転による税源浸食への対応

■ BEPS Action8 のポイント

無形資産に関する定義、移転価格算定方法等についてルールを策定し、税源浸食に対する策が講じられていく

（A国）

税源浸食の一例

（B国） （C国）

親会社 A 子会社 B 孫会社 C 第三者
顧客

広範な無形資産の明確な定義
無形資産の移転および使用に伴って生じる利益の各関連者が創造する貢献に従った適切な配分
価値評価が困難な無形資産に係る移転価格税制及び特別な評価方法の制定
費用分担契約に係る手引きの改定

̶ 関連者間の無形資産の移転による税源浸食と利益移転を回避（実際に企業の経済活動が行われている場所での十分な課税を可能と）
するため、以下を実現するルール作りを進める。

無形資産（知的財産・ブランド、
ノウハウ等の知的財産）の譲渡

無形資産の譲
渡対価の算定
は容易ではない

• 法的な無形資産の所有者であるが、限定された組
織体制による経営実態　

• 子会社Bに超過収益が留保されることになる（タッ
クスヘイブン対策税制上の問題がないことを前提）

（参考）OECD移転価格ガイドライン9章【事
業再編に係る移転価格の側面】が2010年
に既に整備されている

ライセンス
製品

ロイヤルティー

超過
利益
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Ⅴ BEPS を契機とした新たな移転価格課
税リスクへの対応

多国籍企業に対する国際課税ルールは、1920年代の国際連
盟での議論から定められた租税条約を起源としており、現在
のOECDモデル租税条約や国際連合モデル租税条約に引き継
がれています。租税条約では、所得等の源泉地の国と投資家
等の居住地の国との間の課税権の調整が行われ、たとえば、
一方の国で使用料の支払いが発生した場合に、10％の源泉課
税が行われれば、他方の国では外国税額控除により課税権を
制限することで、同一の所得に対する二重課税が回避される
ようなルールが定められています。

しかし、多国籍企業グループ内の関連者間の取引について
は、独立企業原則により課税権の調整が図られることとなって
おり、一方の国でどこまで課税を行い、他方の国でどこまで
課税権を制限するかは明確には定められておらず、独立企業
原則に基づき、関連者の所在する国の課税権の調整が行われ
ることになります。

その際、関連者間の取引関係を独立当事者間の取引関係に
引き直して、移転価格または所得水準を決定して課税標準を
確定することから、独立企業原則あるいは独立当事者間の法
理とも呼ばれていますが、その適用にあたっては、事実認定
に依存する要素が大きく、国家間の課税権の調整が困難とな
ることが制度上、内在しているものと考えられます。

特に先進国と新興国との間では、関連者間の支配関係を独
立当事者間の対等な関係により引き直す作用は、二国間の課
税権を独立国家間の対等な関係により調整する意味合いを持
つものとなってきています。

そのため、従来の先進国間の移転価格問題では意識するこ
とがなかったのですが、先進国と新興国または途上国との移
転価格問題では、南北問題のように経済力の格差が意識され、
それを克服するための作用として、独立当事者間の法理が使
われることになり、独立国家間の対等な経済関係として公平
な配分を受ける権利（right of fair allocation）が主張される状況
となっています。

これまでも指摘したように、日本の親会社の製造ノウハウ等
により組立加工を行っている中国の子会社は、親会社の開発
した製造ノウハウが使用されている限り、その使用料を支払
う義務を負っているわけですが、中国側からすると当初の製造
ノウハウは陳腐化し、むしろ中国子会社の創意工夫等により
改善が図られている場合には、単なる受託加工製造から本格
的製造へ機能が進化したとの事実認定に基づく主張が行われ
ることになるわけです。

移転価格課税において最も解決困難な問題の1つに、関連当

事者の機能・リスク評価が、多国籍企業と課税当局との間で
異なる場合が挙げられます。相互協議においても、両国の権
限のある当局間で、関連当事者の機能・リスク評価が異なっ
ている場合には、協議が難航し、二重課税の回避が困難にな
る可能性があります。

たしかに、先進国間においても、事実認定において関連当
事者の機能・リスク評価が異なる場合はあるわけですが、先
進国と新興国または途上国の間では、南北問題のような経済
力の格差を克服するための作用として、独立当事者間の法
理により、子会社の機能・リスクが受託加工製造でなく本格
的製造として事実認定されたり、あるいは取引の再構築（re-
characterization）により課税当局により一方的に評価されたり
する場合には、解決困難な二重課税問題に発展する可能性が
あるものと考えられます。

こうしたことから、BEPSを契機とした新たな移転価格課税
リスクに対しては、これまでの対応に加えて、さらに工夫をし
ていく必要があるものと考えられます。

たとえば、日本の多国籍企業の実効税率は、欧米の多国籍
企業と比較し高い水準にあることは、OECDの「BEPSへの対
応」において引用されている研究等により指摘されているとこ
ろですが1、これは日本の法人税率が高いことに加え、日本の
多国籍企業が実効税率を引き下げることにこれまで積極的で
なかったことにもよるものと考えられます。

これまで積極的に実効税率引下げを行ってきた欧米の多国
籍企業にとって、さらに濫用的租税回避を行って過度に実効
税率を引下げていくことは、各国課税当局のBEPS対抗策によ
るチャレンジを受けるリスクがあります。そのため、実効税率
の引下げを行うためのタックス・プランニングは、各国課税当
局による課税リスクとのバランスを考慮して検討していく必要
があるものと考えられます。

しかし、欧米の多国籍企業にとっては、中国等新興国との
間で二重課税が救済されず残存するリスクに対しては、グロー
バルでの低い実効税率が二重課税リスクのヘッジとして機能
する可能性があると考えられます。

他方、これまで積極的に実効税率引下げを行ってこなかっ
た日本の多国籍企業にとっては、タックス・プランニングによ
り、ある程度実効税率引下げを行っていくとしても、BEPSの
議論の契機となったICT関連のベンチャー型の多国籍企業に
見られるような、超過収益の多くを濫用的租税回避によって
利益移転する状況とは異なり、各国課税当局のBEPS対抗策に
よるチャレンジを受ける可能性は相対的に低いものと考えられ 
ます。

しかし、中国等新興国との間で二重課税が発生し、租税条
約上の相互協議での解決が困難な状況が改善されない場合に
は、二重課税が救済されず残存するリスクが高まっていくもの

1	� Markle, K.S. and D.A. Shackelford (2011), Cross-country Comparisons of corporate income taxes, National Bureau of Economic Research Work-
ing Paper No. 16839, February 2011.
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と想定されます。こうしたなか、日本の多国籍企業のグローバ
ルでの高い実効税率は、二重課税リスクのヘッジにはならず、
二重課税を伴う高い実効税率が企業の許容範囲を越えてしま
う恐れがあるものと考えられます。

最近の円安等による景気回復を背景に、日本の多国籍企業
の収益状況も改善されてきており、好調な業績による税負担
の増加が予想されますが、BEPSを契機とした中国等新興国に
よる二重課税リスクへの備えとして、グローバル・レベルでの
実効税率の適切なコントロールが、日本の多国籍企業の今後
の課題となっていくものと考えられます。

本稿に関するご質問等は、以下までご連絡くださいますよ
うお願いいたします。

KPMG 税理士法人　
国際事業アドバイザリー
パートナー　
経営法博士、税理士
角田　伸広
TEL: 03-6229-8040
nobuhiro.tsunoda@jp.kpmg.com
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監査を取り巻く最近の動き
有限責任 あずさ監査法人
パートナー　住田　清芽

昨年（2013年）に引き続き、監査基準が 2014 年2月に改訂されました。2014
年の改訂は、金融商品取引法や会社法に基づく法定監査には影響がないため、
2013年の監査における不正リスク対応基準の制定ほどのインパクトはないかも
しれません。しかし、2014年の改訂は、独立監査人による監査の役割を監査の
原点に立ち戻って考えさせる側面があります。
監査を巡っては、我が国だけでなく、米国や欧州でも様々な検討が現在行われ
ています。本稿では、国際監査基準（ISA）を策定している国際会計士連盟の国
際監査・保証基準審議会（IAASB）における最近の検討内容についても概観し
ます。
なお、文中の意見に関する部分は、筆者の個人的な見解であることを申し添え
ます。

 

【ポイント】
Ⅰ	�2014年2月の監査基準の改訂
	 ◦	� 2014年2月18日付で監査基準が改訂され、我が国の監査基準に基づ

いて、特別目的の財務諸表や、個別の財務表又は財務諸表項目等の監
査が実施できることが明確化された。

	 ◦	� 監査対象が従来の一般目的の完全な一組の財務諸表だけではなく、多
様性を有することになるため、監査意見の様式は、従来の財務諸表が
財政状態等を適正に表示しているか否かに関する意見（適正性に関す
る意見）のほかに、財務諸表が当該財務諸表の作成にあたって適用さ
れた会計の基準に準拠して作成しているか否かに関する意見（準拠性
に関する意見）の様式も認められることが明確化された。

	 ◦	� 改訂監査基準は、2015年4月1日以降に開始する事業年度または会計
期間に係る監査から適用される。現在、日本公認会計士協会から実務
指針が公表されている業務については、今後、監査報告書の見直しの
必要性が検討され、必要に応じて、改正される見通しである。

Ⅱ	�監査役等と監査人との連携
	 ◦	� 2013年3月に公表された不正リスク対応基準および改訂監査基準では、

監査役等と監査人の連携の重要性が強調されており、2014 年3月期が
これら基準の適用初年度となる。

	 ◦	� 監査役協会と日本公認会計士協会は、連携を促進するために、2013年
11月に「監査役等と監査人との連携に関する共同研究報告」を改正し
た。

Ⅲ	�海外の監査を巡る動向
	 ◦	� 国際会計士連盟の国際監査・保証基準審議会（IAASB）や米国の公開

企業会計監視委員会（PCAOB）から、2013 年に監査報告書の情報提
供を高める公開草案が公表されており、今後の動向が注目される。

	 ◦	� 監査を巡る様々な議論が海外で行われているが、共通しているのは、
監査委員会の役割の強化である。

	 	 住
す み だ

田　清
さ や か

芽
有限責任 あずさ監査法人

パートナー
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Ⅰ 2014年2月の監査基準の改訂

1.	改訂の背景および経緯

2002（平成14）年の監査基準の大幅改訂時に、以下の「第一　 
監査の目的」が設けられました。

第一　監査の目的
　財務諸表の監査の目的は、経営者の作成した財務諸表が、一般
に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、企業の財政
状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点
において適正に表示しているかどうかについて、監査人が自ら入手
した監査証拠に基づいて判断した結果を意見として表明することに
ある。
　財務諸表の表示が適正である旨の監査人の意見は、財務諸表に
は、全体として重要な虚偽の表示がないということについて、合理
的な保証を得たとの監査人の判断を含んでいる。

この監査の目的は、証券取引法（現在の金融商品取引法）に
基づく開示制度を前提として、一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠して作成される完全な一組の財務諸表

（一般目的の財務諸表）に対して適正性に関する意見を述べる
ことを監査の目的として記載しています。一方、監査基準の
前文では、「改訂基準における監査の目的が示す枠組み及びこ
れから引き出されたそれぞれの基準は、証券取引法に基づく
監査のみならず、株式会社の監査等に関する商法の特例に関
する法律に基づく監査など、財務諸表の種類や意見として表
明すべき事項を異にする監査も含め、公認会計士監査のすべ
てに共通するものである」と記載していました。これは、当時
の商法監査では適法意見が述べられていたことから、前文に
おいて、監査意見は必ずしも適正性に関する意見に限定する
ものではないことを示すとともに、証券取引法以外の監査にお
いても監査の枠組みは変わらず、公認会計士が行うすべての
監査に監査基準が適用されることを示していました。

本来、監査のニーズは、様々な種類の財務報告において生
じます。何らかの目的のために資金が提供された場合、資金
提供者は、提供した資金がどのように使用され、現状どのよ
うな状態であるかについて、資金を受領して業務を執行して
いる者に報告を求めます。その際、業務執行者の財務報告が
信頼できるものであるか否かについて、独立の第三者が確か
め、その結果を報告するというのが監査に求められている機
能です。このような独立の第三者による監査のニーズは、金
融商品取引法や会社法という法定監査だけでなく、様々なタ
イプの財務報告に対して生じます。たとえば、契約書により、
契約当事者の一方が他方に対して、入手したい財務情報を指
定し、それに基づき特別に作成される財務諸表に対して監査
を求めるようなケースが考えられます。その際に求められる財
務情報は、金融商品取引法や会社法で求められる制度会計と

同じである必要は必ずしもなく、当事者のニーズに合わせて設
計できるという特徴があります。特定の利用者の財務情報に
対するニーズを満たすように策定された会計の基準に準拠し
て作成された財務諸表を特別目的の財務諸表と呼びます。

このような多様な財務情報に対する監査については、国際
監査基準（ISA）や米国公認会計士協会（AICPA）が公表する
監査基準（SAS）では取扱いが定められているものの、我が国
の監査基準においては位置付けが明確ではありませんでした。
2011年に、東日本大震災の際に集められた義捐金の収支計算
書に対して我が国の監査基準に基づく監査報告書が発行でき
るか否かが曖昧であったことをきっかけに、企業会計審議会
において位置付けを明確化する必要性が認識されるようにな
りました。

以上を背景として、企業会計審議会の監査部会は、2013年
6月より特別目的の財務諸表等の監査に関する審議を開始し、
2013年11月の公開草案を経て、2014年2月に「監査基準の改
訂に関する意見書」が企業会計審議会から公表されました。

2.	主な改訂点

監査基準においては、一般目的の財務諸表（広範囲の利用者
に共通する財務情報に対するニーズを満たすように策定され
た会計の基準に準拠して作成された財務諸表）を対象にした適
正性に対する意見表明が基本であることには変わりはないこ
とから、監査基準の基本構造はそのまま維持し、特別目的の
財務諸表等の監査における位置付けを明確にするため、4つの
項が修正または追加されています（図表1参照）。

今回の改訂により、以下の3つの点について、我が国の監査
基準における位置付けが明確化されました。

（1）	特別目的の財務諸表の概念の導入
今回の改訂により、「第一　監査の目的」に第2項が新設さ

れ、特別目的の財務諸表が監査対象になることが明示されま
した。また、特別目的の財務諸表の監査の場合、特定の利用
者のニーズに適合した会計の基準に基づき作成された財務諸
表であることから、監査契約の受嘱にあたり、当該会計の基
準が特定利用者のニーズを反映した適切なものであるかどう
かの受入可能性の検討をする必要があること（第三　実施規準
　一基本原則の8）と、監査報告書において他の目的には適合
しないことがある旨等の注意喚起を記載する必要がある旨（第
四　報告規準、八　特別目的の財務諸表に対する監査の場合
の追記情報）が追加されています。

（2）	個別の財務表や財務諸表項目等の監査の位置付け
貸借対照表等の個別の財務表や、資産、負債等の財務諸表

の構成要素、または売上高、棚卸資産等の特定の勘定科目な
どの財務諸表項目等を監査対象とする監査が可能であること
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が前文で示されました。これらの財務諸表を構成する部分的
な財務情報の監査においても、監査基準に準拠して、単に個別
の財務表または財務諸表項目等の検討にとどまることなく、監
査意見を表明するために必要な範囲でリスク評価の実施およ 
び評価したリスクに対応する監査手続の実施が求められます。

（3）	準拠性に関する意見の導入
多様な財務情報に対する監査に対応するため、監査意見の

様式に、従来の財務諸表が財政状態等を適正に表示している
か否かに関する意見（適正性に関する意見）のほかに、財務諸
表が当該財務諸表の作成にあたって適用された会計の基準に
準拠して作成しているか否かに関する意見（準拠性に関する
意見）の様式も認められることが明示されました。

準拠性に関する意見は、適正性に関する意見と同様に、監
査対象の財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかの合理的
な保証を得て意見表明されるものであり、保証水準に差はあ
りません。また、監査意見の表明にあたり、経営者が採用し
た会計方針が会計の基準に準拠しているか、継続的に適用し
ているか、および、経営者の会計方針の選択や適用方法が会
計事象や取引の実態を適切に反映するものであるかどうかに
ついて判断しなければならない点も同じです。両者の相違は、
財務諸表の表示方法が適切であるかどうかの判断にあたり、
監査人に求められる評価の内容が異なる点にあります。準拠
性に関する意見の場合は、財務諸表が表示のルールに準拠し
て必要な開示が行われているかどうかの評価のみを行えば良

いのに対して、適正性に関する意見の場合は、表示ルールへ
の準拠性の評価に加え、財務諸表の利用者が財政状態や経営
成績等を理解できるか否かの視点にたって、全体としての財
務諸表が適切に表示されているか否かを俯瞰的に評価するこ
と（監査基準の前文では、「一歩離れての評価」と表現されて
いる）が求められます。この俯瞰的な評価は、基本的には、財
務諸表が準拠している会計の基準に追加開示の要請がある場
合に必要となります。会計の基準おいて、特に注記が求めら
れる事項以外に、利用者が財務諸表を適切に理解するために
必要な事項について注記を付す必要がある旨の追加開示の要
請がある場合（たとえば、財務諸表等規則の第8条の5、会社
計算規則の第116条）、財務諸表の作成者は、追加開示の検討
を行うことが求められ、監査人も評価をすることとなります。

3.	日本公認会計士協会の対応

日本公認会計士協会は、監査基準の改訂に対応するため、
公開草案を経て、2014年4月4日に監査基準委員会報告書800

「特別目的の財務報告の枠組みに準拠して作成された財務諸表
に対する監査」および同805「個別の財務表又は財務諸表項目
等に対する監査」および監査基準委員会研究報告「監査基準委
員会報告書800及び805に係るQ&A」（以下、それぞれ「監基
報800」、「監基報805」、「監基報800及び805に係るQ&A」と
いう）を公表しています。

監査基準の実務指針である監査基準委員会報告書は、国

図表1　2014年改訂監査基準に追加された項　（下線部分が今回の改訂点）

第一　監査の目的 2.	�財務諸表が特別の利用目的に適合した会計の基準により作成される場合等には、当該財務諸表が会計の基準に
準拠して作成されているかどうかについて、意見として表明することがある。

第二　一般基準 （変更なし）

第三　実施基準 一	基本原則
8.	�監査人は、特別の利用目的に適合した会計の基準により作成される財務諸表の監査に当たっては、当該会計の

基準が受入可能かどうかについて検討しなければならない。

第四　報告基準 一	基本原則
1.	�監査人は、適正性に関する意見を表明する場合には、経営者の作成した財務諸表が、一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、企業の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点
において適正に表示しているかどうかについての意見を表明しなければならない。なお、特別の利用目的に適合
した会計の基準により作成される財務諸表については、当該財務諸表が当該会計の基準に準拠して、上記と同
様にすべての重要な点において適正に表示しているかどうかについての意見を表明しなければならない。

	� 　監査人は、準拠性に関する意見を表明する場合には、作成された財務諸表が、すべての重要な点において、財
務諸表の作成に当たって適用された会計の基準に準拠して作成されているかどうかについての意見を表明しなけ
ればならない。

	� 　監査人は、準拠性に関する意見を表明する場合には、適正性に関する意見の表明を前提とした以下の報告の
基準に準じて行うものとする。

八	特別目的の財務諸表に対する監査の場合の追記情報
	 �　監査人は、特別の利用目的に適合した会計の基準により作成される財務諸表に対する監査報告書には、会計

の基準、財務諸表の作成の目的及び想定される主な利用者の範囲を記載するとともに、当該財務諸表は特別の
利用目的に適合した会計の基準に準拠して作成されており、他の目的には適合しないことがある旨を記載しなけ
ればならない。

	� 　また、監査報告書が特定の者のみによる利用を想定しており、当該監査報告書に配布又は利用の制限を付す
ことが適切であると考える場合には、その旨を記載しなければならない。
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際監査基準（ISA）のクラリティ・プロジェクト（監査人が実
施する手続を要求事項と適用指針に分けて明瞭化を図るプロ
ジェクト）を踏まえ、2007年から2011年末にかけて新起草
方針に基づく改正が行われました。一般目的の財務諸表に対
する監査の実務指針については、2013年3月期の監査から適
用しています。今回追加公表された監基報800および805は、
ISA800および805に対応するもので、特別目的の財務諸表や、
個別の財務表又は財務諸表項目等の監査において他の監査基
準委員会報告書に加えて特に考慮すべき事項を取りまとめた
ものです。

監基報800および805では、特別目的の財務諸表や、個別
の財務表又は財務諸表項目等の例が示されています（図表2参
照）。

監査基準委員会報告書では、財務諸表や財務諸表項目等に
適用される会計の基準を「財務報告の枠組み」と呼んでいます
が、財務報告の枠組みの分類（一般目的/特別目的、適正表示
/準拠性）により求められる監査報告書の記載内容が異なるこ
とから、監基報800及び805に係るQ&Aにおいて、財務報告
の枠組みの考え方について解説が提供されています。日本公
認会計士協会では、各委員会において現行の監査報告書等の
文例の点検を行い、必要に応じて各委員会報告書等の改正を
今後行う予定としています。

4.	適用時期

監査基準の公開草案では、2014（平成26）年4月1日以後に
発行する監査報告書から適用とされていましたが、特別目的
の財務諸表の監査にあたっては、財務報告の枠組みの受入可
能性の検討が必要であり、各監査事務所における品質管理の
方針および手続の整備のための準備期間が必要であること、
加えて、各業法による法定監査の場合は監督官庁との調整や
省令等の改正が必要となる可能性もあることから、最終的に
は、改訂監査基準は、2015（平成27）年4月1日以降に開始す
る事業年度又は会計期間に係る監査から適用となりました。
ただし、監査基準及び監査基準委員会報告書のすべての要求

事項が適用可能である場合には、2014（平成26）年4月1日以
後に発行する監査報告書から早期適用することも妨げないと
されています（任意監査の場合）。

Ⅱ 監査役等と監査人との連携

1.	�2013年3月の不正リスク対応基準の設定および監査基
準の一部改訂

2013年3月に企業会計審議会から公表された監査における
不正リスク対応基準（以下「不正リスク対応基準」という）お
よび一部改訂された監査基準は、2014年3月期の監査から適
用されています。

不正リスク対応基準では、監査人に監査の全過程を通じて
職業的懐疑心を発揮することを強調し、付録2として、日本に
おける不正事例を踏まえた「不正による重要な虚偽の表示を示
唆する状況」が例示されています。監査の過程で「不正による
重要な虚偽の表示を示唆する状況」が識別された場合、監査人
は「不正による重要な虚偽の表示の疑義が存在していないか
どうかを判断するために、経営者に質問し説明を求めるととも
に、追加的な監査手続を実施しなければならない」とされ、経
営者の説明に合理性がないと判断した場合等において、「不正
による重要な虚偽の表示の疑義」として取り扱い、当該「疑義」
に関する十分かつ適切な監査証拠の入手が求められています。

このような「疑義」を含め、監査人は一定の要件に合致する
不正の疑いを抱いた場合、監査役若しくは監査役会又は監査
委員会（以下「監査役等」という）に対し、適時に伝達して、
監査を完了するため必要となる監査手続について協議するこ
とが求められています。監査役等との連携は、不正リスクへ
の対応に限定されるものではないことから、監査基準の「第三
　実施基準」の基本原則7に、監査人は、監査の各段階におい
て、適切に監査役等と協議する等、監査役等と連携を図らな
ければならないことが追加されました。

図表2　監基報800または805で示されている適用例

特別目的の財務報告の枠組みの例 個別の財務表または財務諸表項目等の例

◦	�借入、組合出資またはプロジェクトの補助金等の契約書において
定められている財務報告に関する取決め

	 ➣	�中小企業の会計に関する基本要領に従って作成した会計の基
準

	 ➣	�匿名組合契約書で定められた会計の基準
	 ➣	�金融機関との合意に基づく会計の基準
	 ➣	�会社法上の大会社に求められる会社計算規則とキャッシュ・

フロー計算書に関する財務諸表等規則を組合せた会計の基準
◦	�規制当局が、監督上、必要な事項を満たすように設定した財務報

告に関する規則等

◦	�個別の財務表
	 ➣	�会社計算規則に基づき作成した貸借対照表
	 ➣	�財務諸表等規則に基づき作成したキャッシュ・フロー計算書
	 ➣	�災害義捐金等の資金収支計算書
	 ➣	�規制料金業種における事業部門別収支計算書
◦	�財務諸表項目等
	 ➣	�給与支払明細表
	 ➣	�ロイヤルティー契約に基づく特定商品の売上高計算書

※いずれも、重要な会計方針の要約と関連するその他の注記を含む。
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2.	�「監査役若しくは監査役会又は監査委員会と監査人と
の連携に関する共同研究報告」
このような動きを受けて、公益社団法人日本監査役協会と

日本公認会計士協会は、「監査役若しくは監査役会又は監査委
員会と監査人との連携に関する共同研究報告」について見直し
を行い、2013年11月7日付で「監査役等と監査人との連携に
関する共同研究報告」を公表しています。

この研究報告は、2004年12月に、証券取引法上のディスク
ロージャー制度の信頼性確保に向けた取組の1つとして「コー
ポレート・ガバナンスに係る開示の充実」が掲げられたことを
契機に公表されていたものですが、コーポレート・ガバナンス
の一層の充実に向けて、監査役等と監査人は相互の連携に努
め、それぞれの職責を果たしていく必要があるとする両協会
の認識に基づき、改正されたものです。

主な改正点は、以下のとおりです。

◦	� 研究報告の「2．監査役等と監査人との連携の必要性と効果」
において、監査役等と監査人は、それぞれの監査の目的を達
成するために、相互の信頼関係を基礎としながら、緊張感のあ
る協力関係のもとでの適切な連携を図ることが必要であること、
特に、経営者が関与する不正な財務報告を防止し、適切に対
応するためには両者の連携が重要であるということが明記され
ている。

◦	� 両者の連携を深めるためには、日頃のコミュニケーションが緊
密に行われていることが重要であることから、お互いの立場や
役割、どのような指針に従って行動しているかについて改めて
相互理解を促進するため、両協会が連携に関連してそれぞれの
会員に向けて公表している実務指針の一覧を提供している。

◦	� 前回の改正時点（2009 年 7 月）以降に両協会がそれぞれ行っ
た実務指針等の改正内容が反映されている。前述の監査人向
けの監査基準の改訂および新起草方針に基づいて改正された
監査基準委員会報告書に基づき、監査役等とコミュニケーショ
ンが求められている主な事項が監査の各段階に分けて例示され
ている。

◦	� 監査人に関する重要な事項として、第三者によるレビューや検
査結果等を監査役等に伝達することが示され、日本公認会計
士協会から公表されている「監査役等への品質管理レビューの
結果の通知及び公認会計士・監査審査会の検査結果の開示に
ついて」（平成 25 年 10 月 4 日付け）への参照が付されている。

監査役協会では、研究報告の改正を受けて、一層の連携強
化を図るため、2014年4月16日付で「会計監査人との連携に
関する実務指針」を改正しています。

Ⅲ 海外の監査を巡る動向

国際監査・保証基準審議会（IAASB）は、国際監査基準
（ISA）や国際レビュー基準（ISRE ）等を開発している審議会
です。IAASBは、高品質でグローバルに受け入れられる基
準開発を進めることにより、公共の利益（Public Interest）に
貢献することを目的として掲げており、証券監督者国際機構 

（IOSCO）、世界銀行、バーゼル委員会、監査監督機関国際フォー

ラム（IFIAR）等のグローバルな監督機関からの要請を反映しな
がら、基準開発活動を行っています。

IAASBが現在取り組んでいる主なプロジェクトについて、
以下簡単にご紹介します。

1.	監査報告書の変革

現在の短文式の監査報告書は、監査人の結論である監査意
見を伝達することに主眼をおき、定型的な内容となっていま
す。この定型的な監査報告書に対しては、監査意見は依然と
して有益ではあるものの、利用者の情報ニーズに適合してお
らず、監査報告書の情報提供機能をもっと高めるべきという
指摘があります。監査報告書のあり方については、監査対象
の財務諸表に会計上の見積りの要素が増加し、財務諸表が複
雑化・高度化するにつれて常に議論の対象になっていたもの
の、2008年のリーマンショックの前後から特に注目を集める
ようになりました。IAASBは、20011年と2012年の2回にわ
たりコンサルテーション・ペーパーを公表して広く意見を求め、
寄せられたコメントを踏まえ、2013年7月に、監査報告書の記
載内容に関する国際監査基準（ISA）を改正する公開草案を公
表しています（コメント期限は2013年11月22日）。

公開草案では、上場会社の監査報告書においては、監査意
見に加えて、「監査上の主要な事項（Key Audit Matter）」の記
載を求める内容となっています。「監査上の主要な事項（Key 
Audit Matter）」は、監査人が監査の過程で最も重要であると
判断した事項とされ、監査役等に重要な事項として伝達が求
められている事項から、監査人が特に注意を払った領域を考
慮して選択・決定するとされています。監査報告書に「監査
上の主要な事項（Key Audit Matter）」を記載することにより、
財務諸表に含まれる重要な領域（たとえば経営者の判断が介在
する領域）についての利用者の理解を促進し、また、監査の透
明性を高めることが便益として期待されています。さらに、財
務諸表の利用者と、経営者または監査役等との対話を深める
基礎となること等を通じて、直接・間接的に財務報告の質の
向上に寄与することが期待されています。

IAASBは、現在、公開草案に寄せられたコメントを分析中
ですが、2014年中には最終版を公表する予定としています。
また、米国の公開企業会計監視委員会（PCAOB）からも、監
査報告書の記載内容に関する同様の公開草案が2013年8月に
公表されています。2014年4月上旬にPCAOBによりラウン
ドテーブルが開催され、賛否両論、様々な議論が行われてい 
ます。

監査報告書の記載内容については、欧州委員会（EC）が
2010年10月に公表した監査に関するグリーン・ペーパーに
おいても、英国における改革やフランスにおける長文式監査
報告の実務を踏まえ、見直しの提言が織り込まれていました。
2011年11月に法定監査指令の改正案と社会的影響度が高い事
業体（Public Interest Entities: PIE、上場会社や金融機関を含



18

© 2014 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG 
International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.

KPMG Insight  Vol. 6 / May 2014

会計トピック①

む）の監査に関する新規則の案が公表されていましたが、調
整過程を経て、2014年4月3日付で2つの案の修正案が欧州議
会で承認されました。これら承認された2つの案には、監査の
様々な局面における変革が含まれていますが、PIEの監査報
告書の記載内容に関する規定が含まれています。規則案では、
誤謬又は不正による重要な虚偽表示リスクのうち最も重要と
監査人が判断したリスクの内容とそれらリスクに対する監査
人の対応、および場合によっては当該リスクに関する監査人
の重要な見解（key observations）を記載することが織り込まれ
ています。また、監査人は被監査会社の監査委員会に対して、
書面で監査の結果に関する報告書（独立性に関する確認、適
用した監査メソドロジーの内容、重要性の基準値、内部統制
の重要な不備等を含む）を提出することを義務付け、加盟国は
法令により、監査委員会が当該監査人の報告書を外部の第三
者に開示することができるとされています。

このような監査報告書の改革については、我が国において
も、企業会計審議会の監査部会の今後の検討課題として掲げ
られています。我が国に導入されるか否かは、欧州および米
国の状況を勘案しつつ、IAASBによる国際監査基準の改正を
待って、今後、本格的な議論が行われていくことになると思
われます。

2.	�監査の質に関するフレームワーク（A Framework for 
Audit Quality）

日本だけでなく、世界中で、会計不正が発生する都度、監
査の強化が図られてきました。企業活動や資本市場のグロー
バル化が加速する現代においては、会計不正の影響は一国内
にとどまらないため、会計や監査は世界共通の社会インフラと

みなされるようになってきています。
「監査の質」については、様々なステークホルダーにより議

論されてきましたが、必ずしも共通の定義がなかったことか
ら、IAASBでは、公開草案を経て、2014年2月に「監査の質
に関するフレームワーク」を公表しています。高品質の監査
を提供する責任はもちろん監査人にありますが、監査の質は、
財務報告プロセスに係る関係者（経営者、企業統治責任者、
利用者、規制当局等）との相互作用の影響を受け、関係者の適
切な協力関係が保たれている環境において最も達成されうる
ものとしています。本フレームワークは、監査の質に影響を及
ぼす要素を、インプット、プロセス、アウトプット、財務報告
プロセスの関係者の相互作用の影響、環境要因のカテゴリー
に分けて分析しています（図表３参照）。

3.	IAASBの2015－2016の作業計画案

IAASBは、2015－2016の2年間の作業計画に関する公開草
案を公表し、焦点を当てるべき領域を検討しています。公開
草案では、2014年中に監査報告のプロジェクトが完了すると
いう前提で、以下の3つのプロジェクトに取り組むこととして
います。

◦	� 職業的懐疑心（監査の重要局面において懐疑心を適切に発揮
できるようにするための検討）

◦	� 監査の品質管理（審査、専門家の利用、「監査の質に関するフ 
レームワーク」に示された監査の質を高める要因（監査事務所
の統制環境、必要なリソース・時間の確保等）の検討）

◦	� 銀行の監査における考慮事項（バーゼル委員会からの要請を踏
まえ、銀行監督当局と外部監査人との連携や、銀行監査特有
の論点の検討）

Ⅳ おわりに

監査を巡っては、世界中で何かしらの議論がされています。
前述の2014年4月に欧州議会で承認された社会的影響の高い
事業体（PIE）に対する監査に関する規則案には、監査人の独
立性や監査の透明性を高めるための様々な方策が織りこまれ
ています。米国においても、より良い監査に向けて様々な提言
がなされています。

日本を含め、このような取組みで共通しているのは、監査役
等（ガバナンスを担う者）の役割を強化する方向性です。より
良い財務報告を提供するという共通の目標に向かって、経営
者と監査役等と監査人が緊張感を持って協働することが財務
諸表の利用者から求められていると考えられます。

図表3　IAASB　監査の質に関するフレームワーク

Business Practices and 

 Commercial Law

Financial Reporting

Laws and Regulations
Reporting Fram

ew
ork

Applicable Financial

Inf
orm

ati
on

 S
ys

tem
s

Corporate Governa
nceBroader Cultural Factors

Audit Regulation

Li
tig

at
io

n 
En

vi
ro

nm
en

t
At

tra
ct

in
g 

Ta
len

t

Tim
eta

ble

Fin
anc

ial 
Repo

rting

Contextual Factors

出所：IAASB “A Framework for Audit Quality”

Auditor

OutputsInputsManagement Users

Those
Charged With
Governance

Regulators

Interactions

Process

Audit
Quality



19

© 2014 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG 
International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. 

KPMG Insight  Vol. 6 / May 2014

会計トピック②

IFRS Digest（2014.2- 3）
有限責任 あずさ監査法人　IFRSアドバイザリー室

本稿は、あずさ監査法人のホームページ上に掲載しているIFRS Digest（www.
kpmg.com/jp/ja/knowledge/news/ifrs-digest ）を部分的に抜粋、再編集した、
2014年2月1日から 2014年3月31日までの国際財務報告基準（IFRS）を巡る、
国際会計基準審議会（IASB）、米国財務会計基準審議会（FASB）および企業会
計基準委員会（ASBJ）の主な動向、ならびに欧州、米国および日本の監督機関
におけるIFRSの導入・適用を巡る動向についての要約である。
さらに詳しい情報については、あずさ監査法人ホームページの IFRS Digest 
14-2、IFRS Digest 14-3 を参照のこと。

 

 Ⅰ IASBおよび欧州等の動向

IASBの動向

1.	�公開草案「開示イニシアティブ（IAS第1号の改訂
案）」を公表（2014年3月25日）

IASBは、公開草案（ED/2014/1）「開示イニシアティブ（IAS
第1号の改訂案）」を公表した。本公開草案は、IAS第1号「財
務諸表の表示」における重要性、表示すべき情報、注記およ
び会計方針の開示、ならびに持分法で会計処理する投資から
生じるその他の包括利益の表示に関する改訂を提案している。
本公開草案に対するコメントの期限は2014年7月23日である。

IASBは、現在、「財務報告に係る概念フレームワーク」の改
訂の一環として、表示および開示を検討しており、この概念
フレームワーク・プロジェクトの作業を補完するため、開示イ
ニシアティブ・プロジェクトを発足した。開示イニシアティブ
は複数の短期・中期のプロジェクトから構成されており、既存
の基準書における表示および開示の原則・規定の改善方法を
研究する活動が続けられている。本公開草案は、開示イニシ
アティブの短期プロジェクトの最初の成果として公表されたも
のである。

2.	�IASBのHans Hoogervorst 議長のスピーチ（2014年2
月5日、2014年3月8日）

IASBのHans Hoogervorst議長は、東京で開催されたASBJ
のオープンセミナーでスピーチを行った。Hoogervorst議長は
スピーチの中で、主に次の事項について概括している。

（a）	 IASB への日本の貢献
（b）	 各国におけるIFRS の適用状況
（c）	 IASB の作業プログラム
（d）	概念フレームワーク

これらのうち、（a）の「IASBへの日本の貢献」については、
日本が様々な方面からIASBの活動に非常に貢献していると述
べるとともに、有力な企業がIFRSの適用を決定しており、多
くの企業が近い将来これに続くことを期待していると述べた。
また、（d）の「概念フレームワーク」については、「当期純利益
とその他の包括利益（OCI）について、当期純利益を明確に定
義して、OCIと区分することを求める意見が多いものの、定義
することが容易でなく、具体的な提案は多くない。その中で、
ASBJが会計基準アドバイザリー・フォーラム（ASAF）を通じ
て行った提案は、勇気ある取組みであり、議論に貢献した」と
述べている。

また、Hans Hoogervorst議長は、インド勅許会計士協会
（ICAI）が主催したアジア・オセアニア地区のフォーラムにお
いてスピーチを行った。このスピーチでHoogervorst議長は、
アジア・オセアニア地区のIFRSの適用状況に触れ、日本につ
いてはIFRSの任意適用が増加傾向にあると述べた。加えて、
Hoogervorst議長は、金融危機を発端とした過去5年間の金融
商品に関するFASBとの共同プロジェクトの成果について説明
した。その一方で、残念ながらFASBとのコンバージェンスは
達成できなかったこと、また、このことは、グローバルな会計
基準を達成する手段としては、コンバージェンスは本質的に
不安定であることを示しており、IFRS財団の評議員会は、コ
ンバージェンスはIFRSのアドプションの代替手段にはなりえ
ないと結論付けた、と述べた。

http://www.kpmg.com/jp/ja/knowledge/news/ifrs-digest
http://www.kpmg.com/jp/ja/knowledge/news/ifrs-digest
http://www.kpmg.com/Jp/ja/knowledge/news/ifrs-digest/Pages/ifrs-digest-2014-02.aspx
http://www.kpmg.com/Jp/ja/knowledge/news/ifrs-digest/Pages/ifrs-digest-2014-02.aspx
http://www.kpmg.com/Jp/ja/knowledge/news/ifrs-digest/Pages/ifrs-digest-2014-03.aspx
http://www.ifrs.org/Current-Projects/IASB-Projects/Amendments-to-IAS-1/ED-March-2014/Documents/ED-Disclosure-Initiative-Amendments-IAS-1-March-2014.pdf
http://www.ifrs.org/Current-Projects/IASB-Projects/Amendments-to-IAS-1/ED-March-2014/Documents/ED-Disclosure-Initiative-Amendments-IAS-1-March-2014.pdf
http://www.ifrs.org/Current-Projects/IASB-Projects/Amendments-to-IAS-1/ED-March-2014/Pages/Exposure-Draft-and-Comment-letters.aspx
http://www.ifrs.org/Alerts/Conference/Pages/Speech-by-Hans-Hoogervorst-Defining-Profit-or-Loss-and-OCI-can-it-be-done-February-2014.aspx
https://www.asb.or.jp/asb/asb_j/press_release/overseas/pressrelease_20131227.jsp
http://www.ifrs.org/Alerts/Conference/Pages/Hans-Hoogervorst-Closing-the-accounting-chapter-of-the-financial-crisis-March-2014.aspx
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3.	�投資家向けウェブキャストを公表（2014年2月14日）

IASBは、投資家向けの教育用ウェブキャストのシリーズを
CFA協会と協力して開発している。これらのウェブキャストは、 
最近の主要な会計上の問題について、投資家およびアナリスト
に最新の情報を提供するためにデザインされたものである。

これに関連して、IASBは、2つの教育用ウェブキャスト（投
資家は何を期待すべきか？／オフバランス会計：抜け穴をふ
さぐ）を公表した。

4.	�日本のIFRS適用状況情報の更新を公表（2014年3月 
4日）

IASBは、日本のIFRS適用状況情報を更新したことを公表
した。更新後の情報には、次の内容が反映されている。

–	�2014 年 2 月時点で、34 の日本企業が IFRS を適用済みまた
は適用する予定であることを外部に公表していること。

–	�日本での IFRS 適用をさらに奨励するため、2013 年 10 月に
金融庁が IFRS 適用の要件を緩和し、その結果、IFRS を
適用することができる企業は 621 社から 4,061 社（すべての
上場企業および上場を計画している企業を実質的にカバーす
る）に増加したこと。

5.	�国際評価基準委員会との公正価値についての連携に係
る議定書を公表（2014年3月6日）

IFRS財団および国際評価基準委員会（International Valua-
tion Standards Council：IVSC）は、IFRSと国際評価基準（IVS）
の連携に係る議定書を公表した。

IVSCは、公正価値およびその他の価値測定に係る基準書な
らびに指針を作成し、一貫した適用を支援するために、メン
バー組織間の連携・協調を促進している。

両者の合意は、各組織が効果的に協力することができるこ
とを確実ならしめることを目的としているが、それぞれの基準
書に対してそれぞれが責任を有する点については、従来から
変更はない。

議定書は次の事項を示している。

–	�IFRS に準拠して作成される財務諸表の基礎となる公正価値
測定に関する基準および指針の開発において、IVSCとIFRS
財団が現在および今後も継続して協力することを確認する。

–	�各組織が最大の努力で対応し、相互に支援する分野を特定
する。

–	�IVSC、IASBおよび IFRS 財団が今後も引き続き協力する。

6.	最近開催されたIFRS関連の国際会議等

2014年2月1日から2014年3月31日までに開催された主な国
際会議は以下のとおりである。

–	�IFRS 諮問会議（2014 年 2 月 24-25 日、ロンドン）
–	�会計基準アドバイザリー・フォーラム（ASAF）会議（2014 年

3 月 3-4 日、ロンドン）

Ⅱ 米国の動向

FASBの動向

1.	�公正価値測定に関する適用後レビューの結果を公表
（2014 年2月25日）

FASBの母体組織である財務会計財団（Financial Accoun-
ting Foundation： FAF）は、FASBが2006年9月に公表した財
務会計基準書第157号「公正価値測定」（現在はFASBによる
会計基準のコード化体系Topic 820に組み込まれている）の適
用後レビューに関するレビュー報告書を公表した。レビュー報
告書は、基準開発の目的（公正価値の定義を統一する、公正
価値測定に関するフレームワークを確立する、公正価値測定
の開示を拡充する等）は十分に達成されていると結論付けてい
る。また、一部の投資家からは、公正価値情報の理解が容易
でないとの意見が寄せられているものの、概ね投資家の意思
決定に有用な情報を提供できていると結論付けている。

2.	�公開草案「財務報告に関する概念フレームワーク－第
8章『財務諸表の注記』」を公表（2014年3月4日）

FASBは、公開草案「財務報告に関する概念フレームワー
ク－第8章『財務諸表の注記』」を公表した。この公開草案は、
開示に関する概念フレームワークの改善プロジェクトの一環
として公表されたものである。この公開草案は、財務諸表利
用者にとって有用な開示を提供するために、開示規定を開発
する際の基礎として役立つ、また、現行の開示規定を評価す
る際に役立つ開示規定の決定プロセスについて提案している。
コメントの締切りは2014年7月14日である。

開示の改善については、以前は、概念フレームワークに関
する共同プロジェクトの一環としてFASBとIASBが合同で議
論していたが、現在は、概念フレームワークの検討はそれぞ
れ単独で進められている。IASBは2013年7月18日に、討議資
料「『財務報告に関する概念フレームワーク』の見直し」を公
表しており、その中で、開示についても言及している。また、
IASBは、概念フレームワーク・プロジェクトとは別に、表示

http://www.ifrs.org/Alerts/Publication/Pages/The-IASB-publishes-Investor-Webcasts-February-2014.aspx
http://www.ifrs.org/Alerts/Publication/Pages/Japan-IFRS-profile-revised-February-2014.aspx
http://www.ifrs.org/Use-around-the-world/Documents/IFRS-Foundation-IVSC-Protocol-February-2014.pdf
http://www.ifrs.org/Alerts/PressRelease/Pages/IFRS-Foundation-and-IVSC-co-ordinate-on-fair-value-February-2014.aspx
http://www.ifrs.org/Meetings/Pages/AC-February-2014.aspx
http://www.ifrs.org/Meetings/Pages/ASAF-Mar-14.aspx
http://www.accountingfoundation.org/cs/ContentServer?c=Document_C&pagename=Foundation%2FDocument_C%2FFAFDocumentPage&cid=1176163848391
http://www.accountingfoundation.org/cs/ContentServer?c=FAFContent_C&pagename=Foundation%2FFAFContent_C%2FFAFNewsPage&cid=1176163847459
http://www.fasb.org/cs/ContentServer?c=Document_C&pagename=FASB%2FDocument_C%2FDocumentPage&cid=1176163868268
http://www.fasb.org/cs/ContentServer?c=Document_C&pagename=FASB%2FDocument_C%2FDocumentPage&cid=1176163868268
http://www.fasb.org/cs/ContentServer?c=FASBContent_C&pagename=FASB%2FFASBContent_C%2FNewsPage&cid=1176163869073
http://www.ifrs.org/Current-Projects/IASB-Projects/Conceptual-Framework/Discussion-Paper-July-2013/Documents/Discussion-Paper-Conceptual-Framework-July-2013.pdf
http://www.ifrs.org/Current-Projects/IASB-Projects/Conceptual-Framework/Discussion-Paper-July-2013/Documents/Discussion-Paper-Conceptual-Framework-July-2013.pdf
http://www.ifrs.org/Alerts/ProjectUpdate/Pages/IASB-publishes-a-Discussion-Paper-on-the-Conceptual-Framework.aspx
http://www.ifrs.org/Alerts/ProjectUpdate/Pages/IASB-publishes-a-Discussion-Paper-on-the-Conceptual-Framework.aspx
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および開示のより詳細な問題に対処するために、研究プロジェ
クトとして開示イニシアティブ・プロジェクトを発足しており、
2014年3月25日に公開草案「開示イニシアティブ（IAS第1号
の改訂案）」を公表した（前述Ⅰ1.を参照）。

Ⅲ 日本の動向

金融庁の動向

1.	�指定国際会計基準の改正案の公表（2014年2月14日）

金融庁は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関す
る規則に規定する金融庁長官が定める企業会計の基準を指定
する件」の一部改正（案）を公表した。これは、IASBが2013
年10月1日から12月31日までに公表した次の国際会計基準（下
記の基準が公表された結果として、他の国際会計基準に行わ
れた修正を含む）を、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方
法に関する規則」第93条に規定する指定国際会計基準として
指定すること、および改正後の規定を公布の日から適用する
ことを提案するものである。

–	�国際財務報告基準（IFRS）第 9 号「金融商品」（2013 年11月
19日公表） 

–	� 国際会計基準（IAS）第19号「従業員給付」（2013 年11月21
日公表） 

–	� 国際財務報告基準（IFRSs）年次改善 2010 －2012 年サイク
ル（2013年12月12日公表） 

–	� 国際財務報告基準（IFRSs）年次改善 2011－2013 年サイクル
（2013年12月12日公表） 

2.	�単体開示の簡素化を図るための財務諸表等規則等の改
正（2014年3月26日）

金融庁は、単体開示を簡素化する「財務諸表等の用語、様
式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」を
公布・施行した。当改正内閣府令は、2014年3月31日以後に
終了する事業年度等に関する財務諸表等について適用される。

単体開示の簡素化に関しては、金融庁の企業会計審議会総
会・企画調整部会合同会議が2013年6月20日に公表した「国
際会計基準（IFRS）への対応のあり方に関する当面の方針」を
踏まえ、連結財務諸表を作成している会社を主たる対象とし
て、図表1のような改正を行うものとなっている。

また、中間財務諸表等規則、四半期財務諸表等規則および
ガイドライン等についても所要の改正が行われた。

なお、この内容については、本誌会計トピック③「金融庁　
単体開示の簡素化に関する『財務諸表等の用語、様式及び作
成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令』の公布」も
ご参照ください。

3.	�企業結合等の改正に伴う財務諸表規則等の改正（2014
年3月28日）

金融庁は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する
規則等の一部を改正する内閣府令」等を公表した。

今回の改正は、ASBJが2013年9月13日に公表した、企業
会計基準第21号「企業結合に関する会計基準」および関連す
る基準の改正を踏まえて、財務諸表等の用語、様式及び作成方 
法に関する規則等について所要の改正が行われたものである。

図表1　単体開示の簡素化

財務諸表 改正内容

本表（貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書） 会社法の要求水準に合わせるため、新たな様式を規定

注記、附属明細表、主
な資産及び負債の内容

連結財務諸表において十分な情報が開示
されている項目

財務諸表における開示を免除
（例：リース取引に関する注記）

会社法の計算書類と開示水準が大きく異
ならない項目

会社法と同一の開示水準に変更
（例：偶発債務の注記）

上記以外の項目 ■	財務諸表における開示を免除
	 （例：主な資産及び負債の内容） 
■	非財務情報として開示
	 （例：配当制限の注記）

http://www.fsa.go.jp/news/25/sonota/20140214-2.html
http://www.fsa.go.jp/news/25/sonota/20140326-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/24/sonota/20130620-2.html
http://www.fsa.go.jp/news/24/sonota/20130620-2.html
http://www.fsa.go.jp/news/25/sonota/20140328-1.html
https://www.asb.or.jp/asb/asb_j/documents/docs/bc_revise_2012ed/
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ASBJの動向

1.	�企業結合に関する会計基準改正に伴う、四半期会計基
準についての改正案の公表（2014年2月25日）

ASBJは、企業会計基準公開草案第56号（企業会計基準第
12号の改正案）「四半期財務諸表に関する会計基準（案）」お
よび企業会計基準適用指針公開草案第51号（企業会計基準適
用指針第14号の改正案）「四半期財務諸表に関する会計基準
の適用指針（案）」を公表した。

本公開草案は、2013年に改正された企業会計基準第21号
「企業結合に関する会計基準」において、暫定的な会計処理の
確定の取扱いが改正されたことに伴い、四半期会計期間に企
業結合に係る暫定的な会計処理が確定した場合の取扱いにつ
いて改正を提案するものである。

2.	�IFRS第3号｢企業結合」の適用後レビューに関する情
報募集（2014年2月26日）

ASBJは、IASBが2014年1月30日に公表した情報要請「適
用後レビュー：IFRS第3号『企業結合』」について、ASBJと
しても情報を募集する旨を公表した。この情報募集は、IFRS
第3号に対する適用後レビューの重要性を踏まえ、日本におけ
る経験や見解などについて、ASBJからIASBに対して有用な
情報提供を行うことを目的としている。なお、ASBJへの情報
提供の締切りは、2014年4月28日とされている。

3.	�IFRSのエンドースメントに関する作業部会（2014年2
月3日、2014年3月11日、2014年3月24日）

ASBJは2013年7月25日に「IFRSのエンドースメントに関す
る作業部会」（以下「作業部会」という）を設置し、IFRSのエ
ンドースメント手続を進めるための検討を行っている。

第8回の作業部会では、第4回までに抽出された「検討が必
要な項目の候補」のうち、次の論点について検討が行われた。

–	�年度開示関連
–	�四半期開示関連

また、第8回、第9回および第10回の作業部会では、次の事
項について整理、検討が行われた。

–	�これまでの検討内容の整理
–	�リサイクリングおよび当期純利益に関するこれまでに ASBJ が

行ってきた主張についての整理
–	�のれんの非償却の論点についての主張の整理

さらに、第9回および第10回の作業部会では、次の事項が

検討された。

–	�削除または修正を検討する候補である次の項目について、仮
に修正した場合の論点の検討

	 •	 のれんの非償却
	 •	 資本性金融商品の OCI オプション
	 •	 退職給付に関する再測定部分
–	�諸外国におけるIFRS の適用方法

その他

1.	日本公認会計士協会の動向（2014年2月24日）

日本公認会計士協会・会計制度委員会は、次の会計制度委
員会報告等の改正を公表した。

本改正は、企業会計基準委員会により2013年9月に改正さ
れた企業会計基準第21号「企業結合に関する会計基準」等に
対応するため、次の関連する会計制度委員会報告等の見直し
を行ったものである。

–	�会計制度委員会報告第 4 号「外貨建取引等の会計処理に関
する実務指針」

–	�会計制度委員会報告第 6 号「連結財務諸表における税効果
会計に関する実務指針」

–	�会計制度委員会報告第 7 号「連結財務諸表における資本連
結手続に関する実務指針」

–	�会計制度委員会報告第 7 号（追補）「株式の間接所有に係る
資本連結手続に関する実務指針」

–	�会計制度委員会報告第 8 号「連結財務諸表等におけるキャッ
シュ・フロー計算書の作成に関する実務指針」

–	�会計制度委員会報告第 9 号「持分法会計に関する実務指針」
–	�土地再評価差額金の会計処理に関する Q&A
–	�金融商品会計に関する Q&A

本改正では、支配が継続している場合の子会社に対する親
会社の持分変動による差額の会計処理が変更（資本剰余金に
計上）されたこと、取得関連費用が発生時の費用処理とされた
こと等に伴う実務指針等の修正が行われている。

本稿に関するご質問等は、以下の者までご連絡くださいま
すようお願いいたします。

有限責任 あずさ監査法人　
IFRS アドバイザリー室
TEL: 03-3548-5112（代表電話）
azsa-ifrs@jp.kpmg.com
担当：加藤邦彦、島田謡子

https://www.asb.or.jp/asb/asb_j/documents/exposure_draft/shihanki2014/shihanki2014_02.pdf
https://www.asb.or.jp/asb/asb_j/documents/exposure_draft/shihanki2014/shihanki2014_02.pdf
https://www.asb.or.jp/asb/asb_j/documents/exposure_draft/shihanki2014/shihanki2014_03.pdf
https://www.asb.or.jp/asb/asb_j/documents/exposure_draft/shihanki2014/shihanki2014_03.pdf
https://www.asb.or.jp/asb/asb_j/documents/exposure_draft/shihanki2014/shihanki2014_03.pdf
https://www.asb.or.jp/asb/asb_j/documents/exposure_draft/shihanki2014/
http://www.ifrs.org/Current-Projects/IASB-Projects/PIR/PIR-IFRS-3/Request-for-Information-January-2014/Documents/RfI_PIR_IFRS3-Business-Combinations.pdf
http://www.ifrs.org/Current-Projects/IASB-Projects/PIR/PIR-IFRS-3/Request-for-Information-January-2014/Documents/RfI_PIR_IFRS3-Business-Combinations.pdf
https://www.asb.or.jp/asb/asb_j/press_release/overseas/iasb_ed/pir-bc/
https://www.asb.or.jp/asb/asb_j/endorsement/minutes/20140203.jsp
https://www.asb.or.jp/asb/asb_j/endorsement/minutes/20140203.jsp
https://www.asb.or.jp/asb/asb_j/endorsement/minutes/20140311.shtml
https://www.asb.or.jp/asb/asb_j/endorsement/minutes/20140324.shtml
https://www.asb.or.jp/asb/asb_j/endorsement/minutes/20140311.shtml
https://www.asb.or.jp/asb/asb_j/endorsement/minutes/20140324.shtml
http://www.hp.jicpa.or.jp/specialized_field/main/post_1734.html
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金融庁　単体開示の簡素化に関する
「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則
等の一部を改正する内閣府令」の公布
有限責任 あずさ監査法人　金融事業部　
マネジャー　鈴木　和仁

（元金融庁　総務企画局　企業開示課　課長補佐兼企業会計専門官）

金融庁は、2014 年3月26日、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する
規則等の一部を改正する内閣府令」（以下「本内閣府令」という）を公布しました。
本内閣府令は、2013年6月20日に、企業会計審議会・企画調整部会合同会議が
公表した「国際会計基準（IFRS）への対応のあり方に関する当面の方針」（以下 

「当面の方針」という）を踏まえ、個別財務諸表等の簡素化を図るため、所要の
改正を行ったものです。本内閣府令は、公布の日から施行され、2014年3月31
日以降に終了する事業年度等に関する財務諸表等について適用されます。
なお、文中の意見に関する部分は筆者の私見であることを、あらかじめお断り
いたします。

 

【ポイント】
◦	�金商法の個別財務諸表等における開示の簡素化が図られている。
◦	�対象は、内国会社が発行する、有価証券届出書・有価証券報告書および半

期報告書（第2四半期報告書で中間財務諸表を開示する場合を含む）にお
ける個別財務諸表および中間財務諸表等。

◦	�一部項目を除き、上場会社・非上場会社の別は問わない。
◦	�主な改正内容は、以下のとおり。
	 （1）	本表（BS・PL・SS）について
		  会社法の要求水準に合わせるため、新たな様式を規定。
	 （2）	�注記・附属明細表、被合併会社の財務諸表、主な資産及び負債の内容

等について
		  a.	�連結財務諸表において十分な開示がなされている項目について財務

諸表における開示を免除。
		  b.	�会社法の計算書類と開示水準が大きく異ならない項目について会社

法の開示水準に合わせる。
		  c.	�上記 a,b 以外の項目については、有用性等を斟酌した上で従来どお

りの開示が必要か否かについて検討し、必要な改正を行った。
◦	�2014 年3月期決算より適用されている。

Ⅰ 背景

金融商品取引法（以下「金商法」という）の開示制度におい
ては、連結財務諸表を主たる財務諸表とし、個別財務諸表を
従たる財務諸表としております。また、株式会社は会社法で

も開示を求められております。その中で、連結財務諸表と個
別財務諸表の双方を作成することの負担や、会社法における
開示と異なる開示を要求することによる二重の作成負担など
が指摘されていました。これらを受け、金商法における個別
財務諸表等の簡素化を趣旨とする改正がなされました。

	 	 鈴
す ず

木
き

　和
かず ひ と

仁
有限責任 あずさ監査法人

　金融事業部
マネジャー

（元金融庁　総務企画局　企業開示課
　課長補佐兼企業会計専門官）
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凡例

開示府令 企業内容等の開示に関する内閣府令

特定有価府令 特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令

連結財規 連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関す
る規則

財規 財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する
規則

なお、本稿における条文番号については、特に断りのない
限り財規のものとしております。また、本稿における非財務情
報とは、有価証券報告書等における連結財務諸表および財務
諸表以外の記載情報を指しております。

Ⅱ 改正の内容

1.	概説

改正された各規定の要件により、以下の会社は適用関係が
異なる場合があります。そのため、これらの会社における適用
関係をそれぞれご説明いたします。

a.	 b から d 以外の内国法人（以下「a の財務諸表提出会社」という）
b.	� 指定国際会計基準に従って連結財務諸表を作成している会社

（別記事業を営む会社等を除く）（以下「b の財務諸表提出会社」
という）

c.	� 米国式連結財務諸表提出会社（別記事業を営む会社等を除く）
（以下「c の財務諸表提出会社」という）

d.	� 別記事業を営む会社等（特定信託財産含む）（以下「d の財務
諸表提出会社」という）

2.	a、bまたはcの財務諸表提出会社における取扱い

（1）	aの財務諸表提出会社
① 有用性等を斟酌した上で、簡素化された項目
「当面の方針」において、「その有用性、財務諸表等利用者の

ニーズ、作成コスト、国際的整合性、監査上の観点等を斟酌
した上で、従来どおりの開示が必要か否かについて検討すべ
き」とされました。これを受けて、検討がなされた結果、次に
掲げる改正がなされています。

（ⅰ） �貸借対照表の区分掲記および販売費及び一般管理費の
主要な費目における重要性の基準値の緩和

資産または負債の区分掲記、および販売費及び一般管理費
の主要な費目については、金額的な重要性に基づく規定が設
けられています。

今般の改正前においては、個別財務諸表の方が連結財務諸
表よりも、金額的重要性の基準値を低く設定されていました。
そのため、個別財務諸表の方がより詳細な開示となっておりま
したが、個別財務諸表の簡素化を図るため、金額的重要性の
基準値を、連結財務諸表におけるものと同水準とすることとさ
れました。具体的な規定は以下のとおりです。

a. �【19条等】その他流動資産等の区分掲記の金額的重要性
の基準値の緩和
以下の貸借対照表項目は、「資産の総額」または「負債及び

純資産の合計額」の1%を超えるものについて区分掲記が求め
られていましたが、改正により「資産の総額」または「負債及
び純資産の合計額」の5%を超えるものについて区分掲記が必
要となり、簡素化が図られています。

◦	【19 条】その他流動資産
◦	【24 条】その他有形固定資産
◦	【29 条】その他無形固定資産
◦	【33 条】その他投資その他の資産
◦	【49 条】未払配当金又は期限経過の未償還社債
◦	【50 条】その他流動負債
◦	【53 条】その他固定負債

b. 【85条】販売費及び一般管理費の主要な費目
販売費及び一般管理費は、販売費の科目若しくは一般管理

費の科目又は販売費及び一般管理費の科目に一括して掲記し、
その主要な費目及びその金額を注記することができます。こ
の場合の主要な費目とは、減価償却費及び引当金繰入額以外
では、販売費及び一般管理費の合計額の5%を超える費目とさ
れていましたが、改正により販売費及び一般管理費の合計額
の10%を超える費目とされました。

（ⅱ） 本表に関する注記等
a. 【旧42条】固定資産の再評価に関する注記の削除

旧42条は、土地再評価法により事業用土地の再評価を行っ
た場合を除き、有形固定資産又は無形固定資産について再
評価が行われた場合に、一定の注記を行うことを求めていま 
した。

今般の改正により、この旧42条は削除されましたが、旧42
条の注記が必要となる場面（資産再評価法や会社更生法等の
規定による場合など）は、極めて限定的であり、その情報とし
ての有用性等を考慮して削除されたものと考えられます。

b. �【旧68条の2】配当制限の注記の非財務情報への記載箇所
の移動
旧68条の2は、会社法以外の法律の規定又は契約により、

剰余金の配当について制限を受けている場合に、一定の注記
を行うことを求めていましたが、今般の改正により、この旧



25

© 2014 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG 
International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.

KPMG Insight  Vol. 6 / May 2014

会計トピック③

68条の2は削除されました。
ただし、開示が不要となったわけではなく、有価証券届出

書および有価証券報告書の「提出会社の状況」における「配当
政策」の項にて記載が求められることとなりました（開示府令
第二号様式記載上の注意（54）d、同府令第三号様式記載上の
注意（34）c）。これは、個別財務諸表における開示情報が少な
くなることへの懸念に対応しつつ、会社法の計算書類との統
一を図る観点から検討された結果、会社法では配当制限に関
する注記を求めていないため、注記からは削除することとされ
ましたが、投資情報として有用と考えられるため、非財務情
報として開示することとされたものと考えられます。

なお、特定有価府令の改正はありませんので、特定有価証
券の発行体においては、配当制限について非財務情報として
の開示の追加はありません。

c. 【75条2項】製造原価明細書の添付の免除
75条2項は、当期製品製造原価について、その内訳を記載

した明細書を損益計算書に添付しなければならないとしてい 
ます。

今般の改正により、連結財務諸表において連結財規15条の2
第1項に規定するセグメント情報を注記している場合には、製
造原価明細書の添付が不要とされました。これは、近年は多
角的に事業展開する企業が多く、複数の事業に関する製造原
価の発生状況を合算して1つの明細書で開示しても投資情報と
しての有用性は低下していると考えられたものと思われます。
その結果、複数事業セグメントを有し、連結財務諸表におい
てセグメント情報等を開示している場合には、製造原価報告
書の添付が不要とされました。

d. �【39条/55条】関係会社に対する資産/負債の注記に係る
重要性の緩和
39条および55条は、関係会社に対する資産及び負債の注記

の重要性を規定していますが、2（1）①（ⅰ）の区分掲記の金
額的重要性の基準値の緩和と同様に、重要性の基準値が ｢資
産の総額｣ または ｢負債及び純資産の合計額｣ の1%から5%へ
と緩和されています。

（ⅲ） 附属明細表
a. 【121条3項】有価証券明細表の作成免除

121条1項では、流動資産の有価証券および投資その他の資
産の投資有価証券についての明細表である、有価証券明細表
の作成を求めています。

今般の改正により、上場会社であれば、有価証券明細表の
作成が不要とされました。上場会社においては、非財務情報
である「コーポレート・ガバナンスの状況」の「株式の保有状
況」において、一定の開示がなされていることから、株式につ
いては情報の重複がありました。また、株式以外の債券等の
その他の有価証券に係る情報は、投資情報としての有用性は

相対的に低いと考えられました。その結果、上場会社におい
ては、有価証券明細表の作成が不要とされています。

なお、非上場会社においては引き続き作成が必要となる点
にご注意下さい。

（ⅳ） その他の財務諸表
a. 【開示府令】被合併会社の財務諸表の削除

改正前の開示府令第二号様式記載上の注意（67）eおよび同
府令第三号様式記載上の注意（47）eにおいて、合併により消
滅した会社の最終事業年度の財務諸表の開示（財務情報）が求
められていました。また、消滅した会社の期末に合併が行わ
れたときには、当該消滅した会社について、合併期日の前日
現在における貸借対照表及び最終事業年度の末日の翌日から
合併期日の前日までの損益計算書を「財務諸表等」の「その他」

（非財務情報）に記載することとされていました。
今般の改正により、被合併会社の財務諸表については、財

務情報および非財務情報の要求について双方ともに削除され
ました。これは、財務情報としての開示を求めていましたが、
監査も含めた開示コストを考慮して削除されたものと考えられ
ます。

なお、株式交換、株式移転、および会社分割の場合の開示
については改正がありませんので、従前どおり開示が必要と
なります。

（ⅴ） 非財務情報
a. 【開示府令】主な資産及び負債の内容の削除

改正前の開示府令第二号様式記載上の注意（73）および同府
令第三号様式記載上の注意（53）において、財務諸表とは別に
主な資産及び負債の内容（非財務情報）を開示することが求め
られていました。

今般の改正により、連結財務諸表を作成している場合には、
記載を省略することができるとされました。これは、グループ
間取引の増加に伴い、取引先情報に関係会社が並ぶことも多
く、投資情報としての有用性は低下してきていると考えられた
ものと思われます。そのため、連結財務諸表を作成している
場合には、記載の省略が認められておりますが、連結財務諸
表を作成していない場合には、引き続き主な資産及び負債の
内容の記載が必要となりますので、注意が必要です。

② �連結財務諸表において十分な情報が開示されている場合
に財務諸表における開示を免除される項目

これらは、「当面の方針」において、「金商法の連結財務諸表
において十分な情報が開示されている場合には、金商法の単
体ベースの開示を免除することを基本とする」とされたことを
受けて改正された項目です。連結財務諸表において十分な情
報が開示されている場合に、個別財務諸表において注記を免
除された項目は以下のとおりです。
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（ⅰ） 本表に関する注記以外の個別注記

a.	【8 条の6】リース取引に関する注記
b.	� 【8 条の23】事業分離における分離元企業の注記（1 項 4 号 5

号の注記）
c.	【8 条の28】資産除去債務に関する注記

（ⅱ） 本表に関する注記

	a.	� 【20 条 2 項】流動資産に係る引当金を各資産から直接控除し
た場合の注記

	b.	� 【26 条】減価償却累計額を直接控除した場合の注記
	c.	� 【26 条の2 第 4 項】減損損失累計額を減価償却累計額に合算

して減価償却累計額を控除科目として掲記する場合に減損損失
累計額が含まれている旨の注記

	d.	� 【42 条】事業用土地の再評価に関する注記
	e.	� 【54 条の4 第2 項】同一の工事契約に係る棚卸資産及び工事

損失引当金がある場合の注記
	f.	� 【56 条】企業結合に係る特定勘定の注記
	g.	� 【68 条の4】1 株当たり純資産額の注記
	h.	� 【76 条の2】工事損失引当金繰入額の注記
	i.	� 【80 条】棚卸資産の帳簿価額の切下げに関する注記
	j.	� 【86 条】研究開発費の注記
	k.	� 【95 条の3の2】減損損失に関する注記
	l.	� 【95 条の3の3】企業結合に係る特定勘定の取崩益の注記
	m.	�【95 条の5の2】1 株当たり当期純利益金額に関する注記
	n.	� 【95 条の5の3】潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益金額

に関する注記
	o.	� 【107条】自己株式に関する注記

③ 会社法の要求水準に合わせられた項目
今般の改正で、1条の2に特例財務諸表提出会社の規定が

新設されました。特例財務諸表提出会社とは、連結財務諸表
を作成している会社のうち、会社法上の会計監査人設置会社

（後述の別記事業を営む株式会社又は指定法人は除く）をいい 
ます。

この特例財務諸表提出会社は、本表および附属明細表につ
いては、経団連モデルを参考にして作られた新様式によるこ
とができ、注記事項については、会社計算規則の定める事項
をもって代替することができるとされました（127条）。これら
は、「当面の方針」で、「会社法の計算書類と開示水準が大き
く異ならない項目については、会社法の要求水準に統一する
ことを基本とする」とされたことを受けて、改正された項目で
す。そのため、金商法の開示水準と会社法の開示水準が大き
く異ならないことを前提とするため、会社法上の計算書類が
フルスペックの注記となる、会計監査人設置会社であること
をその適用条件としています。ただし、後述のとおり、会計監
査人設置会社であっても、別記事業を営む株式会社又は指定
法人は適用が除外されていますので、注意が必要です。また、
連結財務諸表を作成していない場合にも適用がありませんの
で、ご注意下さい。

なお、特例財務諸表提出会社が、127条の規定により財務諸

表を作成する場合には、次の事項の記載が必要となります。

◦	 特例財務諸表提出会社に該当する旨
◦	 127 条の規定により財務諸表を作成している旨

なお、127条1項柱書において、「前各章の規定に関わらず」
とされていますが、この前各章の規定は、区分掲記に関する
部分を指し、かつ、この部分に限定されています。そのため、
今回改正された19条等の区分掲記の金額的重要性に関する規
定の適用はありません。

また、特例財務諸表提出会社の規定は、会社法の開示の要
求水準に統一することを想定しているため、新様式を選択す
る場合、親会社株式など、財規では区分掲記が求められる項
目で、会社計算規則では区分掲記ではなく注記事項をされて
いる項目については、後述いたします127条2項の選択にかか
わらず、会社計算規則による注記が必要となるものと考えられ
ます。

（ⅰ） �【127条1項】本表（BS・PL・SS）および附属明細表
の新たな様式の選択

会社計算規則は、本表および附属明細書について、具体的
なひな型を規定していません。本表に関しては、大多数の企
業が経団連モデルを使用しているとして、これを参考に新様
式が作成されました。また、附属明細表の新様式についても、
同様に経団連モデルを参考にされているものと考えられます。

（ⅱ） �【127条2項1 ～ 3号】本表に関する注記以外の個別 
注記

以下の個別注記について、該当する会社計算規則の注記事
項を注記することで代替できるとしています。

a.	� 【同 1 号】重要な会計方針の注記（8 条の2の注記を会社計算
規則 101 条の注記で代替）

b.	� 【同 2 号】表示方法の変更に関する注記（8 条の3の4の注記
を会社計算規則 102 条の3の注記で代替）

c.	� 【同 3 号】会計上の見積りの変更に関する注記（8 条の3の 5
の注記を会社計算規則 102 条の4 の注記で代替）

（ⅲ） 【127条2項4 ～ 8号】本表に関する注記
以下の本表の注記について、該当する会社計算規則の注記

事項を注記することで代替できるとしています。
なお、下記4号の規定は、あくまでも親会社株式の注記をす

る場合に会社計算規則103条9号の注記に代えることができる
としているため、この規定によって親会社株式の別掲が不要
となるわけではありませんので、ご注意下さい。

a.	� 【同 4 号】親会社株式に関する注記（18 条および32 条の2 の
注記を会社計算規則103 条 9 号の注記で代替）
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b.	� 【同 5 号】関係会社に対する資産・負債の注記（39 条および
55 条の注記を会社計算規則103 条 6号の注記で代替）

c.	� 【同 6 号】担保資産の注記（43 条の注記を会社計算規則 103
条 1 号の注記で代替）

d.	� 【同 7 号】偶発債務の注記（58 条の注記を会社計算規則 103
条5号の注記で代替）

e.	� 【同 8 号】関係会社に対する売上高・営業費用・営業外収益・
営業外費用の注記（74 条・88 条・91条・94 条の注記を会社
計算規則 104 条の注記で代替）

（2） bの財務諸表提出会社
連結財規1条の2の要件を満たす会社は、連結財務諸表を指

定国際会計基準に基づいて作成することが認められています。
bの財務諸表提出会社における個別財務諸表の簡素化について
は、以下のように考えられます。

① 有用性等を斟酌した上で、簡素化された項目
当該規定において、bの財務諸表提出会社を除外する規定は

ありませんので、aの財務諸表提出会社と同様の取扱いとなり、
簡素化の規定の適用があります。

ただし、適用に別途要件がある規定については、各規定の
要件を満たす必要があります。

なお、製造原価明細書については、添付不要とされる条件
が、連結財規15条の2第1項に規定するセグメント情報を注記
している場合とされているため、連結財務諸表を指定国際会
計基準に従って作成している場合には、条文上条件を満たし
ません。しかし、75条2項の趣旨は、セグメントが複数である
場合で、かつ、連結財務諸表を作成している場合の簡素化を
図ることにあると考えられますので、指定国際会計基準に従っ
て連結財務諸表を作成している場合でも、連結財規15条の2
第1項と同様の注記がなされている場合には、製造原価明細書
の添付が免除されるものと考えられます。

② �連結財務諸表において十分な情報が開示されている場合
に財務諸表における開示を免除される項目

当該規定において、bの財務諸表提出会社を除外する規定は
ありませんので、aの財務諸表提出会社と同様の取扱いとなり
ます。よって、bの財務諸表提出会社においても、連結財務諸
表において十分な情報が開示されている場合には、個別財務
諸表上での開示が免除されます。

ただし、指定国際会計基準と日本基準とで会計基準に差異
がある場合、連結財務諸表において十分な情報が開示されて
いる場合の判断には十分ご注意下さい。特に、企業結合や事
業分離に関する注記事項について個別財務諸表での開示が免
除されるのは、連結財務諸表において同一の内容が記載され
る場合とされています。そのため、会計基準に差異がある場
合に、同一性の条件を満たさない可能性もあります。この場
合は、個別財務諸表での注記が免除されませんので、ご注意
下さい。

③ 会社法の要求水準に合わせられた項目
1条の2において、bの財務諸表提出会社を除外する規定は

設けられていないことから、1条の2の要件を満たす場合には、
7章の規定を適用できるものと考えられます。

（3）	cの財務諸表提出会社
連結財規95条において、金融庁長官が認める場合には、米

国式連結財務諸表を提出することができるとされています。c
の財務諸表提出会社における個別財務諸表の簡素化について
は、以下のように考えられます。

各簡素化の規定の要件に、「連結財務諸表」が挙げられてい
るものがありますが、財規および開示府令の定義において「連
結財務諸表」には、米国式連結財務諸表は含まれていません。
具体的には、財規8条15項および開示府令1条21号は、「連結
財務諸表」は連結財規1条1項で規定する連結財務諸表をいう
ものとしております。そして連結財規1条1項の「連結財務諸
表」は、日本基準および指定国際会計基準に従って作成された
連結財務諸表を指しています。そのため、条文上、米国式連
結財務諸表は、財規および開示府令上の「連結財務諸表」には
該当しません。

ただし、今般の改正は、簡素化の対象としてcの財務諸表提
出会社を除外することを想定していないと考えられることか
ら、各簡素化の規定の趣旨を踏まえ、「連結財務諸表を作成し
ている場合」に米国式連結財務諸表を作成している場合も含め
て考えられるものと解されます。

① 有用性等を斟酌した上で、簡素化された項目
当該規定において、cの財務諸表提出会社を除外する規定は

ありませんので、aの財務諸表提出会社と同様の取扱いとなり
ます。よって、cの財務諸表提出会社においても、個別財務諸
表の簡素化の適用があります（適用に要件がある規定について
は、各規定の要件を満たす必要があります）。

なお、製造原価明細書については、bの財務諸表提出会社と
同様、連結財規15条の2第1項と同様の注記がなされている場
合には、製造原価明細書の添付が免除されるものと考えられ
ます。

また、主な資産及び負債の内容の開示を免除されるのは、
連結財務諸表を作成している場合とされています。前掲のと
おり、米国式連結財務諸表はこの連結財務諸表には該当しま
せんが、cの財務諸表提出会社を除外することを想定していな
いと考えられることから、免除される余地があるものと考え 
ます。

② �連結財務諸表において十分な情報が開示されている場合
に財務諸表における開示を免除される項目

前掲のとおり、条文上は、米国式連結財務諸表は、財規に
おける「連結財務諸表」に該当しませんが、「連結財務諸表を
作成している場合」には、米国式連結財務諸表を作成している
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場合も含めて考えられるものと解されます。そのため、米国式
連結財務諸表においても十分な情報が開示されている場合に
は、個別財務諸表での注記を免除される余地があるものと考
えます。

ただし、米国基準と日本基準とで会計基準に差異がある場
合、連結財務諸表において十分な情報が開示されている場合
の判断には十分ご注意下さい。特に、bの財務諸表提出会社の
場合と同様に、企業結合や事業分離に関する注記事項につい
て個別財務諸表での開示が免除されるのは、連結財務諸表に
おいて同一の内容が記載される場合とされています。そのた
め、米国基準と日本基準との間に会計基準に差異がある場合
に、同一性の条件を満たさない可能性もあります。この場合
は、個別財務諸表での注記が免除されませんので、ご注意下
さい。

③ 会社法の要求水準に合わせられた項目
前掲のとおり、米国式連結財務諸表は、財規上の連結財務

諸表には該当しませんが、米国式連結財務諸表を作成してい
る場合も、「連結財務諸表を作成している場合」に含めて考え
られるものと解されます。そのため、cの財務諸表提出会社で
あっても、1条の2の要件を満たす場合には、特例財務諸表提
出会社の規定を適用できるものと考えられます。

3.	dの財務諸表提出会社における取扱い

「当面の方針」で、「規制業種については、所管省庁が政策
目的を達成する観点から、法令において必要な財務情報の作
成及び報告を義務付けている。一方、財務諸表等規則におい
ては、各業法に基づく開示が当該業種の実態を理解する上で
有用との観点から、規制業種を別記事業と位置付け、各業法
で要求している内容を優先して適用することを定めている。ま
た、規制業種については、特に単体開示の有用性が高いとの
意見がある。このような点を踏まえ、所管省庁の意見も聴取
しながら検討を行う必要がある。」とされています。

これを受けて、今般の改正においては、別記事業を営む株
式会社又は指定法人は、特例財務諸表提出会社から除かれて
います。別記事業と同様の取扱いのある特定信託財産につい
ても、現状で連結財務諸表の作成義務がないため、特例財務
諸表提出会社には該当しないものと考えられます。また、2条
および2条の2または122条および123条の規定との関係から、
dの財務諸表提出会社においては、今般の改正による簡素化の
規定の適用がない場合があります。

なお、財務諸表等規則ガイドラインの別記事業関係および
特定信託財産関係において、別記事業等ごとに取扱いが定め
られており、例外があります。ここでの記述は、別記事業等
における一般的な取扱いとしています。適用にあたっては、当
該ガイドラインもご確認下さい。

（1）	dの財務諸表提出会社における適用関係
2条および2条の2では、本表および本表に関する注記に関

する規定について、各業法の定めに従わなければならないと
されています。具体的には、11条～ 68条の2、68条の4 ～ 77
条、79条～ 109条、110条～ 121条の規定については、財規の
規定ではなく、各業法の規定に従うことになります。そのた
め、今般の改正がこれらに該当する場合、dの財務諸表提出会
社においては、簡素化の適用がありません。

ただし、10条および10条の2は、2条および2条の2で掲げ
られる条文に該当する注記であっても、財規および業法の双
方が注記を求める場合には、財規の注記事項を注記しなけれ
ばならないとしています。そのため、10条および10条の2に
従って、財規に規定される注記事項を注記している場合で、
該当する財規の規定が改正された注記については、注記内容
の変更が必要となる場合がありますので、ご注意下さい。

また、122条および123条で、dの財務諸表提出会社におけ
る附属明細表を定めています。この規定は、業法ごとに定め
られておりますので、附属明細表の簡素化の規定の適用がな
い場合があります。

① 有用性等を斟酌した上で、簡素化された項目
（ⅰ） �貸借対照表の区分掲記および販売費及び一般管理費の

主要な費目における重要性の基準値の緩和
今 回 改 正され た19条、24条、29条、33条、49条、50条、

53条および85条はいずれも、2条および2条の2で、各業法の
定めに従うとされている項目です。そのため、財規の定めにお
ける重要性の基準値の緩和の適用はありません。

（ⅱ） 本表に関する注記等
固定資産の再評価に関する注記（旧42条）、配当制限の注記

（旧68条の2）、製造原価明細書（75条2項）および関係会社に
対する資産・負債の注記（39条・55条）の規定は、いずれも、
2条および2条の2で、各業法の定めに従うとされている項目
です。そのため、これらの開示の取扱いに関しては各業法の
定めに従います。

ただし、これらの注記を業法においても求められている場
合、10条および10条の2により財規の注記事項の注記が求め
られていましたが、今後は各業法の注記事項による注記への
変更が必要となる場合があります。

しかし、新たに設けられた非財務情報における配当制限の
開示については、dの財務諸表提出会社であっても適用があり
ます。この点、各業法において、配当制限の注記を求めてい
る場合には、非財務情報との重複が懸念されますが、この場
合には、企業内容等開示ガイドライン5-14に従い、他の箇所
と同様もしくは他の箇所を参照する旨の記載を行うことができ
るものと考えられます。

なお、dの財務諸表提出会社のうち特定有価証券の発行体に
おいては、特定有価府令は今回改正がなされていませんので、
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非財務情報における開示については従前のまま変更ありま 
せん。

（ⅲ） 附属明細表
dの財務諸表提出会社における附属明細表は、122条または

123条に従い作成されます。この122条および123条は、別記
事業等ごとに附属明細表に関する規定を定めています。

上場会社において有価証券明細表が不要とされましたが、
122条および123条は改正の対象とされていませんので、従前
と同様の取扱いとなります。

（ⅳ） その他の財務諸表
別記事業を営む株式会社等においても、被合併会社の財務

諸表等の開示が不要となりました。

（ⅴ） 非財務情報
主な資産及び負債の内容の開示について、dの財務諸表提出

会社においても、連結財務諸表を作成している場合には開示
が免除されました。なお、前掲のとおり、米国式連結財務諸
表提出会社の場合には、ご注意下さい。

② �連結財務諸表において十分な情報が開示されている場合
に財務諸表における開示を免除される項目

連結財務諸表において十分な情報が開示されている場合に、
個別財務諸表での注記を免除された項目については、2条およ
び2条の2との関係から、別記事業を営む株式会社等における
適用関係が異なります。

（ⅰ） 本表に関する注記以外の個別注記
リース取引に関する注記（8条の6）、事業分離における分離

元企業の注記（8条の23）、資産除去債務に関する注記（8条の
28）については、2条および2条の2で業法に従うとされた項目
ではありませんので、dの財務諸表提出会社においても、適用
があります。そのため、連結財務諸表において十分な情報が
開示されている場合には、個別財務諸表において注記が不要
となります。なお、前掲のとおり、bおよびcの財務諸表提出
会社の場合には、ご注意下さい。

（ⅱ） 本表に関する注記
2（1）②（ⅱ）に掲げた注記事項に関しては、いずれも2条お

よび2条の2で、各業法の規定に従うとされた項目です。その
ため、簡素化はなくこれらの規定は各業法の定めに従います。
業法で個別財務諸表において、注記が求められている場合に
は、たとえ連結財務諸表を作成していたとしても、注記の省
略はできません。なお、この際、10条および10条の2に従い、
財規の注記事項を注記していた場合には、各業法の注記事
項へと変更が必要となる場合が想定されますので、ご注意下 
さい。

③ 会社法の要求水準に合わせられた項目
別記事業を営む株式会社又は指定法人は、特例財務諸表

提出会社から除外されています。また、特定信託財産につい
ては、連結財務諸表の作成義務がないため、要件を満たしま 
せん。

そのため、dの財務諸表提出会社は、特例財務諸表提出会社
には該当せず、会社法の開示水準に合わせられた規定を適用
することができません。

Ⅲ 適用日

本内閣府令は公布の日から施行され、簡素化に関する規定
等は2014年3月31日以降終了する事業年度等に関する財務諸
表等から適用されます。

本稿に関するご質問等は、以下までご連絡くださいますよ
うお願いいたします。

有限責任 あずさ監査法人
金融事業部
マネジャー 　鈴木　和仁
TEL：03-3548-5102（代表番号）
kazuhito.suzuki@jp.kpmg.com



30

© 2014 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG 
International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.

KPMG Insight  Vol. 6 / May 2014

経営トピック①

未来を拓くコーポレートコミュニケーション
第9回	�座談会 企業の成長戦略を支えるコミュニケーション 

― 市場、投資家、そしてコーポレートガバナンス ―
国際コーポレート・ガバナンス・ネットワーク 理事 
ジェイ・ユーラス・アイアール株式会社　マネージングディレクター　高山　与志子 氏
東京証券取引所　上場部 企画グループ 課長　渡邉　浩司 氏

KPMG ジャパン 統合報告アドバイザリーグループ　パートナー　芝坂　佳子

2014 年 3月に国際コーポレート・ガバナンス・ネットワーク（ International 
Corporate Governance Network、以下「ICGN」という）が東京で13年ぶりに
カンファレンスを開催し、国内外の機関投資家や日本企業、政府関係者など約
250名が参加し、コーポレートガバナンスに関する様々な議論を行いました。
このカンファレンスは、日本取引所グループおよび東京証券取引所がホストを
務められ、KPMGジャパンもスポンサーとして協賛しました。日本におけるコー
ポレートガバナンスの状況の進展が海外機関投資家に向けて発信できたと同時
に、日本企業におけるコーポレートガバナンスへの理解や投資家との対話の重
要性の理解が進んだという点で、たいへん意義のあるものでした。
本稿では、カンファレンスの成功にご尽力された ICGN 理事の高山 与志子氏、
東京証券取引所の渡邉 浩司氏をお迎えし、日本におけるコーポレートガバナン
スの状況や今後の課題について、企業と投資家との対話の重要性の観点からお
話しいただきました。
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Ⅰ ICGNカンファレンスが13年ぶりに 
日本で開催されことの意義とその成果

芝坂：3 月初旬に ICGN のカンファレンスが 13 年ぶりに
東京で開催されました。これは日本の市場、そして投資家
にとって意義のあるイベントであったと考えます。今後、
日本企業が成長していくためには、企業と市場やステー
クホルダーとのコミュニケーションのあり方、またそれを
支える市場のありようの重要性が増すものと理解していま
す。本日は ICGN で行われた議論の振り返りを通じて、今
後の日本企業の課題や、市場での取組みについて、みなさ
まのご意見をいただければと考えています。
　まず、13 年ぶりに東京で開催された ICGN カンファレ
ンスの意義と、その成果をどのように総括されているかを、
ICGN 理事の高山さんからお話しくださいますか。

高山氏：まず簡単に ICGN について説明いたします。1995 年
に設立された団体で、主要なメンバーは世界の機関投資家で
す。現在はロンドンに本部を置き、グローバルに活動しています。
ICGN の目的は世界のコーポレートガバナンスのスタンダードを
向上させ、これにかかわる投資家や企業の間でネットワーキング
を行う場を提供すること、さらには重要な政策が策定される際
に関与し影響を与えて、より良い企業経営につながるガバナンス
ある世界を目指すことです。その活動の一環として定期的にカン
ファレンスを開催しています。
　日本では 2001 年に ICGN のカンファレンスが初めて東京で
開催されました。残念ながら、当時の日本企業には、コーポレー
トガバナンスのコンセプトに対する理解は十分ではありませんで
したが、それでも多くの関心が集まりました。バブル崩壊後と
はいえ、世界において、日本にそれなりのプレゼンスがあった
ためでしょう。世界中から多くの投資家が参加し、活発な議論

を行ったと記憶しています。その後、ICGN の理事会において、
東京でカンファレンスを開催したいという声は何度か上がりなが
ら実現に至らなかった最大の理由は、日本経済、そして株価が
長期的に低迷し、コーポレートガバナンスについても大幅な進
展が見られなかったことにあります。ICGN の主要なメンバーで
ある機関投資家における日本への関心や興味が次第に薄れて
いったというのが数年前までの状況であり、再び日本でカンファ
レンスを開くのは難しいことでした。
　ところが安倍政権が発足し、コーポレートガバナンスが成長
戦略の重要なポイントとして位置付けられることになりました。
政府が舵をとり、株価がそれに反応して企業の業績も上昇して
いく過程の中で、再び世界の投資家の間で日本への関心が高
まったと言えます。それを踏まえて、ICGN の理事会でも日本で
の開催によい機会ではないかと考え、今回の東京カンファレン
ス挙行の運びとなりました。
　ただし、ICGN が強く望んでも、その実現には大きなハード
ルがいくつかあります。そのうち最も重要なのが、開催国で、コー
ポレートガバナンスにかかわる重要な主体となる組織がホストと
してカンファレンスを迎え入れて下さるかどうか、という点です。
過去の例では、開催地の証券取引所、機関投資家団体などの
協力により実現してきました。今回の東京カンファレンスは、日
本取引所グループおよび東京証券取引所がホストを引き受けて
くださった故に実現できたと言っても過言ではありません。
　カンファレンスのテーマを「共通言語の構築、企業と株主の
対話への新たな時代」とし、日本企業と国内外株主が有意義
な対話を持ち、それをベースに日本のコーポレートガバナンスの
さらなる進展の実現へ貢献することを最も重要な目的としていま
した。多様なセッションで有意義な対話がなされましたし、ラ
ンチ、ディナー、コーヒーブレイク等のインフォーマルな場にお
いても様々な対話がなされたと思います。大会終了後、参加者
にアンケートをお願いしたところ、海外投資家からは日本の状
況がよく理解できた、日本企業からは海外の状況がよくわかっ

【ポイント】
◦	�日本では安倍政権の成長戦略の重要な要素としてコーポレートガバナンス

が位置付けられ、会社法の改正による独立社外取締役選任の促進や金融庁
によるスチュワードシップ・コードの制定等の取組みが進んでおり、日本
取引所グループでも、JPX 日経 400 といった新指数の開発や普及などを通
じてコーポレートガバナンスの向上を支援している。

◦	�企業はコーポレートガバナンスの進展に向けて、経営者と同じ目的を持ち、
企業価値向上に向けた win-win の関係構築を望んでいる長期的思考の機関
投資家との対話に積極的に取り組むことが重要である。

◦	�企業と投資家の対話促進のためには相互理解が必要であり、企業には投資
家の考え方を理解したうえで、独立社外取締役の選任状況やその選任理由、
また取締役会のダイバーシティの状況など、コーポレートガバナンスの進
展状況を、効果的に発信していくことが求められる。
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た、また具体的に対話の場が持てたという声が寄せられました。
まだ道のりは遠いのでしょうが、進展の重要なステップになった
と感じ、たいへん嬉しく思っています。

芝坂：開催地においてコーポレートガバナンスに大きなか
かわりを持つ組織がスポンサーとなってカンファレンスを
支えることが成功のカギであるとのことでしたが、今回、
日本取引所グループおよび東京証券取引所として多大な
サポートをされました。その動機はどこにあったのでしょ
うか。

渡邉氏：今回ホストさせていただいた主な目的は、上場企業や
政府を含む日本の市場関係者によるコーポレートガバナンス向
上への積極的な取組みを、国内外に広く発信することでした。
日本経済は長期にわたり低迷を続けていましたが、安倍政権の
発足により、アベノミクス第一の矢である金融緩和、第二の矢
である財政出動で、日本経済には明るい兆しが出てきています。
それに伴い、海外投資家による日本株への関心も高まっている
状況です。日本経済の回復を一時的なものとして終わらせず、
民間投資を活性化し、経済成長を持続的なものとしていくこと
が、第三の矢である成長戦略の主旨なのだと理解しています。
　成長戦略の中には、経営者による前向きな攻めの経営を後押
しするための方策としてコーポレートガバナンスの強化が挙げら
れています。具体的には社外取締役の選任を促す会社法の改
正や企業と投資家との建設的な対話を促すためのスチュワード
シップ・コードの策定が進められています。日本取引所グループ
でも今年 1 月に算出を開始した JPX 日経 400 という株価指数
の開発や普及、同株価指数の先物取引の導入などに取り組んで
いるほか、会社法改正に連動し、独立取締役の選任を努力義
務とするなどの施策に取り組んでいます。ICGN の東京カンファ
レンスをホストしたのは、こうした取組みをグローバルな機関投
資家に強く印象づけるためです。コーポレートガバナンス向上へ
の取組みが、日本の資本市場の活性化につながり、ひいては、
日本経済の持続的な発展につながればと考えています。

高山氏：東証や金融庁などの尽力によって、日本のコーポレート
ガバナンスは進展していますが、海外との認識では、まだギャッ

プがあります。苦境の時期があまりに長く続いたため、海外機
関投資家の間には日本のコーポレートガバナンスに対するネガ
ティブなイメージがステレオタイプとして存在しているのです。理
解ある投資家が日本は進化しているとポジティブに評価してい
る一方、全体的なトーンは、「まだまだ」であるということからも、
実態より低い評価を受けてしまっています。私はこのギャップを
非常に悩ましく感じていました。
　今回の ICGN カンファレンスを通じて、海外機関投資家は日
本のコーポレートガバナンスに関するより正確な情報を得ること
ができたため、彼らの認識のギャップはある程度解消されたも
のとみています。一方で、コーポレートガバナンスの捉え方につ
いて、日本と海外の企業の間にはギャップがあります。コーポ
レートガバナンスの議論をする場合、日本ではコンプライアンス
が中心となってしまいます。しかし、海外ではコンプライアンス
も当然重要ではあるものの、企業の成長と結び付けるポジティ
ブなコーポレートガバナンスが議論の中心となります。日本企業
の方も、多くカンファレンスに参加されていました。国内外の議
論を直接聞くことによって、コーポレートガバナンスとはコンプラ
イアンスだけではなく、企業の持続的な成長に結びつくものだ
という理解が進んだのではないでしょうか。そのような点も、今
回のカンファレンスでの大きな意義だったと思います。

芝坂：資本市場がいかに適切かつ公正に活性化されるか、
そのために適切な財務情報を提供し、またいかに企業のコ
ミュニケーションをサポートするかは、我々KPMG にとっ
ても非常に重要なテーマです。ですから、市場における投
資家の関心の動向や、それに対する企業の問題意識を常
に注視していく必要がある我々にとっても、今回の東京カ
ンファレンスは大変有意義なものであったと感謝しており
ます。

Ⅱ 企業と投資家の対話の現状

芝坂：カンファレンスを通して、投資家の関心にある変化
が起こっていることがより明白になったように思います。
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投資の長期志向化や、非財務情報への関心がその例です
が、加えて、企業と投資家のエンゲージメントの重要性に
対する認識にも高まりが感じられます。このような機関投
資家の意識の変化について、高山さんはどのようにお考え
でしょうか。

高山氏：エンゲージメントは日本語に置き換えにくい言葉です。 
ICGN が作成した投資家の責任に関する原則では、エンゲージ
メントを「目的をもった対話」として説明しています。先般、金
融庁が定めたスチュワードシップ・コードも「エンゲージメントは
目的をもった対話である」としています。安倍政権のもとで、成
長戦略におけるコーポレートガバナンスの重要性が認識され、
これが企業だけに課された課題ではなく、投資家も責任を持っ
て企業の持続的成長を促すべきであるという枠組みにより、比
較的短期間のうちに日本でもスチュワードシップ・コードが制定
されました。
　ICGN のカンファレンスでもスチュワードシップ・コードについ
て議論がされましたが、日本と欧米の投資家の対話の状況には
差があるという認識が一般的です。日本の機関投資家は議決
権行使についてはきちんと義務を果たされているものの、そこ
からさらに踏みこんだ目的をもった対話については、一部の先
進的な機関投資家に限って実施されている状況であり、全般的
にやや遅れていました。それがスチュワードシップ・コードの制
定によって改善されることになるでしょう。
　ただし、ここから先は応用編です。ただ対話をすればよいわ
けではありません。形式だけに留まらず、実態のある対話がな
されていくかどうかがこれからの課題です。これは、スチュワー
ドシップ・コードがすでに制定されている英国やオランダにおい
ても同様です。投資家も努力を続けていく必要がありますし、
企業側もエンゲージメントに対して身構えず、双方が同じ目的を
持ってwin-win の関係を構築する有効な手段であると捉えて、
互いに積極的に対話に取り組んでいただきたいと思います。

芝坂：高山さんの話にありました企業と投資家との直接的
な対話の促進に加えて、グローバル化し複雑化する市場
の機能面においても、対話の促進と企業の成長を支援す
る仕組みの構築が期待されていると思います。そこで取引
所が果たす役割について、渡邉さんのお考えをお聞かせい
ただけますでしょうか。

渡邉氏：株式が流通する場である証券取引所が提供する投資
家と企業のコミュニケーションを仲介するツールとして、株価が
あります。企業が中長期の経営計画を語るなどして評価されれ
ば、投資家は株式を買い、結果として株価が上がります。逆に
評価されない状況であれば、株式は売られ、株価は下がります。
つまり、株価は株主や投資家の評価を企業にフィードバックする
手段の役割を果たしています。このような、株価を通じた経営
者と株主や投資家の対話やフィードバックの仕組みを提供するこ

とが取引所の役割であると思っています。
　しかしながら、株価がフィードバックの手段として機能す
るためには、良い会社が適正に評価される仕組みが必要で
す。日本株運用のベンチマークとしてよく利用されている指数
に TOPIX という指数があります。これは市場第一部の銘柄
であれば、成長性や将来性などに関係なく選定されますので、
TOPIX に組み入れられているかどうかのみを理由に株式が売
買され、企業が評価されることがあっては、株価を通じたフィー
ドバックはうまく機能しません。市場区分にかかわらず、投資魅
力の高い企業が評価されるように、１つのパッケージとして打ち
出したのが「JPX 日経 400」という指数です。
　JPX 日経 400 の構成銘柄の選定においては、資本が効率的
に使われているか、あるいは独立社外取締役が複数選任され
ているかなど、グローバルな投資基準で求められる項目のうち、
上場会社の皆様に特に意識していただきたい要素を選定基準と
して用いています。JPX 日経 400 を１つのきっかけとして、その
選定基準となる要素を多くの上場会社が採用するならば、市場
全体の企業価値向上にもつながると思っています。

高山氏：JPX 日経 400 の構想が発表されたときに、私どもの会
社（ジェイ・ユーラス・アイアール社）で世界の投資家にアンケー
トを行いました。まだ選定基準が明らかになる前ではありまし
たが、ROE やコーポレートガバナンスの要素が組み込まれると
いうことを多くの投資家が支持しました。それまでの指数では
あまりにも多くの企業が組み込まれていたために、優良企業に
スポットライトを当てることが難しかったと推察されますが、今
回の JPX 日経 400 により、日本のエクセレントカンパニーの存
在を海外に強く打ち出していけるのでは、と期待しています。

Ⅲ グローバルに通用するガバナンスと 
日本の現状

芝坂：グローバルな投資基準として通用するコーポレート
ガバナンスの要素を JPX 日経 400 の選定基準に採用した
というお話がありました。具体的にはどのようなものなの
でしょうか。
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高山氏：コーポレートガバナンスには、ローカルとグローバルと
いう２つの側面があります。各国や地域のローカルな文化、社
会、法律に規定される側面と、グローバルな市場においてグロー
バルな投資家が求める側面です。ICGNのメンバーであるグロー
バルな投資家は、その国や地域によって独自のスタイルがある
のは当然であると認識する一方、グローバルに求められる最低
基準も存在すると考えています。グローバルで求められている
最低基準の最たるものが取締役会の状況に関するもので、独立
した立場で経営陣を監督する独立社外取締役が一定の割合以
上選任されているのは当然であるとされているのです。この点に
関しては、日本ではあまり理解が進んでいませんでしたが、会
社法改訂の議論や、これまで社外取締役を選任してこなかった
主要企業が導入を始めていることを鑑みると、日本でもグロー
バルな要素が少しずつ定着しつつあるのではと感じます。

芝坂：形式にとどまらず実質的な意味が理解され、定着し
てきたということでしょうか。

高山氏：まずは形式的な面での理解が進んできている段階で
あり、実質的な意味の理解はこれから進んでいくものと思いま
す。コーポレートガバナンスの実効性を高めるためには、多くの
方々の努力が必要です。よく言われるのは、「Governance is a 
journey（ガバナンスは長い道のりである）」であり、完成形にた
どりつくのは容易ではありません。企業も投資家も証券取引所
も努力をして、啓発活動が今後さらに強化され、少しずつ実質
面への理解が積み上がっていくことでしょう。

芝坂：コーポレートガバナンスの重要性については、統合
報告等における開示の視点からも指摘できます。日本企業
の事例をみると、市場からは、ESG（環境・社会・ガバ
ナンス）のうち、長期的なリスクファクターになりやすい
S（社会）や、実効性の高い G（ガバナンス）の情報が強
く求められているにもかかわらず、それらの開示が十分と
はいえません。それゆえに、海外からも理解がされにくい
状況になっているのではと感じています。日本企業が、今、
発信すべきコーポレートガバナンスの優れた点等、何かあ
ればご指摘ください。

渡邉氏：自社のコーポレートガバナンスの状況を、地道に、適
確に伝えていくことが必要なのではないかと思います。日本の
資本市場における国内外の機関投資家の存在感は高まっていま
す。もともと日本では金融機関や持合いによる株式保有が多く
見られましたが、徐々に解消され、それを国内外の機関投資家
が引き受けたという状況であると思います。この傾向は、銀行
に対するバーゼル規制や IFRS（国際財務報告基準）の広がり
といった情勢を鑑みると、今後も続いていくものと思われます。
日本株の海外機関投資家による保有率は 3 割程度となってお
り、これは増す一方と推察できます。しかし、残念ながら、海

外機関投資家の間では、日本企業のコーポレートガバナンスは
脆弱であるとの見方が固定化している面があります。
　その最も大きな要因は、高山さんのお話にもありましたように、
企業価値向上を訴えたり、業績が改善されない場合に、社長に
交代を求めるような役割を担うべき独立社外取締役の選任が義
務化されていない点が挙げられると思います。しかし、独立社
外取締役の選任は、実態の改善が１番進んでいる分野とも言え
ます。東京カンファレンスの最初のセッションで、日本の改革の
進展がテーマとして取り上げられました。あのような場での日本
全体のコーポレートガバナンス改善にかかわる発信も１つの取組
みであり、成果として海外投資家の認識を変えるきっかけにな
ればと思っています。
　個々の上場会社の IR の場面では、独立社外取締役の選任
等の外形的な面での改善や進展だけでなく、選任した独立社
外取締役の方にどういう役割を期待しているのか、その役割を
果たすためにどのようなサポート体制を敷いているのか、そし
て、それらが自社の経営戦略と結びつけて、どのように企業価
値を向上させるのか、そういった実質的な側面を、ぜひ発信し
ていただきたいです。自社の状況をきちんと説明して、最終的
にはそれを株価に反映させていくことで、冒頭にお話ししたよう
な株価を通じた経営者と投資家のコミュニケーションの根本が
成立するものと考えています。株価が企業の実態を反映したも
のになっていなければコミュニケーションの前提が崩れてしまい
ますので、IR 活動を通じて株価が実態を反映するということが
重要だと思います。

高山氏：IRという言葉が日本企業に定着し始めたのは 1990 年
代後半からですが、2000 年代を通してしっかり根付いたと思い
ます。IR を行っていない企業はないとも言えますし、多くは海
外でも積極的に IR 活動を展開しています。事業内容、業績、
事業戦略の説明における日本企業のレベルは比較的高いので
すが、コーポレートガバナンスの説明については、残念ながら
発展途上であると思います。
　これには企業だけではなく投資家にも責任があります。欧米
の主要な投資家は年間数百に上るミーティングを企業と持ち、
長期のコーポレートガバナンスについて対話をする機会を設けて
います。ところが、日本企業と海外機関投資家の間のミーティン
グは、持たれたとしても1 年に 1 回、全体で 1 時間あるかない
かです。そのような状況で、どれだけの時間をコーポレートガバ
ナンスの議論に費やせるでしょうか。また、企業と日本の投資
家の間では、コーポレートガバナンスについて議論するミーティ
ングが持たれているような状況ではないと思います。それゆえに、
日本企業から、コーポレートガバナンスに関する情報は多く発信
されていないのだ、という印象を彼らは受けています。事業や
業績の説明も非常に大切なことですが、会社の長期的な強みを
支えるためのコーポレートガバナンスも重要なのです。
　市場には短期志向の投資家も多くいますし、長期志向の投
資家が短期志向に転じてしまう可能性もありえるでしょう。一方、
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企業経営の時間軸は長く、多くの場合において、長期志向の機
関投資家と比べても長いと思います。そもそも違う時間軸を有す
るもの同士が対話するのですから、双方が、できるだけすり合
わせるような努力をしなければ、時間軸がずれたままお互いの
理解が進まないでしょう。これらを是正する意味でも、コーポ
レートガバナンスに関する考え方やメッセージをきちんと発信す
ることは、投資家をより長期志向にするためにも重要なのです。
これは ESG のすべてにおいて言えることで、経営の時間軸と
投資家の目線を合わせる努力を企業はもっと行うべきだと思い 
ます。

芝坂：日本では物理的に海外とのコミュニケーションで距
離があるわけですから、情報開示の仕方、コミュニケーショ
ンの図り方、また発信する情報の内容の適切な検討など、
目的をもった投資家との対話を行おうという意識が重要な
のではないかと感じていますが、いかがでしょうか。

高山氏：おっしゃるとおりだと思います。経営者それぞれが形
式にとらわれずに考え、試行錯誤しなければならない点であり、
一般的にそのような対応が苦手な日本人として克服していかな
ければならないものでしょう。コーポレートガバナンスの状況を
把握するうえで、東証が規定している報告書が非常に役立ちま
す。東証のウェブサイト上にユーザーフレンドリーなツールも用意
されていていますから、横並びの比較もでき、全体像の把握も
可能です。企業自らポジションを確認できるのです。インフラは
整っているのですから、ぜひ、活用され、発信すべきメッセー
ジをよく検討していただければと思っています。

渡邉氏：情報発信についてよく投資家から聞く話としては、日本
企業は過去の業績やその要因を精緻に説明することには長けて
いるものの、海外投資家が聞きたい話の中心は、企業をどのよ
うに導いていくのか、という未来の話であり、それを経営者の
口から聞きたいということです。たとえば、積極的に海外に事
業展開しようとしている会社が、海外展開を推し進めていくうえ
で重要な意思決定を行う取締役会の構成員が日本人だけでは、
戦略の実効性についての説得力は十分ではないため、取締役会
のダイバーシティを高めるというように自社の取締役会の構成の
変化を説明し、投資家から評価されたというような例も聞きます。
過去の業績については様々なところからデータ入手が可能です
し、ある意味では開示済みの情報から理解できる部分が多いで
しょう。しかし、そこに表れないのが未来に向けた展望であり、
外からではわからない部分が多いのでしょうし、IR の担当者が
説明するにも限界があるのではないでしょうか。だからこそ、経
営者自らが語る必要があるのではないでしょうか。

高山氏：ESG 情報の開示に関して海外の投資家の間でよく言わ
れるのは、事業や戦略と結びついていない情報はどれだけ説明
されても意味を成さないということです。コーポレートガバナン

スは企業の方向性や戦略と密接な関係があるはずですから、こ
れらを踏まえたうえで、取締役会の構成はこうあるべきだと考え
ている、という説明をすべきですし、投資家もそのような話を
聞きたいと思っているのです。

Ⅳ 日本における企業と投資家の 
対話促進に向けて

芝坂：スチュワードシップ・コードの制定などに見られる
ように、日本でも企業の価値創造における対話の重要性が
認識され始めていると思います。これまで一方的に発信さ
れることの多かった情報に対するフィードバックを企業が
得られるようになり、それらをいかに戦略や思考に反映し
ていくかも問われるでしょう。今後、企業と投資家との間
の対話を促進していくために、何が重要なのでしょうか。

渡邉氏：まず、お互いの理解を深めることが重要だと思います。
特に海外の機関投資家を、アクティビストのイメージと結びつけ
て日本企業は少し敵視していた部分があるのかもしれません。
ですが、機関投資家を含む株主は企業の経営者と同じ船に乗
り、協力して企業価値を高めていく存在です。敵というよりはむ
しろ同志であるという認識を上場企業の方々に持っていただけ
ると、市場開設者としては非常にありがたいと思います。そのう
えで、海外の機関投資家が一層増える状況下での対話を考える
と、彼らの言葉や考え方の背景の理解が大切でしょう。投資家
の考え方の背後には、コーポレート・ファイナンスやキャピタル・
マーケットの理論があると思います。概論的にでも、機関投資
家の発想のべースを理解したうえで、彼らに理解されやすいよう
なロジックで、自分たちの取組みを発信していくことが必要では
ないかと思います。また、私自身、よく身につまされることがあ
りますが、言葉の問題として、世界のビジネスの共通言語であ
る英語を使っていくことの重要性も増してきていると思います。
英語版のアニュアルレポートなどを発行している会社はあるので
すが、日本語版を公表した数ヵ月後に公表されるケースもある
ようです。日本語と英語の情報が同時に発信できるようになる
のが理想ではないでしょうか。

高山氏：ICGN 理事の立場として、海外機関投資家に日本の現
状を正しく理解してもらい、日本企業の方々にも海外機関投資
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家の考え方を理解してもらい、共通のベースの上に立っていただ
きたいと長らく願ってきました。今回の ICGN 東京カンファレン
スでそれが部分的にでも実現できたと感じています。しかしな
がら、双方の状況や考え方は変化するものですから、機会をと
らえながら常に共通のベースに立てるような努力を続けていきた
いと思っています。企業と投資家は対話を続けていかなければ
ならないのですから、この努力を ICGN 理事としても、個人の
立場でも続けていきたいと願っています。
　渡邉さんのご指摘のように、海外投資家に敵対的な意識を持
つ日本企業も一部にはあると思いますが、これはアクティブ・イ
ンベスターとアクティビストを混同しているからではないでしょう
か。いわゆる「アクティビスト」は比較的短期的な思考に基づい
て企業に過度な関与する株主の総称を指す場合が多いと思いま
す。一方で、「アクティブ・インベスター」あるいは「アクティブ・シェ
アホルダー」といえば、投資先企業の持続的成長のために目的
をもった対話を行い、責任ある行動をし、最終的には中長期的
なリターンを目指す人たちを指します。この違いを理解いただけ
るように努めていきたいと思います。

芝坂：機関投資家は企業の経営者と同じ船に乗る人たちで
あるというお話がありました。企業側も、価値観を共有し
て同じ船に乗ってもらいたい投資家を選び、その人たちの
考え方を理解したうえで、効率的かつ効果的な情報発信を
行うことが重要なのかもしれませんね。

高山氏：おっしゃるとおりです。特に欧米では、自分たちの経
営の時間軸に近い長期的視点を持った投資家に株主になって欲
しいと意識している企業は多いと思います。そのために長期志
向の投資家に合うメッセージを発信し、対話をし、株主になっ
てもらおうという活動をしています。取引所にはすべての投資家
を包括する公正なインフラを構築していただき、そこに参加する
企業にはより良い株主の投資先としてふさわしい企業になる、も
しくはターゲットとする投資家に株主になってもらう努力を払う
ことが必要だと感じます。

渡邉氏：上場会社は長期的に存続することを前提に経営し、長
期志向の投資家もそれを求めて株式を保有していると思います。
しかしながら、そのような投資家だけで市場が構成されると、
企業が利用できるリスクマネーは、長期投資家だけの資金とな
り、現在よりも大幅に限られた量になってしまうと思われます。
それを克服するために短期的な時間軸で投資をする投資家の資
金にもアクセスできるようにしているところに株式市場の意味が
あると思います。経営において最も意識すべき株主は長期保有
の株主であることは言うまでもないと思いますが、すべての投
資家に機動的な換金の機会を提供することで、短期的な資金
をあたかも長期的資金であるかのような形で上場会社の成長資
金として供給することが株式市場の役割ではないかと思ってい 
ます。

芝坂：そうですね。JPX 日経 400 のような試みの中で、
優れた企業が評価される仕組みが構築され、企業と投資
家の双方にとって win-win の関係が生まれることで、企業
の IR 活動も報われ、結果として株価も向上し、日本企業
の活力が上がるという好循環が生まれてくることを心から
願います。本日はお忙しい中ありがとうございました。
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グローバルBCP策定の要点
KPMG ビジネスアドバイザリー株式会社
シニアマネジャー　中澤　可武

多くの日系企業が新興国をはじめとする海外諸国において事業を拡大する一方、
海外における自然災害、人的災害（テロ、暴動等）への対策は十分ではありません。
2011 年に発生したタイのチャオプラヤ川流域等の水害、2013 年に発生したフィ
リピンの台風においては、多くのグローバル企業の事業が停止し、その後も、
中長期的に事業が回復できず、大きな財務インパクトがあったのは記憶に新し
いところです。また、自然災害のみならず、2014年のタイの暴動や、ASEAN
地域の日系企業で頻発する従業員のストライキ等、事業を停止させるリスク（以
下「災害等」という）は多様化しています。
我が国においては、景気の停滞や少子高齢化等を原因として国内市場の大きな
成長を望めないため、海外事業における売上・収益の比率、重要性は増加する
一方であり、これまでのような、「海外事業に関するリスクは受容せざるを得な
い」という姿勢から、「海外事業の売上・収益を安定的に確保できるよう、事業
を停止させない、事業停止しても早期に復旧させる」という体制に変えていか
なければなりません。
グローバル企業において、事業を停止させないための事業継続計画（Business 
Continuity Plan、以下「BCP」という）は、どの事業を優先するかという判断
のほか、日本国内に設置されているグループ本社（以下「グループ本社」とい
う）と、海外子会社・海外拠点（以下「海外子会社」という）のどちらがどの
ような役割を持つか、という要素も加わり、策定が難しいものとなっています。
本稿では、海外子会社を含めたグループ全体としてのグローバルBCP策定の 
要点について解説します。
なお、文中の意見に関する部分は筆者の私見であることを、あらかじめお断り
いたします。

 

【ポイント】
◦	�多様化するリスクに対応することのできるグローバルBCPの基本形を策定

する必要がある。
◦	�グローバルBCPの導入は、日本のグループ本社が方針を策定する局面、海

外子会社が BCP策定を進める局面に分けて考える。
◦	�グローバルBCPを策定することで、事業継続のみならず、①海外子会社の

ビジネス・機能の可視化、②海外子会社の経営層・従業員のリスク意識の
強化、③コスト削減を図ること、が可能である。

◦	�日本とは異なる、各国・地域の文化・商習慣・労務環境を考慮し、実効性
の高い BCPを策定することが重要である。

	 	 中
な か ざ わ

澤　可
か む

武
KPMG ビジネスアドバイザリー株式会社

シニアマネジャー
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Ⅰ グローバルBCPとは何か

1.	グローバルBCPの概念

BCPとは、災害等により中断してしまった事業を早期に復
旧させること、また、特に重要な事業については、災害等が
発生しても事業を継続させるための手段を予め講じることを
総称した概念です。グローバル企業においては、製造業を例
にとると、日本国内に統括機能、販売機能、製造機能を持つ
グループ本社、海外ではアメリカ、欧州、アジアという広い単
位を統括する地域統括会社、それぞれの地域内の製造子会社、
販売子会社等で構成され、それぞれの会社は、図表1の矢印
のとおり、製品・部品等（以下、「製品等」という）のサプライ
チェーンによって密接につながっています。そのため、グロー
バル企業のBCPを策定する際は、各子会社や製品等の重要性、
サプライチェーンを踏まえた、グループ会社全体の組織・事
業を考慮に入れた事業継続計画、すなわち、グローバル BCP
が必要となります。

BCPは災害等が発生する前や発生した際の行動計画やその
前提となるリスク分析、被害想定等をとりまとめて文書化し、
その内容を組織内に浸透させることで効果を発揮します。こ
の点についてはグローバル BCPも同様ですが、文書の作成者
が、次のとおり、グループ本社、海外子会社に分かれること
に特徴があります。

【グループ本社が作成するグローバル BCP】

構成要素

1 BCP策定の優先順位付け（海外子会社の重要性確認およ 
びリスク分析の結果に基づく）

2 グローバルBCP導入・展開・運用プラン

3 グローバルBCP策定ガイドライン（共通編・応用編・地域編）

4 グローバル危機管理本部の設置・運営計画

【各海外子会社が作成するグローバルBCP】

構成要素

1 詳細なリスク分析結果（災害等発生による、従業員、インフラ、
情報システム等への影響）

2 被害想定（影響額）の診断結果（1日当たりの被害額）

3 影響額を軽減するための対応策の一覧（対応者、期限を含む）

4 組織内への浸透（教育・訓練）計画

2.	グローバルBCP策定の状況

多くの日系企業においてグローバル BCPは策定されておら
ず、毎年のように世界のいずれかの国・地域で発生する災害
等に対し、事業継続のための手だてがないのが現状です。日
本から海外へ派遣される駐在員も、「危険な地域には行くな」

「夜中に繁華街には出歩くな」「強盗にあったときの対処はこ
うせよ」「感染症にかかった疑いがある場合はこうせよ」とい

図表1　グローバルBCPの対象（点線内）

製造子会社

研究・開発子会社

地域統括会社

販売子会社

グループ本社
（販売機能、製造機能を持つ）
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うガイダンスを持ち歩く一方、「地震が発生した際に駐在先の
事業を早期に復旧するには」「重要な情報を取扱う保管庫や
データセンターを災害から守るためには」等の点において、本
社からの教育は受けておらず、結果として、災害等が発生す
るたびに、気力・体力の充実している責任感のある従業員が、
なんとか影響を最小限におさえようと孤軍奮闘しています。
以下に、多くの日系のグローバル企業に見られる状況を示し 
ます。

➣	� BCP策定の前提となる各国・各地域のリスク分析はグループ本
社として実施しておらず、各子会社に任せている。しかし、資源・
ノウハウに乏しい各海外子会社はどこから着手してよいか判断
に迷っており、結果として、未着手の状況である。

➣	� グループ本社から海外子会社に出向する従業員に対し、テロや
誘拐から身を守るための安全管理研修を実施し、あわせて「安
全のしおり（行動マニュアル）」を持たせているが、いざ災害等
が発生したときの対応は、各子会社、各従業員の対応に任せ
ており、事業継続という概念は存在しない。

➣	� これまでは海外子会社がいかに売上（あるいは生産力）を上げ
るか、という点に着目しており、BCP のみならず、そもそもリス
ク管理が実施できていない。

➣	� 災害等が発生した地域の子会社において、再び被害を受けな
いよう BCPを策定したが、他の子会社・拠点とのサプライチェー
ン上のつながりや、どの事業の継続を優先させるかという点で
の検討や分析ができておらず、実効性は未知数である。

先に述べた、海外事業の売上・収益の増加のほか、BCPの
国際規格（ISO22301）が2012年5月に発行されたことで、今
後、海外事業において、取引先からBCPの策定を義務付けら
れるケースが増加すると考えられます。並行して、政府機関
からの要求も強まっており、マレーシアにおいては、上場企業
はBCP策定状況を年次報告書に包含することを求められるな
ど、事実上の規制化がはじまっています。今後、海外事業に
おいて安定的な売上・収益を上げるために、グローバル BCP
の策定は“待ったなし”の状況となっています。

3.	グローバルBCP策定の副次的効果

「BCP策定はコストがかかる。リスクがあることはわかるが、
策定に着手しようとしても組織内の理解が得られない。」これ
はBCPを未策定の企業からよく聞こえてくる声であり、策定
の意思がある企業においても、この点で躊躇しているケース
が少なくないと考えられます。しかし、グローバル BCPの策
定によって、事業継続という本来の目的のほか、多くの副次的
効果を享受することが可能です。

策定のプロセスは、「現状確認およびリスク分析」「被害想
定（影響額の診断）」「対策の検討・実施」「BCPの組織内へ
の浸透（教育・訓練）」に大きく分けられますが、これらのプ
ロセスを経ることで、多くのグローバル企業で発生している

「日本の部署から海外の担当者と連絡を取りたいが、どの部署
で何を行っているかわからない」「不正競争や贈収賄を防止し
たいが、そもそも海外子会社はリスク意識を持っていない」と
いう課題等も解決することが可能となります（図表2参照）。

Ⅱ 事業中断リスクの多様化とグローバル
BCP

BCPは、情報システムが業務の根幹を占めるにつれ、情報
システムの障害が事業を中断するリスクとして認識されるよう
になったことから発生した概念ですが、2011年のタイの水害
においてサプライチェーンの断絶が事業中断リスクとして注目
を浴び、さらに、2014年初頭に発生したタイの暴動において
も、一部の日系企業が事業を中断しています。事業中断リス
クの種類は、事業のグローバル化が進むほど、技術や物流の
高度化・複雑化が進むほど増加しており、多様化するリスク
に対応するためにもグローバル BCPが必要となります（図表3
参照）。

図表2　グローバルBCP策定の副次的効果

効果の種類 効果の内容

海外事業の見える化 グローバル BCPの策定においては、海外子会社のどの部署がどのような機能を持っていて、それはどの程度の
売上・収益を上げるのか、という分析を行う。そのため、「海外子会社の事業・機能がおおまかな組織図レベル
でしか把握できない」「海外子会社の収益が悪くても、どこが悪いのか根本的な分析ができず、グループ本社と
して手を打てない」という課題について解決することが可能となる。

リスク意識の醸成 シンガポール、マレーシア等の一部を除き、多くの新興国においては、文化的な背景、商習慣からか「リスクを
管理する」という意識が低いのが現状である。グローバル BCPの策定は、海外子会社のマネジメントレベルはも
ちろん、現場で日々汗を流す従業員レベルを巻き込みながら行うため、「リスクは避けられないもの、受容すべき
もの」というレベルから、「リスクは管理するもの」というレベルへ、全社的な意識を向上させることが可能となる。

サプライヤー管理 
レベルの向上

海外子会社においては、売掛金を回収できない、取引先が不祥事を起こす、というリスクも存在するが、グロー
バル BCPの策定では、重要な製品・部品・サービスを提供するサプライヤーとの契約条件（調達内容）を見直す
ため、この過程で、サプライヤーを管理するレベルを向上させることが可能となる。

コスト削減 これまで各海外子会社がつぎはぎでネットワークや情報システムを整備してきた場合、構成に無駄が多く、システ
ムの運用コストが高止まりしている可能性がある。グローバル BCPの策定においては、ネットワーク・情報シス
テム等の ITインフラの現状分析を行うため、無駄が発生している箇所（＝コスト削減が可能な箇所）を特定し、
ITインフラの統合によるコスト削減についても、あわせて検討することが可能となる。
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しかし、多様化する事業中断リスクに対し、それぞれ異なっ
たグローバル BCPを一から策定する必要はありません。「現状
確認・リスク分析」「被害想定」「対策の検討・実施」「組織
内の浸透」という基本的なプロセスは同一であるため、地震、
水害、台風等、特定の脅威に対するBCPを策定したのち、他
の事業中断リスクに同じプロセスをあてはめることで、幅広く
対応することが可能です。

インドにおける事業中断リスクは、洪水、地震、サイクロン、暴動、
爆弾の脅威、燃料不足等、多岐にわたります。また、広大なイン
ドにおいては、リスクは州ごとに異なり、たとえば、沿岸地域では、
津波、水害、大雨による浸水が主なリスクとなります。
また、戦火に見舞われることも、各組織が第一に事業中断リスク
として考え、準備しようとしていることも特徴です。

Suneel K. Thakur
Corporate Manager
KPMG in India

Ⅲ グローバルBCP策定の方法論

1.	グループ本社、海外子会社それぞれの役割

グローバル BCPを策定する際によくある疑問として、「日
本のグループ本社が主導するのか、各海外子会社に任せるの

かわからない」というものがあります。筆者のこれまでの経験
上、連結、グループ単位で考えた場合、日本のグループ本社
が主導し、BCPを優先的に策定する国とそうでない国との区
別（優先順位付け）や、各海外子会社が参考にできるグローバ
ル BCPガイドラインの策定、危機管理対策本部の設置・運営
の検討を行うことが必要だと考えます。

また、BCP策定は、既に海外に進出しているケースだけで
なく、これから進出しようとするケースにおいても重要であり、
海外に新たに拠点を構築する段階で、「災害等のリスクがない
地域を選択する」「事業継続性を踏まえた人員の配置や情報シ
ステムを検討する」ことで、拠点の構築後にBCPに取組むのと
比較し、大幅にコストを縮減することも可能です。本章では、

「日本のグループ本社がグローバル BCPの方針を策定する局
面」と「各海外子会社がBCP策定を進める局面」の2つに分け、
要点を示します。

“管理はグローバルに、策定のリードはローカルで”
各国を見渡せるグループ本社がプロジェクトを遂行することで、
コスト効果が高い BCP を策定することが可能です。
グローバルにビジネスを展開している組織の BCP は、人命だけ
でなく、企業の評判、事業の運営、事業収益、技術、インフラ、
ビジネス環境等を、今日組織が抱える様々なリスクから守ります。

John White	 Matthew Horrox
Principal Advisor	 Principal Advisor
KPMG in the UK	 KPMG in the UK

図表3　過去5年に発生した事業中断の原因事象
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出典：「Global Assessment Report on Disaster Reduction」（国連国際防災戦略事務局）を基に筆者作成

事業継続の脅威 過去に実際に発生した事業中断の原因
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2.	�日本のグループ本社がグローバルBCPの方針を策定す
る局面

グローバル BCP策定にあたっての、グループ本社の主な役
割は以下のものとなります。

➣	� 海外子会社のBCP策定状況の調査
➣	� 海外子会社のBCP策定順位（優先付け）の検討
➣	� グローバルBCPの導入・運用プランの検討と実施
➣	� 各海外子会社に展開する、グローバルBCPガイドラインの策定
➣	� グループ危機管理本部の設置・運営計画の策定

この5点について、本項では、具体的な手法や要点を示し 
ます。

（1）	海外子会社のBCP策定状況の調査
グループ全体としての事業継続力の現状を確認するために、

各海外子会社のBCP策定状況を調査します。地域の統括会社
によっては、これまで傘下の子会社にBCPガイドラインを既
に展開している可能性もあるため、展開状況やその浸透状況
を確認することも必要です。この際のポイントは、BCP策定
担当部署が、ある組織では総務部、ある組織では情報システ
ム部、ある組織では人事部、また、ある子会社では地域統括
会社が当該地域のBCPをすべて所管する、というように、所
管部署が様々なケースがあることに着目し、それぞれに対し、
BCP策定状況、既存のBCPガイドラインや災害時の活動を示
した安全管理のしおり等の有無、内容を確認することです。
具体的な調査の観点は以下のとおりです。

◦	� グループ本社や地域統括会社から既に展開した BCP ガイドラ
イン、安全管理のしおり等の有無

◦	� 海外子会社におけるBCP担当部署
◦	� 海外子会社におけるBCP策定状況（策定済み、策定中、リス

ク分析中、策定予定なし　等）
◦	� 策定済み、としている海外子会社の BCP の内容

子会社によっては、2、3枚のA4資料にまとめた行動指針を
BCPと呼んでいるケース、情報システムの障害時の復旧計画

（Disaster Recovery Planと呼ばれる）を以てBCPとしている
ケースもあるため、BCPの内容や実効性を確認することもグ
ループ本社の役割となります。

（2） 海外子会社の重要性確認とリスク分析
すべての海外子会社がグループにとって重要なのは言うま

でもありませんが、「グループ全体の事業を継続するために、
グローバル BCPを策定する」という観点では、1日当たりの売
上・収益が特に大きい販売子会社、製造子会社や、それら拠
点に製品等を提供する製造子会社が、“グローバル BCP策定の

うえでの重要性を持つ”、と考えられます。また、タイ、フィ
リピン、インドネシア、ロシアのように、事業を中断するリス
クの高い大災害や大停電に度々見舞われる地域もある一方で、
マレーシアや南アフリカ共和国のように、少なくとも自然災害
については発生頻度、影響が少ないとされる地域もあるため、
事業を停止する災害等についてのリスク分析を行い、BCP策
定が必要、あるいは、優先度の高い子会社を決定する必要が
あります。この分析は、どの拠点を優先してBCPを策定する
必要があるのか、という点での優先順位付けのために行う簡
易なものでかまいません。

【重要性確認の手法】
①	� 各海外子会社の財務諸表等を元に、売上・収益が特に大きい

販売子会社・製造子会社や製品等の種類ごとの売上について
確認するとともに、販売（製造）する製品等のひとつひとつに
ついて、以下の点に該当するかを確認する。

	 ◦ �事業停止した場合、購買者の生命・安全に大きな影響を与
える製品等であるか。

	 ◦ �国・地域の法令等により、製品等の安定的、継続的な供給
が義務付けられているか。

	 ◦ �製品名と社名が同一である等、事業停止した場合、ブランド
イメージが著しく低下する製品等であるか。

②	� 上記①の子会社に対し、製品・部品・サービスを供給している
拠点がどこであるかを、子会社間の製品等の取引高を元に確認
する。

③	� 海外子会社が設置されている当該国の法令等により、BCP の
策定が義務付けられているか、また、商慣習上、BCP の策定
の有無によって、当該国内における取引が有利・不利に働くこ
とがあるかを確認する。

事業が停止し、人々の生命・安全に大きな影響を与えてし
まった場合、「企業としての社会的責任を果たせていない」と、
顧客、政府当局、取引先から判断され、企業のイメージは大
きく低下することとなります。そのため、上記①のとおり、金
額的、定量的な軸のほか、定性的な軸を以て、子会社や製品
等の重要性を判断することが必要です。なお、販売子会社に
ついて、製品・商品を販売する地域が子会社の設置する地域
とほぼ同一である場合、災害の直後は、顧客（製品・商品の購
入者）も被災しています。そのため、買い手が市場に戻ってく
るころまでに製品・商品を安定して供給できるレベルのBCP
で良いケースも考えられるため、可能な限り、売上・収益を当
該国でどの程度上げているのか、という点でも確認できると良
いでしょう。③については、グループ本社の法務部が確認す
る、各子会社に対してアンケートシートを展開し確認する、外
部の専門家に調査を依頼する、という方法のいずれかを採用
します。
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海外拠点の BCP は、顧客対応部署、サプライチェーン上の依存
度、当該組織のポリシー、当局の規制からの要求を元に、リスク
を明らかにすることからはじまります。たとえば、オーストラリア
における銀行は銀行業を営む許可を受けるために BCP を策定す
る必要が当局より求められています。
当該国の規制、電力・通信等のインフラの状況、業務を遂行す
る施設を復旧させるための受託業者を十分に理解することも重要
となります。  

Franco Cordeiro
Director
Information Protection and Business

Resilience

KPMG in Australia

【リスク分析の手法】
①	� 海外子会社が設置されている国の政府や国連国際防災戦略事

務局、アジア防災センター、国際協力機構（JICA）が公表し
ているハザードマップや災害事例集をもとに、当該国において、
どのような災害が起こりうるか、どの地域まで影響を及ぼすか
確認する。

②	� 海外子会社が設置されている国・地域において、住民の暴動や
テロ組織による攻撃等により、過去に、現地に展開する企業
の事業・業務が停止したか確認する。

③	� 子会社やその傘下にある拠点の所在地が、上記①、②の確認
結果に含まれるか（つまり、今後、被災する可能性があるか）
確認する。

上記のうち、①について、海外では行政圏単位での粗いハ
ザードマップしか存在しないケースがほとんどであり、ここで
のリスク分析は、水害が発生した際にどの施設、機材まで浸
水するか、どこの送電網が弱いか、という詳細なリスク分析
でなくてかまいません。また、我が国において「首都直下型地
震が30年以内に70％の確率で発生する」という、発生確率が
算出されているのとは異なり、発生確率、発生頻度について
は十分なデータがないため、「発生しうる」「発生しない」の2
軸で考えれば十分です。また、②の暴動・テロ攻撃について
は、政情、治安等の面で不安定な国・地域ではどこでも発生
しうる一方、それらを予測することは困難であり、「過去に他
企業等において事業が停止したかどうか」という点の確認で十
分です。

これらの重要性確認、リスク分析の結果を、前述のBCP策
定状況の調査の結果と照らし合わせ、「リスクが存在するが、
BCPを策定できていない拠点」を特定します。ここで大切なの
は、「限られた人的資源・コストのなかで、どの子会社のBCP
を優先して策定するか」という判断であり、「最優先」「優先」

「余裕があれば対応」等、子会社のレベル分けを行うことも考
えられます。

（3）	導入・運用プランの検討
「リスクが存在するが、BCPを策定できていない子会社」を

特定した後、本社として、「どの海外子会社に対し、“てこ入

れ”を行うか」を検討します。米国企業改革法第404条で求
められる内部統制の構築をはじめ、一定のコーポレートガバ
ナンスを構築済みである企業については、後述するグローバ
ル BCPガイドラインを展開するだけで、十分にBCPが進む可
能性がある一方、リスク管理の体制が弱い組織については、
BCP策定の掛け声をかけたとしても、現場の負担感、不満感
が大きくなるだけで、BCP策定が遅々として進まない可能性
があります。そのため、グローバル BCPガイドラインの展開、
策定時のフォロー、策定状況のモニタリング（進捗管理）に
分け、本社が何をすべきかメニュー化し、それを、海外子会
社の体制の強弱に合わせ、グループ本社の実行プランとする
必要があります。以下に「展開時のフォロー」「策定時のフォ
ロー」「策定状況のモニタリング（進捗管理）」のそれぞれにつ
いて、グループ本社が実施する必要のあるメニューの一覧を
示します。

【グローバルBCPガイドライン展開（各社への配布）時のフォロー】
◦	� 統括会社単位、あるいは、各子会社に対し、グローバル BCP

ガイドラインの内容、使用方法等を講義形式で説明するととも
に、各社の疑問点、不満等を聞き取り、解決する場（グループディ
スカッション等）を設ける。

◦	� 子会社の規模・業態に応じた、BCP 策定の工数・期間の目安
を作成し、その内容を各子会社に展開するとともに、「人員等
のリソース面で実施可能か」「グループ本社や統括会社に対し、
実施してほしい支援はあるか」「いつまでに策定が完了するか」
を各子会社に確認する。

【海外子会社がBCPを策定する際のフォロー】
◦	� 本社に「BCP 策定に関するヘルプデスク」を設置し、各子会

社が BCP 策定中に疑問に思った点、人的資源、費用、ノウハ
ウの不足等の BCP 策定の障害となる点を、いつでも報告・相
談できる体制を構築する。

◦	� BCP 策定が進んでいない子会社に対し、本社より、BCP 策
定の関連部署（総務部門、ＩＴ部門、コンプライアンス部門）
を数日から数週間の間派遣し、障害となっている課題について、
解決策、ノウハウを伝達する。

【策定状況のモニタリング（進捗管理）】
◦	� どこまで策定が進んだのか、何が策定時の課題となっているの

か、という 2 点について、四半期をめどに各子会社に確認し、
本社側からの積極的な支援が必要な子会社の有無を判断する。

◦	� 各子会社で完成した BCPを本社においてレビューし、必要に
応じ、各子会社に修正を求めるとともに、十分な精度の BCP
については、他の子会社に優良事例として展開する。

グローバル BCPの策定においては、海外子会社の経営層の
ほか、各部門の所属長レベルが、BCPの必要性や作業につい
て“腹に落ちているか”という点が成否を分けます。展開時に
は、グループ本社の担当者が現地に数日間から1週間程度滞在
し、お互いが納得するまで協議を重ねることで、結果として、
BCP策定が完了するまでの期間を大きく短縮することが可能
です。

（4）	グローバル BCP策定ガイドラインの作成
BCPは内容が精緻であるほど、事業停止の原因となる事象
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が発生した際の対応が容易となりますが、策定や組織内に浸
透させるための時間が多くかかり、策定のための要員も数多
く必要となります。また、精緻なBCPを、大小含めすべての
子会社で策定することは困難であるため、各子会社に展開（配
布）するグローバル BCP策定ガイドラインの内容は、「最低限、
おさえる必要があること」「体力があれば実施すべきこと」の
2つに分けて記載すると良いでしょう。BCP策定の手順そのも
のは、国・地域で大きく変わることがないため、日本の内閣府
が発行している事業継続ガイドライン等を元に、自社に必要な
要素を抽出したグローバル BCPガイドラインとすることで十
分です。また、このガイドラインの内容がひとりよがりとなら
ないよう、全世界の子会社に展開する前に、アメリカ、欧州、
アジア、アフリカ等の各地域の統括会社に内容の確認を依頼
し、「わかりづらい表現、判断に迷う表現はないか」「各地域
の文化・商習慣と大きく異なる要求事項はないか」という観点
でレビューしてもらう必要があります。さらに、インフラ、労
務管理等の面から、地域ごとの特色、BCP策定上、留意が必
要な点について、経済産業省、国際協力機構（JICA）、日本貿
易振興機構（JETRO）等の各種レポートを元に抽出し、グロー
バル BCPガイドライン（地域編）としてとりまとめることも、
各子会社の“気づき”を触発するために有効です。

（5）	グループ危機管理本部の設置・運営計画
災害等が発生した海外子会社において、当該組織のBCPを

策定できていない場合、現場は大混乱になり、「従業員の安否
確認が進まない」「グループ本社からの指示待ち」という状態
に陥る可能性が高いものとなります。そこで、災害等の発生

時にグループ全体を見渡し、指示を行うことのできるグループ
危機管理本部を本社内に設置することが必要となります。こ
のグループ危機管理本部を設置・運営するためのポイントを、
以下に記載します。

◦	� 部署間の縄張り争い、作業の重複・漏れを防ぐため、社長や
経営層の直下に、「政府・マスコミ対応」「被災者支援・避難」「安
否確認・情報収集」「地域統括会社・他子会社との連携」等の、“機
能ごと”のチームを構築する。また、被災した子会社に BCP
がなく、災害後の対応がまったく機能しない場合を想定して、「被
災地入りしての支援」「事業継続の判断」等について、グルー
プ本社、地域統括会社、被災した子会社の近隣子会社それぞ
れの役割を検討する。

◦	� 災害発生から 3 時間までは、情報収集（被害状況や安否の確
認）、24 時間以内は初期対応（被災者救助等）、3 日以内は被
災地への支援要員・物資の手配が重要である等、時間軸によっ
て必要な作業が変化することを考慮し、各チームの役割を検討
する。

◦	� グループ危機管理本部が一丸となって動くことができるよう、本
社内に大規模な会議室等を確保し、災害等の発生時には、そ
こでテレビ会議システム、PC、電話等を稼働させることができ
るよう、事前に電源、ネットワーク等の ITインフラを構築する。

◦	� 被災地の従業員の安否確認の結果は、海外子会社が構築して
いる安否確認データベース、現地の報道、現地従業員からの電 
話・メール等での連絡等、多様なルートで上がってくるため、こ
れらが輻輳せず 1つの部署に集まるよう、連絡体制を構築する。

3.	各海外子会社がBCP策定を進める局面

日本のグループ本社において優先順位の検討やグローバ
ル BCPガイドラインの策定等が終わった後、各海外子会社
はBCP策定に入ることとなります。海外子会社がBCPを策定

図表4　海外子会社がBCPを策定する際の留意点

事業継続に
必要な資源 留意点　（特定の地域にみられる傾向はカッコ書きで国名等を記載）

インフラ 【交通インフラ】
◦ �日頃より首都近郊の交通渋滞が激しく、また、道路の耐用年数を超えているケースもあるため、災害等の際は、情報シ

ステムの保守要員や建造物の補修業者が駆け付けることが困難となる可能性がある（インドネシア、フィリピン等）。
【電力供給】
◦ �瞬電（瞬間の停電）や突然の停電が多く、情報システムや電子データについては、それらの状況を踏まえて二重化等を

検討する必要がある（インドネシア）。
◦ �電力供給が安定しておらず（電圧変動が大きい）、都市部から離れると電力供給網が未整備である（フィリピン）。
◦ �水力発電の割合が 4 割と高く、雨不足の際は電力供給が不安定となる（ベトナム）。
◦ �堤防、シェルター、警報システム等のインフラが未整備である（ミャンマー）。

施設・工場 ◦ �厳しい建築規制がないことが多く、災害等の発生時に、施設・工場が倒壊・損壊する可能性が高い。そのため、リスク
分析において、建築物の構造や耐災害性の調査を専門家に依頼し、「その建築物を使用し続ける前提で構造の補強等を
行うか」「建築物が倒壊・損壊することを前提として、BCP を検討するか」を判断する必要がある。

人材 ◦ �景気の高騰を受け賃金が上昇傾向にある場合、事業継続の根幹となる人材（経営企画部門、総務部門、ＩＴ部門等の
所属長や工場長）が 1 年単位で度々離職してしまう。そのため、役割の引継ぎも考慮し、事業継続を検討する必要があ
る（アジア諸国にみられる）。

◦ �従業員の役割・作業範囲が、雇用契約や職務内容記述書として明確に定められており、それ以外の作業について、従業
員が一切実施しない、協力しないケースがある。

調達先 ◦ �製品等を仕入れる調達先（委託業者、サプライヤー）について、事前協議なく災害時にサービス、労務の提供を委託す
ると非常に高額となる可能性がある。



44

© 2014 KPMG Business Advisory Co., Ltd., a company established under the Japan Company Law and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative 
(“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.

KPMG Insight  Vol. 6 / May 2014

経営トピック②

する際、従業員、施設、情報システム、サプライチェーン等
の事業に必要な要素について詳細なリスク分析を行い、影響
度を判断し、対策を検討する、という流れは日本国内の拠点
がBCPを策定する場合と基本的に同じです。一方、BCP策定
上、海外ならではの留意すべき観点がいくつか存在するため、
本章においていくつか記載します。なお、アジア地域におい
ては、日系企業のグループ本社からの方針が展開される前に、
海外子会社が率先してBCPの策定に着手するケースも見られ
ますが、その際も、本章に記載の観点を参考にしていただくと
良いと考えます（図表4参照）。

海外拠点のグローバル BCP の導入を成功させるためには、地域
の文化、宗教、商習慣を考慮することが重要です。また、従業員、
業務プロセス、施設、技術に至るまで十分に検討することが必
要です。

また、BCP が活きた文書であること、継続して“カイゼン”する
ことを組織内に浸透させること、拠点と本社の経営層から十分な
理解を得つつ訓練を行うことは、大きな成功要素です。  

Rafael, Avila
BCP/DR Advisor
KPMG in the US

そのほか、災害発生後の対応として、イスラム圏では、避
難所には礼拝の場を提供する必要があるほか、非常食の中身
についても考慮する必要があります。

物流の利便性を考慮し海外子会社や工場を沿岸部に立地し
たのちに、当該地域は水害の危険性が高いことが判明した、
というケースも存在します。各子会社の予算・権限の範囲を
超えるような堤防建築、場所移転についても、事業継続力向
上のための選択肢となる可能性がありますが、そのような選
択肢を子会社が“権限外”として無視しないためにも、グルー
プ本社や地域統括会社は、子会社のBCP策定状況をつぶさに
モニタリングすること、報告・相談を受け入れることが必要 
です。

グローバル BCPに限らず、海外子会社のリスク管理では、
「日本から派遣された経営層、役職員は、目的・内容を十分に
理解している一方、現地採用の部署の所属長、従業員は何も
知らされていない」という問題が度々発生します。災害等が発
生したときに、「全社一丸となり、経営層、所属長、従業員の
それぞれが役目を理解して事業の復旧に向かっていく」という
点が事業継続の成否を分けるため、誰がどの情報まで知ってい
ればよいかを検討し、そのうえで、教育・訓練を実施すること
が必要となります。BCP策定が終わった段階で体力切れとな
らないよう、予め、総工数・総期間の3割程度を、この組織内 
への浸透の工数・期間として割り当てておくと良いでしょう。

私たちの経験上、会社が一丸となって行うこと、十分に BCP を
組織内に浸透させること、経営者が BCP を管理することのでき
る仕組みを導入することが効果的な BCP の秘訣と考えています。
これらの要素がしっかり構築されはじめて災害等の事業停止リス
クを軽減し、影響を受けた事業・業務を早期に通常のレベルへ戻
すことが可能となります。  

Michaux, Dani
Executive Director
KPMG in Malaysia

【バックナンバー】
「BCMサーベイ2012 －要約版－」
（AZ Insight Vol.55/Jan 2013）

本稿に関するご質問等は、以下までご連絡くださいますよ
うお願いいたします。

KPMG ビジネスアドバイザリー株式会社
シニアマネジャー　中澤　可武
TEL: 03-3548-5305（代表番号）
kamu.nakazawa@jp.kpmg.com

経営戦略としての事業継続マネジメント

2013 年 3 月刊
【著】�KPMG ビジネスアドバイザリー

株式会社
東洋経済新報社
336頁　3,400円（税抜）

本書では事業継続マネジメント（BCM）は経営と独立した活動
ではなく、経営戦略の立案と実行において組み込まれる活動で
あること、事業継続マネジメントに関する意思決定において経
営者または上級管理職が考慮すべき観点を指します。著者に
よる調査結果を盛り込み、企業の実態やケーススタディを踏ま
え、経営を支える、組織、サプライチェーン、情報システム、人
材、財務について、戦略のあり方を提示しています。



45

© 2014 KPMG FAS Co.,Ltd., and KPMG BPA Co.,Ltd., companies established under the Japan Company Law and both are member firms of the KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG 
International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.

KPMG Insight  Vol. 6 / May 2014

経営トピック③

巨額の「のれん」の減損は、なぜ起こったか、どう防ぐか
株式会社 KPMG FAS
パートナー	 加藤　健一郎

巨額の「のれん」の減損損失の計上が時折報道されます。この 1 年間でも国内
外の企業でいくつかの事例が発表されました。「のれん」の減損は発生時の影
響が大きいことが多く、期間損益をこれほどにブレさせるものはありません。
M&A を実行する経営者の方々も、決断時点ですでに「のれん」の減損のリスク
をしばしば口にされます。本稿では、「のれん」の減損がどういう会計基準のも
とで計上されるのかを踏まえ、何が原因で巨額の減損が起こったのか、それを
防ぐ術はあるのかについて考えます。

 

【ポイント】
◦	�「のれん」の減損の会計処理は、米国基準、IFRS、日本基準のそれぞれで

異なる。日本基準は、他の基準に比べて原理的に減損が計上されにくい。
米国基準は、株価の下落だけでも減損の計上に結びつく。

◦	�「のれん」の減損が生じる主な原因は、最初から買収価格が高すぎること
と、買収後の要因で公正価値やキャッシュ・フローが減少することにある。
個別の要因は、経営者がコントロールできないものと、コントロールの余
地のあるものとに分けられる。

◦	�コントロールの余地のある要因への対策には、十分な範囲と深度での
デューデリジェンス、事業計画の批判的検討ステップ、シナジー効果の定
量化、それらを確実に実施する仕組みなどがある。

Ⅰ 「のれん」の減損会計

まず、「のれん」の減損会計について、米国基準、IFRS、日
本基準を比較しながら概観します。その主眼は会計基準の規
定を詳述することではなく、3 つの基準を比較することなので、
厳密性をあえて捨象している点があることをご了承ください。

1.	「のれん」の意味と計上後の会計処理の論点

「のれん」は、M&Aにおいて、買収するために支払った対価
と、買収対象企業の時価純資産との差額です。買収対価が時
価純資産より大きい場合には、「のれん」を貸借対照表に資産
として計上し、逆に時価純資産の方が買収対価より大きくて
割安に買うことができた場合には「負ののれん」となり、損益
計算書に利益として計上します。独立して計算されるもので

はなく、他の項目の差額にすぎないということが特徴です。当
たり前ですが、買収対価が大きければ大きいほど、「のれん」
の金額は大きくなり、減損のリスクが大きくなります。細か
い点で差はあるものの、3 つの会計基準ともに概ね同じように

「のれん」を計上します。
「のれん」を一旦計上してからの会計処理の主な論点は、①

「のれん」を償却するか否かと②減損です。償却については、
昔は米国基準もIFRSも「のれん」を償却していましたが、今
は、日本基準では償却する一方、米国基準とIFRSでは償却せ
ず、処理が分かれています。

減損については、3 基準で異なる会計処理が定められており、
その違いによって、減損が計上されるスピードが異なります。
細かい計算方法や会計処理は異なりますが、どの基準も図表1
に示した4つのステップを踏みます。

この各ステップで求められていることが各会計基準で異
なっており、以下で見ていきます。

	 	加
か と う

藤　健
けん い ち ろ う

一郎
株式会社 KPMG FAS

パートナー
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2.	「のれん」の減損会計の3 基準の比較

図表2 では3 つの会計基準による減損会計の概要を比較し
ています。細かい点は、各基準の解説に譲りますが、ポイン
トは、以下の点です。

（1）	「のれん」を割り付ける単位
「のれん」は、他の項目の差額として計算される特性から、

単独で減損判定を行うのではなく、「のれん」が関係する事業
のその他の資産・負債と一緒に減損判定を行います。そのた
めに「のれん」を特定の事業またはそのまとまりへ割り付ける
ことが必要になりますが、各基準で割り付ける対象が少しず
つ異なっています。一般的に事業の括りが大まかであればあ
るほど減損は計上されにくくなります。本稿の中心の論点では
ないので、名称だけ確認してください。

（2）	減損判定の時期
どの基準でも減損の兆候がある場合には、減損判定を行い

ます。さらに、米国基準とIFRS では、兆候の有無にかかわ
らず、年に1 度特定の日を基準日として必ず減損判定を行い 
ます。

（3）	事業の「価値」と簿価の比較
次が事業の「価値」と事業の簿価の比較ですが、すべての基

準で異なっています。

図表2　「のれん」の減損会計の概略の比較

米国基準 IFRS 日本基準

事業への割付単位 報告単位 
（Reporting Unit、RU）

資金生成単位 
（Cash generating unit、CGU） 
または CGU 群

原則：複数の資産グループ 
可：資産グループへ配分

割付先の事業 シナジーによって便益がもたらされる
と期待される RU

シナジーによって便益がもたらされる
と期待される CGU（群）

「のれん」が発生した事業

減損判定の時期 ◦	兆候があるとき 
◦	年 1 度特定の日

◦	兆候があるとき 
◦	年 1 度特定の日 
◦	買収後期末日前

◦	�兆候があるとき 
（数値基準あり）

簿価と比較する 
「価値」

公正価値（FV） 回収可能価額（RA） 
＝以下のうち高い方
a）公正価値－処分費用 
b）使用価値

ステップ１ 
　割引前 CF
ステップ２ 
　回収可能価額（RA）

減損の判定 ステップ１ 
RU の簿価 ＞ RU の FV か
ステップ２ 

「のれん」の簿価 
　＞「のれん」の FV か

CGU の簿価 
　＞ CGU の RA か

ステップ１ 
事業の簿価
　＞事業の割引前 CF か
ステップ２ 
事業の簿価 ＞事業の RA か

減損額の算定 「のれん」の減損 
＝「のれん」の簿価 
　－「のれん」の FV

減損合計 
＝ CGU の簿価 
　－ CGU の RA 
　◦まず「のれん」が負担 
　◦残りを簿価按分

減損合計 
＝事業の簿価 
　－事業の RA 
　◦まず「のれん」が負担 
　◦残りを簿価按分

償却 しない しない する（20年以内）

その他 定性的判定（ステップ 0）で RU の 
「簿価＜ FV」を判断することもできる 
（省略可）

減損合計 
＝ CGU の簿価 
　－ CGU の RA 
　◦まず「のれん」が負担 
　◦残りを簿価按分

個別財務諸表上で子会社株式を減
損している場合に、連結財務諸表上
で、「のれん」込みの簿価が子会社
株式簿価になるまで「のれん」を一
括償却

出所：KPMG FAS 作成

図表1　「のれん」の減損会計における4 つのステップ

「のれん」を特定の事業のまとまりへ割り付け

一定のタイミングで減損判定

事業の「価値」と簿価を比較

「価値」と簿価の差を減損として計上

出所：KPMG FAS 作成
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（a） 	米国基準
米国基準では、事業の「価値」として「公正価値」を使い、

それと簿価を比較します。「公正価値」は、簡単に表現します
と、今日その事業を売却したと仮定したときに買い手が支払っ
てくれる価格で、しかも自分が信じている価値ではなく、マー
ケットの参加者がどう考えているかという価格です。したがっ
て、自社の株価が低すぎると思っても、マーケットが評価した
金額が公正価値です。

米国基準では、2 つのステップで公正価値と簿価を比較しま
すが、それを図示したものが、図表3 です。

まずStep 1 では、事業（報告単位「RU」）の簿価と公正価値
（FV）を比較します。公正価値が簿価を下回る場合には、減損
の可能性があるという判定になり、次のステップ（Step 2）に
進みます。Step 2 では、今この事業をあたかも公正価値で買
収したと仮定して、当初に「のれん」を計上した時と同じよう
に、資産と負債を公正価値で評価して「のれん」を除く時価純
資産を算出し、それと事業全体の公正価値（＝みなし取得対
価）との差額を「のれん」の推定公正価値とします。「のれん」
の公正価値が簿価を下回っていれば、差額が減損ということ
になります。このように米国基準の2 つのステップでは、マー
ケットの見方を反映した公正価値だけで減損するか否かが決
まるということが特徴です。

（b）	IFRS
IFRS では、事業の「回収可能価額」と呼ばれる金額と、簿

価を比較します。回収可能価額は、①公正価値から処分費用
を差し引いた金額と②「使用価値」のうち、高い方の金額です。
①は、売却したときに得られる正味の金額で、マーケットの参
加者がどう見ているかで決まります。②「使用価値」は、資産

を使用して得られる将来キャッシュ・フローを企業固有の事
情を反映して見積もった金額の割引現在価値（DCF）です。公
正価値もDCF で計算することがありますが、公正価値はマー
ケットがどう見ているかに基づくのに対し、同じDCF でもこ
ちらは事業に対する経営者の見方に基づくものです。回収可
能価額が簿価を下回っていれば減損があるということになり、
差額を減損として計上します。IFRS は、米国基準と異なり、
マーケットの参加者の見方だけではなく、経営者の見方を反
映したキャッシュ・フローを使用する余地があるところが特徴
です。

（c）	日本基準
日本基準では2 つのステップを踏みますが、2 つ目のステッ

プは、IFRS と基本的に同じで、回収可能価額と簿価を比較し
て減損の判定を行います。1 つ目のステップがあるところが
IFRS と異なっており、そこでは、割引前の将来のキャッシュ・
フローの総額をそのままで簿価と比較します。割引前のキャッ
シュ・フローですので、当然DCF 法で計算した金額よりも大
きくなり、減損が計上されにくいということになります。1 つ
目のステップでキャッシュ・フローが簿価を下回ると、2 つ目
のステップに進み、IFRS と同様の減損判定を行うことになり
ます。

（4）	その他の違い
会計基準間のその他の主な違いは、日本基準では、償却を

行うという点です。償却についての大きな論点は、償却年数
を何年とするかということです。会計基準上は、20 年以内で、
効果の及ぶ期間とうたっていますが、この効果の及ぶ期間を
見積もることが難しいということが、米国基準やIFRS で償却

図表3　米国基準における減損判定の2 つのステップ

Step 1

RUの
簿価とFVの

比較

RU B/S（薄価）

当初 FV 減少
＝＞減損可能性

FV 増加
＝＞減損なし
＝＞判定終了

資
産

負
債

の
れ
ん

RU
の
簿
価

RU
の
FV

RU
の
FVRU

の
FV

RU B/S（薄価）

資
産

負
債

減
損の

れ
ん

RU
の
簿
価

RU B/S（FV）

のれん
FV

RU
の
FV

RU B/S（FV）

のれん
FV

RU
の
FV

のれんの
簿価とFVの

比較

Step 2

出所：KPMG FAS 作成

（注） 買収した会社が 1 つのRUとなり、かつ、そのRU
にのれんを割り付けたという前提での図解。
実際にはそうならないことも多い。

・株価
・業績
・一般経済変化
・業界の変化
・統合成果　など

RU：報告単位
FV：公正価値

のれんFV＞
のれん簿価

減損なし

資
産
FV

負
債
FV資

産
FV

負
債
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をしない理由の1つです。
2 つ目として、日本基準では、個別財務諸表上で子会社株式

を減損処理した場合には、連結財務諸表上の「のれん」込みの
簿価を株式減損後簿価まで引き下げるために、「のれん」を「一
括償却」しなければならないという規定があります。この規定
により買収年度において巨額の一括償却損失を計上すること
になった例もありますので無視できません。

3.	日本基準の特徴－他の基準との比較

日本基準における「のれん」の減損会計は以下のとおりです。

◦	 減損判定実施のタイミング
	 - 減損の兆候があるときに限定
	 - 兆候の有無の判定に、数値基準あり
◦	 割引前キャッシュ・フローを使用して、減損の有無を判定
◦	 定期的償却により簿価があらかじめ低くなっている

端的に言いますと、日本基準は、他の2 基準に比べて原理
的に減損が計上されにくいということです。基本的な発想とし
て、「減損の存在が相当程度に確実な場合に限って減損損失を
認識する」ということを基準で明記しています。

Ⅱ 減損の計上事例

最近において巨額の減損を計上したいくつかの事例を紹介
します。なお、事例の中で使用する金額は、便宜上、1 米ドル
＝ 100円で換算した後の概算円金額としています。

事例１：�通信事業会社AB 社（米国基準）… 株価の下
落、見込みを下回る実績

最初の事例は、米国の通信事業会社AB 社です。2005 年に、
A 社がB 社を買収しました。買収対価は、A 社株式約5 兆円
相当で、「のれん」を2.6 兆円計上しました。その後、2007 年
第4四半期に、買収前から計上されていた「のれん」を含めて、
3 兆円の減損を計上しています。

減損計上の主な要因は、まずAB 社の株価の下落です。純
増が予想されていた携帯電話の加入者実績が過去最大の減少
を記録したことで、2007 年第4 四半期を通じて継続して株価
が低迷し、2006 年第1 四半期の高値26ドルから、2007 年末
では13 ドルとなっていました。第2 の要因は、直近の実績を
受けて予想キャッシュ・フローを下方修正したことにあります。
加入者数の見込みを修正し、通話単価の減少や経費の増加を
反映しました。

同社の財務諸表では、公正価値算定の前提条件である営業
利益予想を5% 増加させると減損が約3,000 億円減少すると開
示されています。3 兆円の減損がなくなるためには単純計算で

営業利益が約50％増加しなければならないということになり
ます。

この例で観察できることは、第1 に、米国基準では、株価の
下落で減損が起こりうるということです。一時的な下落だけで
減損が起こるということではありませんが、ある程度の期間継
続すると、それがマーケットの見方を反映した公正価値という
ことになり減損に結びつきます。同社のケースでは業績悪化を
伴っていますので、ただ株価が下落したわけではないですが、
米国基準では理由にかかわらず減損に結びつきます。第2 に、
買収時の株価算定において予想が過度に楽観的でなかったか
ということです。上の開示数値を前提にすると、最新の見積り
に比べて50％程度高い水準で利益水準を見込んでいたという
ことになります。第3 に、当初の取引が株式を対価として行わ
れたことがあります。株式を対価とする場合、実行日のA 社
株価に基づいて買収対価や「のれん」の金額が決定されますが、
それは必ずしも買収公表日におけるB 社株式価値に係るA 社
の見解を反映しているとはかぎらないため、「のれん」が想定
より大きくなる可能性があるからです。

事例2：金融グループCD 社（米国基準）… 株価の下落
同じ米国基準で株価下落の影響を大きく受けて減損した事

例として、日本の金融グループ CD 社があります。C 社とD 
社が2005 年10 月に合併したときに米国基準の財務諸表で1 
兆7 千億円の「のれん」が計上されましたが、金融危機に伴う
株価下落で、2 年半後の2008 年3 月期で約8,900 億円、2009 
年3 月期で約8,500 億円の減損を計上しました。この間に、
株価は、合併当時の1,460 円から、2008 年3 月末で860 円、
2009 年3 月末で476円になっていました。同社は、日本基準
と米国基準の両方で財務諸表を作成していますが、米国基準
の財務諸表では巨額の減損が計上された一方、日本基準では
そもそも「のれん」が計上されていませんでした。同一企業の
経営成績について会計基準間でこれだけの結果の違いが出て
いるわけですが、「のれん」の減損が計上企業の経営の何らか
の失敗を意味するのか否かという問題を提起する例だと言え
ます。

事例3：�機械製造販売E 社（米国基準）… 買収直後の不
正発覚

次は、機械製造販売会社のE 社です。2012 年5 月に香港上
場の中国企業を約680 億円で一部公開買付により買収し、620 
億円の「のれん」を計上しました。半年後の11 月、棚卸資産の
帳簿残高と実際残高の差の発見をきっかけに過去の粉飾が発
覚し、直接的な影響として、時価純資産が約150 億円過大計
上されていたことがわかりました。これを受けて2012 年12 月
期で減損判定を実施し580 億円の減損損失を計上します。150 
億円の粉飾額で、580 億円の減損です。過去の財務数値は将
来の事業計画の合理性を検討するときに最も重要な情報の一
つですが、それが粉飾で歪められていたため、事業計画を適
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切に査定することができず、将来の利益やキャッシュ・フロー
を過大に見込んでしまい、直接的な粉飾額の何倍もの損失が
発生したのです。

観察できることは、第1 に、対象会社が新興国の企業であっ
たということで、地域の特性を反映したデューデリジェンス

（DD）の設計をする余地があった可能性はあります。たとえば、
実地棚卸の実施や不正リスクに焦点を当てたDD の実施です。
第2 に、このような粉飾のリスクは相対取引では表明保証や補
償条項で担保しますが、本件は公開買付であったため、粉飾
を原因とした損失の全てを回収することはできませんでした

（一部、支配株主から回収）。公開買付ではより慎重な対応が
求められることを示す事例です。

事例4：�金融機関F 社（米国基準）… 法令変更による環
境悪化、想定外のリスク顕在化

大手金融機関F 社は、カード事業部門において、2006 年1 
月にG 社を3.5 兆円で買収し、2 兆円の「のれん」を計上しまし
た。住宅ローン事業部門では、2008 年7 月に、民間最大手住
宅ローン専業H 社を4,200 億円で買収し、4,400 億円の「のれ
ん」を計上しました。しかし、数年後の2010 年には、カード
事業部門で1兆円強の減損、住宅ローン事業部門では2,000 億
円の減損を計上します。

この背景には、まず、F 社全体の問題として、金融市場の
不安定な状況などを受けて、他の金融機関同様に株価が低迷
していたことがあります。カード事業部門固有の事象として、
2010 年7 月に成立した金融改革法の中にデビットカードの決
済での銀行の受取手数料を抑える条項があり、収益が年間で
2,000 億円も減少する見込みとなりました。住宅ローン事業部
門固有の事象として、2010 年10 月に入り、差し押さえの方法
が違法ではないかなどと、住宅ローン業界が社会的な批判を
受けて、法務リスクを中心に不確実性が増しました。

観察できることは、まずカード事業部門については、2006 
年の買収時点で、金融改革法の成立を予想することは不可能
だったでしょう。一方、住宅ローン事業部門については、結果
的には、法務リスクを洗い出せていなかったのですが、買収
時点ではあまり問題とは考えられていなかったことが、金融危
機後に世間の常識が変わったことで問題化したといえる面も
あります。いずれについても、減損を防ぐためにできることは
限られていたと言えるかもしれません。

日本企業の事例
2010 年1 月以後に公表・報道された日本企業の「のれん」の

減損事例では、全般的な傾向として、以下の特徴が見られま
した。
◦ �「のれん」の減損は、①グループの連結財務諸表で米国基

準または IFRS を適用しているケースか、②グループの連結
財務諸表は日本基準で作成しているものの、子会社が米国
基準や IFRS を適用し、そこで計上された減損を、償却の

調整をしたうえで、親会社の日本基準連結財務諸表で取り
込んでいるケース、のいずれかで計上されることが多く、純
粋な日本基準による減損の件数は全体の半分以下です。前
述のように日本基準では原理的に減損が出にくいということ
が影響しているものと思われます。

◦ �減損の原因事象としては、前述の米国企業の例と大きく変わ
りませんが、中には買収直後に予想キャッシュ・フローを見
直して減損したというケースもありました。

◦ �「のれん」を計上してから減損を計上するまでの年数は、5 
年以内がほとんどです。

Ⅲ 減損が起こる要因

減損が起こる要因を、図表４ を用いて整理します。

減損は、3 つの会計基準に共通して、まず、公正価値や見
積りキャッシュ・フローが買収時点に比べて減少すると生じま
す。それは、当初の買収価格が高すぎるか、買収後の要因の
発生のいずれかにより起こります。

当初の買収価格がどう決まるかについて図表5で確認してお
きましょう。買収価格は、高く売ろうとする売り手と、安く買
おうとする買い手が交渉し、両社が折り合った水準で決まりま
す。買い手が交渉の出発点とするのは、買収対象企業を現状
のまま経営したときに実現する単独価値です。買い手はさらに

図表4　「のれん」の減損が生じる要因

「のれん」の減損

償却年数が長すぎ

日本基準のみ

◆ 計算した単独企業価値が高すぎ
 － CF予想が楽観的
 － 把握できていないマイナス要素
  ●　不正
  ●　法務・財務・税務リスクなど
　－市場株価・マルチプルが高すぎ
◆ 計算したシナジー効果が高すぎ
 － 見積りの困難性
◆ 対価として発行する株式の価格

が買収発表後から実行日までの
間に上昇

　　　　　　　　　　　　　など

事業の括りの変化公正価値・CFが減少

最初から価格が高すぎ

◆ 株式市場全体の悪化
◆ 個別企業の経営悪化
 － 一般経済・業界など事業環境

  悪化
 － 法令・規制変更（解釈変更含

  む）
 － 個別企業としての戦略・計画

  実行の失敗
 － M&A後の統合施策（PMI）の

  失敗
◆ 経営悪化していないが株価低迷
 － IRの失敗
◆ 割引率の上昇
 － 一般金利上昇
 － リスクプレミアム上昇
　　　　　　　　　　　　　など

買収後の要因で FV・CF減少

出所：KPMG FAS 作成



50

© 2014 KPMG FAS Co.,Ltd., and KPMG BPA Co.,Ltd., companies established under the Japan Company Law and both are member firms of the KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG 
International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.

KPMG Insight  Vol. 6 / May 2014

経営トピック③

シナジー効果実現策や新たな戦略を実行して、対象企業の価
値を高めます。買収価格を上回る水準まで価値を高めること
ができれば買い手は経済的な利益を得ます。単独価値を上回
る価値は、買い手に帰属すべきもので、本来は売り手に支払
う必要のないものです。しかし、KPMGの調査によると、実
際には平均で40％以上のシナジー効果が買い手の提示価格に
含まれているという結果が出ています1。これは、単独価値を
出発点としながらも、見込まれるシナジー効果を100としたと
きに、交渉の過程で約40 を価格に上乗せしているということ
です。

こうして決まる当初価格が高すぎる要因としては、図表4 の
左下に示した事項が挙げられます。第2の要因として挙げたの
は、過大なシナジー効果の見積りです。対象企業単独の価値
は過去の実績を基礎として算出できる一方で、シナジー効果
は基礎とする過去の実績がない中で将来に実現する価値を見
積もるため、必然的に算出された価値の実現の不確実性が高
いものです。また複数のシナジー効果の中でも、実現可能性
が高いものもあれば、低いものもあります。そういう中で、前
述のように約4割のシナジー効果（図表5ではシナジー 1とシ
ナジー 2の一部相当）を売り手に支払ってしまう結果、支払っ
たシナジー効果の価値を確実に実現できないと、結果的に買
収価格が高すぎるということになるのです。

公正価値や見積りキャッシュ・フローが下落する2つ目の要
因は、買収後の要因です（図表4の右下）。

日本基準特有の要因として、償却年数が長すぎることがあ
ります。10年や20年で償却していて5年以内で減損が生じた
例はたくさんありますが、もし5年で償却していれば減損の規
模は大きく異なっていたでしょう。

その他、「のれん」を割り付ける事業の括りが、社内の部門
再編等により変化した場合、特に、大まかな括りから細かい
括りに変化した場合に、減損が生じることがあります。

これらの「のれん」の減損の要因は、図表6のように、経営

1 �“All to Play for” KPMG International, 2008

図表5　買収価格の決定

買収価格の決定買い手による企業価値の実現

【シナジー効果（例）】
共同購買（コスト減）
ITシステム統合（コスト減）
本社機能統合（コスト減）
クロスセル（売上増）

など

出所：KPMG FAS 作成
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図表6　「のれん」の減損が生じる要因の分類

◆ 対価として発行する株式の価
格が買収発表後から実行日ま
での間に上昇

◆ 株式市場全体の悪化
◆ 一般経済・業界など事業環境

悪化
◆ 法令・規制変更（解釈変更含

む）
◆ 割引率の上昇
 － 一般金利上昇
 － リスクプレミアム上昇
◆ 事業の括りの変化

など

コントロールできない要因

買収時点・買収当初
◆ CF予想が楽観的
◆ 把握できていないマイナス要素
 － 不正
 － 法務・財務・税務リスクなど
◆ 計算したシナジー効果が高すぎ
◆ 償却年数が長すぎ

買収後
◆ 個別企業としての戦略・計画実

行の失敗
◆ IRの失敗
◆ M&A後の統合施策（PMI）の

失敗
など

コントロールの余地ある要因

出所：KPMG FAS 作成
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者がコントロールすることができないものと、コントロールす
る余地のあるものとに分類することができます。コントロール
できないものがあるという意味で、「のれん」の減損は必ずし
もM&Aの失敗を意味しないということが言えます。特に米国
基準で、株価の下落を原因として減損を計上しているときは
そういう要素が強くなります。

Ⅳ 巨額の減損を回避するための対策

コントロールする余地のある減損の要因に対処することに
よって、どのように減損を防ぐことができるかを考えます。

1.	十分な範囲と深度でのデューデリジェンス

まず第1 に、十分な範囲と深度でデューデリジェンス（DD）
を実施することです。KPMGが定期的に行う調査で「次の
M&A案件で前回から改善したいことは何ですか」という質問
を毎回しますが、回答の1位は「よりよいDDの実施」となりま
す。多かれ少なかれ、十分でなかった領域があったことの表
れです。

ここ数年は、日本企業が海外企業を買収するケースが増え
ていますが、特に、現地情報が蓄積していない新興国で事業
を行っている対象会社を調査しなければならないケースでは、
対象会社の特性に合った範囲と深度でDDの手続を行うことが
必要です。その例として、最近は、不正リスクに焦点を当てた
インテグリティ DDも行われるようになっています。

2.	事業計画を批判的に検討するステップ

第2に、買収プロセスにおいて、将来の事業計画を批判的に
検討するステップが組み込まれていることが重要です。売り
手作成の事業計画が楽観的過ぎないかを検討する作業は必ず
行われると思いますが、それを案件検討チームが修正した事
業計画も楽観的なものになることがあります。案件検討チーム
も心理的に買収案件を成立させることを目的とてしまうことが
あるためです。そこで客観的な目を入れることが必要です。1
つの方策として、買収後にその事業を管掌する部門の責任者
が事業計画の背後にある前提条件を承認するステップを入れ
るというものがあります。また、買収後数年間にわたり買収時
の事業計画の達成度をモニターし、実績とのギャップが生じ
たときに、原因を分析して、次回のM&Aのプロセスの改善に
活かすという仕組みを導入している会社もあります。

3.	シナジー効果の定量化と実現計画の策定・モニタリング

第3に、事業計画との関連で、シナジー効果の定量化も重
要です。KPMGが3年前に実施した調査では、シナジー分析
を「まったくしない」または「ほとんどしない」という会社は全
体の44％にのぼりました2。その分析の内容についても、コス
ト削減効果の計算は一般的に行われるようになっていますが、
収益シナジーについては、依然として重点が低いようです。
シナジー効果を算定していても、それをどう達成するかの計
画に落とし込み、進捗をモニターしている割合はさらに少なく
なります。まず、シナジー効果をきちんと定量化し、定量化し
たシナジー効果を達成するための計画を策定し、実績を把握
して、計画の進捗状況をモニターしていくということが、買収
価格に織り込まれた効果を実現して、減損を回避するために
は重要になります。

4.	その他

これまでに述べたことが確実に実行されるように、買収に係
る社内での意思決定のガバナンスの仕組みを整備・運用する
ことや、買収プロセスを振り返るための内部監査などの事後
チェックを整備・運用することも必要でしょう。

PMI（M&A後統合策）も重要です。前述のシナジー効果の
実現もこれに含まれますが、それだけでなく買収対象企業の
単独企業としての既存の価値を維持しつつ、買収の効果を最
大限に発揮するために、M&A後の統合計画をDDの段階で早
期に策定し始め、それをクロージング後にすぐに実施に移し、
実施状況をモニターし、計画とのギャップが生じたら直ちに是
正措置を講ずることで、当初の想定どおりに統合効果を実現
し、減損を回避できる可能性が高まります。

日本基準を採用している会社では、さらに、「のれん」の償
却期間を現実的な期間に設定することが減損の回避につなが
ります。前述のとおり、最近3年間の日本企業の日本基準によ
る減損例ではほとんどが買収後5年以内で減損しています。世
の中の変化のスピードが速まり不確実性が増している中、20
年の償却期間が適切かを吟味する必要があると思われます。

さらに、米国基準を採用している会社では、経営者の見解
と株価との関係の整合性を保つために、IRも重要です。

本稿に関するご質問等は、以下の者までご連絡くださいま
すようお願いいたします。

株式会社 KPMG FAS　
パートナー　加藤　健一郎
TEL: 03-5218-6408
kenichiro.kato@jp.kpmg.com 

2 �“A new dawn: good deals in challenging times” KPMG International, 2011

mailto:yasuhiko.otani@kpmg.com


52

© 2014 KPMG Consulting Co., Ltd., a company established under the Japan Company Law and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG 
International”), a Swiss entity. All rights reserved.

KPMG Insight  Vol. 6 / May 2014

経営トピック④

シェアードサービス、アウトソーシングの新しい潮流
KPMG コンサルティング株式会社
シニアマネジャー　江本　和徳

欧米を中心に近年たいへんな盛り上がりを見せているシェアードサービス、ア
ウトソーシングの新しいコンセプトであるグローバルビジネスサービス（GBS：
Global Business Service）について、経営戦略上の位置付けとその誕生に至る
までの歴史的変遷を概説します。また、20% から 40% と言われるコスト削減
効果、それに加えて経営にもたらす様々な効果、価値についてご紹介します。
なお、文中の意見に関する部分は筆者の私見であることをあらかじめお断りい
たします。

 

【ポイント】
◦	�シェアードサービス、アウトソーシングの歴史とは業務標準化とネットワー

ク技術の進化が可能にした業務、インフラ集約化の歴史である。
◦	�この歴史的な流れは今も継続して進んでおり、よりグローバルに、またよ

り多くの業務領域について集約化が進められている。
◦	�集約化の現在における形がグローバルビジネスサービス（GBS）であり、

これはグローバルに統合されたシェアードサービスとアウトソーシングの
ハイブリッドモデルと言える。

◦	�グローバルビジネスサービス（GBS）は単なる間接費の削減にとどまらず、
現在の企業経営に求められる迅速性やブランド価値保全といった効果をも
たらす。

Ⅰ シェアードサービス、アウトソーシン
グの歴史的発展

シェアードサービスとアウトソーシング、これらは一般に経
営の効率化を考える上で同じ文脈で話されることが多いので
すが、その経営手法としての誕生時期は異なります。異なる
タイミングで発生したこの2つの手法はともに企業組織のリス
トラクチャリングを代表するアプローチとして次第に混ざり合
い、産業エコシステムの効率化、構造化という大きな潮流とな
ります。2000年代のアメリカではシェアードサービスかアウ
トソースかという対置で語られることが多かったのですが、現
在ではその2つはハイブリッドに組み合わされ、グローバルビ
ジネスサービス（GBS）というデリバリーモデル、組織構造に
統合されています。

1.	シェアードサービスの定義

シェアードサービスとは、複数の組織で共通に実施されて
いる業務を集約・統合化し、スケールメリットにより、各組織
で個別に実施している場合よりもはるかに低いコストで同等の
業務をサービスとして提供するという経営手法です。シェアー
ドサービスの定義として、これを独立した法人として行うこと
を要件とするかについては議論が分かれているところですが、
本稿ではシェアードサービス自体の組織形態については特に
問わず、企業（グループ）組織内に分散した共通業務の集約化
をもってその要件とします。

2.	シェアードサービスの誕生

経営手法としてのシェアードサービスの起源は比較的新し
く、1980年代にGeneral Electric社において導入されたケース
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が最初とされています。その後1990年代に入り、グローバル
市場での競争力強化に向けた企業リストラクチャリングの手法
として多くの多国籍企業に導入され、現在では、Fortune 100
に数えられる企業のうち約85％が何らかの業務についてシェ
アードサービスセンターによって集約された形でのオペレー
ションを行っていると言われています。

3.	シェアードサービスの拡大する活用

企業におけるシェアードサービス利用は情報システム部門か
らスタートしますが、その後すぐに業務の共通性が比較的高
い人事および会計領域での導入が盛んになります。また、そ
の当時、導入目的としては間接部門のコスト削減が主たるもの
でしたが、次第に単なるスケールメリットを越えた専門化組織
による学習、最適化による業務品質の改善が注目されるように
なりました。

2010年代に入り、市場での人的リソース調達が難しい特定
の専門領域、法務や税務等において専門家の知見をより広く
グループ組織全体で活用する仕組みとしてのシェアードサー
ビスが、専門家集約（Center of Expertise、以下「CoE」という）
という文脈において取り入れられてきます。

4.	アウトソーシングの導入

一方、アウトソーシングの歴史はシェアードサービスより
古く、1960年代に情報システム分野で最初に導入されまし
た。当時、情報システムでは必要とされる設備投資の価格が
あまりに高く、またそれを運用できる人的リソースが非常に限
られていたので、市場需要を効率的に満たす必要性からEDS

（Electronic Data Systems）社1が顧客各社に対して専有ではな
く、複数顧客企業でインフラ、人的リソースを共有する形での
サービス提供を開始したことが始まりとされています。

5.	アウトソーシングの拡大する活用

アウトソーシングの目的としてはシェアードサービスのそれ
と異なります。誕生した当時は上記のEDS社の事例にあるよ
うに需要と供給のアンバランスに対し、供給側がより効率的に
供給するためのデリバリーモデルとして考案されました。

その後、時代が進み1990年代になると経営戦略論の浸透と
ともに、コアコンピタンスへの経営資源集中という文脈におい
てアウトソーシングは再び脚光を浴びることになります。企業
にとって競争優位と直接に結びつかない業務についてはこれ
を専業ベンダーにアウトソースし、自社の人的リソースはコア
コンピタンスに集中するというあり方が競争優位の確立を目指

す多くの企業によって選択されました。

6.	�グローバル化に伴うシェアードサービスとアウトソー
シング

詳しくは後述しますが、昨今では経営環境のグローバル化
を受け、地理的、言語的な制約により自社のシェアードサー
ビスがカバーできない海外拠点に対する業務サービス提供を
行う目的でアウトソーシングを活用するケースが増加していま
す。この目的では1990年代にはメガソーサーと言われる巨大
企業が、2000年代には世界各地の拠点ごとにローカルサービ
スを展開するベンダーを複数社組み合わせるマルチソーシン
グといわれる手法が欧米の多国籍企業を中心として数多く採
用されました。

7.	デリバリーモデルの革新

デリバリーモデルの革新という観点では、1990年代末期に
オフショアリングによるコスト削減を掲げ、インド系オフショ
アベンダーが興隆しはじめます。彼らは自国の安い人的リソー
スを活用したアウトソーシングサービスを、大企業の持つ世
界中の拠点に対して提供することで、アウトソーシング市場に
おける価格破壊をもたらしました。これによりアウトソーシン
グはより安い労働力を求めてデリバリーセンターを移動させ続
けるフローティングロケーション、フローティングデリバリー
の時代を迎え、この流れは現在にまで一貫して続いています。
この流れは新興国と先進国間での定常的な富の移動を実現す
ると同時に、先進国におけるホワイトカラー労働者の失業率上
昇の原因となっていると言われています。

Ⅱ ERPの導入により高まったシェアード
サービス、アウトソーシングの有効性

業務の標準化を伴うERP（Enterprise Resource Planning ）
パッケージの導入が大企業を中心に広く進んだことは、シェ
アードサービス、アウトソーシングの進展に2つの点で大きな
影響を与えました。

1.	�ITシェアードサービスセンター型の保守運用とアウト
ソーシングベンダー

1点目は旧来のスクラッチ開発が主であった基幹システムと
違い、パッケージをベースに開発された基幹システムは、運
用保守に求められるスキルセットの大部分がシステム間で共

1	� EDSはテキサス州プレーノに本社を置き、グローバル展開していたITサービス企業であり、1962年の設立当初にいち早くITアウトソーシングサー
ビスを確立したその道の先駆者的企業である。2008 年ヒューレット・パッカード（HP）が買収し、HP の事業部となる。
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通しており、グループ全体のシステムを一括で管理するITシェ
アードサービスセンター型の運用保守はその業務を今までより
はるかに効率的に行えるようになったということです。アウト
ソーシングベンダーにとっても、大部分が共通化されたシステ
ムの運用保守は今まで以上に多くの顧客システムを共通のリ
ソースプールで運用保守することが可能になるというメリット
があり、インド系の大手アウトソーシングベンダーは自社の巨
大なリソースプールを今まで以上に高い稼働率で運用するこ
とでビジネスを一気に成長させました。

2.	�企業グループ標準ビジネスプロセスの実現とグローバ
ルアウトソーシング

2点目に、多くのERP導入ケースにおいて、その前段階とし
てBPR（Business Process Restructuring）を行っており、この
結果、企業グループ内において業務プロセスの多様性、ばら
つきがある程度共通化され、企業グループ標準のビジネスプ
ロセスが実現したということがあります。この業務の標準化に
よって集約可能な業務の範囲は拡大し、また、集約の程度が
著しく高まりました。特に、グローバル経営基盤整備としての
BPR、ERP導入は企業グループにとって国境をまたいだシェ
アードサービス、アウトソーシングの集約を可能にし、このこ
とがオフショアリング、ニアショアリングの活用によるグロー
バルアウトソーシングを可能にしたと言えます。

3.	�ITベンダーのソフトウェア開発とシェアードサービ
ス、アウトソーシングの促進

ERPの成り立ちは汎用機上で動く基幹業務システム、特に
会計システムを開発していたIBMやその他大手ITベンダーの
開発者がソフトウェア開発の効率化を追求する中でソフトウェ
ア再利用というコンセプトに行き着いたことにその起源がある
とされています。

複数の企業が個別に設計開発するのではなく、各社ごとの
細かい要件の違いをカスタマイズによって吸収することが可能
なソフトウェアをパッケージとして集中的に開発し、複数の企
業が共通で利用できるようにするというビジネスモデルで、こ
れは開発アウトソーシングの一形態と考えられます。

このように、そもそもソフトウェア開発効率の向上や、また
リソースの集中による品質の向上といったシェアードサービ
ス、アウトソーシング的な目論見によって誕生したERPという
コンセプトが、その有用性により広く世界中で受け入れられた
結果、受け入れた側である企業のシェアードサービス、アウト
ソーシング利用を劇的に促進したという歴史は産業エコシステ
ムにおける共通化（標準化）と集中化（集約化）のメカニズム
を考えるうえで非常に興味深い現象だと思います。

Ⅲ 集約化を実現する必要条件としての
ネットワーク技術の成立と進化

1.	�ネットワーク技術の急激な進化とシェアードサービス、
アウトソーシング

企業における標準化、共通化をもたらすBPR、ERP導入が
シェアードサービスやアウトソーシングの有効性を産み出す企
業側の取組みだとすると、市場および経営技術環境における
もう1つの大きな変化がネットワーク技術の急激な進化です。

前述したようにビジネスとしてのアウトソーシングは情報技
術の分野から始まりました。情報技術の発達というのは20世
紀以降の経営環境におけるもっとも大きな変化と言えますが、
その成立当初、コンピュータはネットワークされていないスタ
ンドアローンの計算処理装置でした。

たとえば、オフィスコンピュータにおいて計算処理はそれを
操作する拠点の端末内で完結しており、定常的にネットワーク
されたコンピューティングというのは、後のクライアントサー
バー型システムの誕生まで、ビジネスの世界ではマイナーな存
在だったと言えます。本稿ではこのコンピュータネットワーク
の設立について詳細には触れませんが、クライアントサーバー
型システムの展開とそれを越えたインターネットの設立、これ
らネットワーク技術の進化は、コンピュータリソース（処理能
力）の生成および保管をその消費つまりコンピュータの利用か
ら分離していきます。このことがコンピュータを利用する場所
から地理的に離れた場所でのシステム構築や保守運用を可能
にし、データセンター、ITシェアードサービスそしてITアウ
トソーシングといった集約化とそれによる規模の経済の実現を
可能にしたのです。

2010年代に入り、クラウドコンピューティングがアプリケー
ションやプラットフォームの領域でもてはやされていますが、
これもコンピューターリソース生成の企業を越えた集約、そし
てサービスとして遠隔地にいる消費者（ユーザー）に届けると
いう意味では上記と同じデリバリーモデルであり、大きな意味
でのアウトソーシングに含まれると言えます。

また、ネットワーク技術の進化の影響はITシェアードサー
ビス、アウトソーシングのみに留まりません。その他多くの業
務に置いてもシェアードサービス、アウトソーシングによる人
的リソースの集約化はユーザーとサービス提供するデリバリー
センターとがネットワークによって繋がれている事を前提とし
て成立しており、かつて郵便によって受け渡しが行われてい
た業務の連携がファクシミリ、電子メール、業務システムの共
通利用という形で高度化し、リアルタイム化してきました。こ
のことはシェアードサービス、アウトソーシングの質的な革新
をもたらすと同時にその対象とする業務を拡大し続ける大きな
要因となっています。



55

© 2014 KPMG Consulting Co., Ltd., a company established under the Japan Company Law and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG 
International”), a Swiss entity. All rights reserved.

KPMG Insight  Vol. 6 / May 2014

経営トピック④

2.	シェアードサービスとアウトソーシングの向かう先

ここまで、シェアードサービスとアウトソーシングの誕生か
ら今日までの歴史を簡単に概説しました。絶え間なく効率化を
目指す企業自身による内的な取組みとしての標準化、共通化
と企業の経営環境におけるネットワーク技術の進化、この2つ
が揃った時、ネットワークを用いた業務、インフラの集約化が
可能となり、この集約化による大幅な効率化がシェアードサー
ビス、アウトソーシングの有効性を、またビジネスにおける価
値を産み出してきたと言えます（図表1参照）。その歴史に一
貫するダイナミズムを軸として捉えると、シェアードサービス、
アウトソーシングの向かう先が見えてきます。それはより高度
な標準化とより広範な共通化、そしてクロスボーダーな集約化
です。

Ⅳ
シェアードサービス、アウトソーシン
グの新しい潮流、グローバルビジネス
サービス（GBS）

1.	シェアードサービスとアウトソーシングの課題

シェアードサービスについては前述したように既にほとんど
の大企業が導入しており、その多くのケースで効果が継続的
に確認されています。また、アウトソーシングビジネスはその
誕生以来成長し続けており、2017年には112兆円市場にまで
達すると予想されています。

では、シェアードサービス、アウトソーシングというモデル
は既に完成しているのかというと、そうではなく、いまだ多く
の課題を抱えておりその発展の途上にあると考えられていま
す。以下にシェアードサービスおよびアウトソーシングが持つ
今日の課題について紹介します。

（１）	グローバル対応できないシェアードサービス
普段、お客様とお話しする中でシェアードサービスに関する

課題をお尋ねしますと、皆様が最初に挙げられるのがシェアー
ドサービスセンターのグローバル対応です。特に、日本企業
についてはこの傾向が強く、本社主導で設立されたシェアー
ドサービスセンターが海外拠点に対してサービス提供できな
いというお悩みをよく伺います。この結果、海外拠点では各拠
点ごとに、場合によっては各社ごとに業務を行っており、結果
として海外売上比率の増加とともに間接費比率が大幅に上昇
してしまうという事態を引き起こしています。

このグローバル対応できないシェアードサービスは間接費上
昇以外にもブランド価値に対する毀損をもたらす場合があり
ます。消費者向けのコールセンターの例を挙げますと、国内で
はシェアードサービスとして製品やサービスの垣根を越えて集
中化されているコールセンターは共通化された顧客接点とし
てブランド（企業ロゴ）に共通するユーザー体験を実現してい 
ます。

しかし、グローバルにビジネスが展開する中で、コールセン
ター等が拠点ごとにサイロ化してしまい、その結果、市場に
よってサービスのレベルが異なる、同じ製品に対するお問い
合わせ、同じサービスについての契約変更の依頼について日
本では満足する対応を受けていたのが、海外では不十分な対
応しか受けられないといった状況を生みます。こういったユー
ザー体験、ブランド体験の違いがグローバルにネガティブな
評価を蓄積し、企業のブランド価値を大きく毀損することが起
こり得るのです。

また、このユーザー体験の違いが市場の成熟度に併せた戦
略的な意思決定に基づくものであればまったく問題がないと
言えます。しかし、分散したコールセンターオペレーションの
例で明らかなように、拠点ごとに分散したオペレーションの下
では戦略的なグレーディング（サービスレベルの段階付け）を
行うことは非常に難しく、第2の問題、業務オペレーションが
経営戦略を反映できないという課題を引き起こします。

図表1　2つの原因により成立するアウトソーシングとシェアードサービス

企業自身による効率化の取組み

外部要因としての技術環境の変化

業務、技術の標準化

ネットワーク技術の進化

共通業務とインフラの集約化アウトソーシング シェアードサービス化

企業グループを越えた集約 企業グループ内での集約
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（２）	拠点ごとにばらばらなアウトソーシング契約
アウトソーシングについても本質的な課題はシェアードサー

ビスと類似しています。今日でも多くの企業が拠点ごとに異な
るベンダーと、時には同じベンダーと拠点ごとに個別の契約を
行っています。しかし、一般にアウトソーシングは対象として
いる業務のボリュームによって価格（単価）が変わってくる価
格体系（ボリュームによるディスカウント幅が大きい）をとっ
ている場合が多く、同じサービスについて拠点別にばらばらの
契約を持つということは企業グループ全体で考えるととても高
い買い物をしていることになります。そして、多くのケースで
このことが間接費の高止まりをもたらしています。

また、拠点ごとにベンダーが異なることにより提供される業
務サービスの内容、品質が違ってくることは拠点を越えたグ
ローバルなオペレーションを行う際に深刻なボトルネックとな
ります。

たとえば、新製品やサービスを市場に投入する際必要とな
るIT、バックオフィス業務の変更について、ある拠点では即
座に対応できたものが別の拠点では大量の追加コストと時間
をかけても対応が完了しないといった事態が現場においてよく
報告されています。

そのほかにも必要な対応を拠点ごとのアウトソーサーと個別
に調整することのコスト面、リードタイムの面での損失は大き
く、戦略の迅速な実行を損なう理由となっています。この問題
は事業を買収した際にはっきりと顕在化してきます。グローバ
ル複数拠点を持つ事業を買収した際、拠点ごとに異なるアウ
トソーサーとの契約調整、価格調整を行うことは買収後のス
ムーズな統合を著しく遅延させます。

（3）	�シェアードサービスセンターのコストセンター化による弊害
このほかの課題として、シェアードサービスセンターがコス

トセンター化していることによりもたらされる弊害が挙げられ
ます。これは主に間接業務部門を集約した際によく見られる問
題で、コストセンターとして一定レベルのサービスを継続して
提供することを求められるシェアードサービスセンターは能動
的に業務を改善し、効率を上げることを行わなくなるというこ
とがよく起こります。

業務部門の一部として本社もしくは各事業部組織に組み込
まれていたときには部門の優先度や方向性に即応していたも
のが、組織、場合によっては法人格の壁に遮られ、単なるルー
ティンワークをこなすだけのコストセンターとして取り残され
るという事態が起こるのです。

また、この問題は根が深く、一般的にシェアードサービスセ
ンターで働く従業員にはキャリアアップの機会も制限されてい
る場合が多く、このことがシェアードサービスを構成する従業
員の働くモチベーションを引き下げているという状況を実際に
よく見受けます。これらの結果として改善し、効率化するモチ
ベーションは組織としても、組織を構成する人のレベルにおい
ても非常に低くなってしまいます。

（4）	サービスレベルアグリーメントの弊害
これと類似した問題はアウトソーシングについても存在

します。アウトソーシングのサービスデリバリー管理者は一
般に契約時にサービスレベルアグリーメント（Service Level 
Agreement、以下「SLA」という）でコミットされた指標のみ
を達成することが求められ、現実にユーザーの持っている期
待値や業務上の緊急性、優先度といったことを意識しなくなっ
てしまう傾向が見られます。企業の経営環境はダイナミズムを
増し続けており、経営戦略上の優先度、フォーカスは日々変わ
ると言っても差し支えありません。

しかし、一般にアウトソーシング契約は3年から5年といっ
た期間で締結されており、その契約書で対応が約束される優
先度、期待値は契約時点でのものでしかありません。少なくと
も四半期ごとに見直され更新される経営上の要請にたいして、
アウトソーシングされた業務オペレーションははるかに長い周
期でしか反映することができないという事態が起きてしまい、
このことが企業全体として戦略実行する際のボトルネックと
なってしまうのです。

2.	�シェアードサービス、アウトソーシングサービスの課
題解決策

前段（Ⅳ.1）でシェアードサービス、アウトソーシングにお
ける現在の課題について代表的なものを紹介しました。ここか
らはこれらの課題についての現実的な解決策として昨今、欧
米の多国籍企業を中心に導入が進んでいるグローバルビジネ
スサービス（GBS）について紹介します。

（1）	グローバルビジネスサービス（GBS）の定義
グローバルビジネスサービス（GBS）はまさに今、世界中で

検討され、また導入が進められているトピックであり、その定
義については地域、企業ごとに若干異なる部分がまだあると
言えます。しかし、すべてに共通している定義としては「複数
の業務、組織機能をまとめプロセスを一貫して（end to end）
サポートするシェアードサービス型サービス提供モデルで、同
一プロセスについてはグローバルで1つの組織において管理さ
れる。また、単一のプロセス管理層のもとインソースとアウト
ソースを組み合わせてコスト、品質面での最適化されたサー
ビス提供が行われる」というものになります。まとめると下記
の特徴を持ちます。

①	 �アウトソーシングとシェアードサービスの良いところを組み合わ
せたハイブリッドモデルである。

②	 �ITや経理、人事といった業務や組織機能の単位ではなく、受注
から請求といった業務プロセスごとに責任者と管理組織を持つ。

③	 �グローバルで1つの組織、責任者、管理層を持つ。
④	 �組織は疑似的に独立採算の企業体のように振る舞う。
⑤	 �グローバルに分散した専門家やツールをバーチャルにまとめた
CoEを形成する。



57

© 2014 KPMG Consulting Co., Ltd., a company established under the Japan Company Law and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG 
International”), a Swiss entity. All rights reserved.

KPMG Insight  Vol. 6 / May 2014

経営トピック④

（2）	グローバルビジネスサービス（GBS）の導入効果
P&G、Cisco、ドイッチェバンクといった企業が既にその素

晴らしい導入効果を公表しておりますが、その実現形態につ
いては各社異なるところもあります。その中でも各社に共通す
るところとして下記の特徴が挙げられます。

①	 �シェアードサービスのグローバル化によるコスト面での効果
②	 �プロセスオーナーシップの確立による自立的な改善効果
③	 �インソースとアウトソースの最適な組み合わせによるコストと品
質の両立

3.	�シェアードサービスとグローバルビジネスサービス
（GBS）との比較

グローバルビジネスサービス（GBS）を先行して導入してい
る企業では、シェアードサービスのグローバルな統合という位
置付けで取り組んでいるところが多く、また元来サイロ化した
シェアードサービスの弊害を取り除くという試みの中で発案さ
れたモデルであるため、旧来のシェアードサービスとの比較と
いう観点からみるとその価値がはっきりとみえてきます（図表
2参照）。

4.	�メガディール、マルチソーシング、グローバルビジネ
スサービス（GBS）への変遷

また、グローバルビジネスサービス（GBS）はアウトソーシ
ングのグローバルデリバリーモデルとして捉えることもできま
す。アウトソーシングの歴史的発展という観点から旧来のデリ
バリーモデルと比較するとその変遷は図表3のとおりです。数
少ないグローバルデリバリー可能なメガベンダーの寡占状態
から拠点ごと、領域ごとのニッチベンダーを組み合わせたマル

チソーシングの時代、そして今、マルチソーシングによるコス
ト面でのデメリット、また拠点サイロ化やプロセス分断の課題
を解決するソリューションとしてのグローバルビジネスサービ
ス（GBS）が新しいメインストリームになろうとしています。

Ⅴ グローバルビジネスサービス（GBS）
の経営的価値

ここでは改めて、グローバルビジネスサービス（GBS）の経
営的価値をまとめます。

その適応範囲は会社によって異なり、また、適応箇所によっ
てそこから得られる価値は異なりますが、数多くの導入事例の
中に共通する効果があり、そこには単なる間接費削減を超え
た様々な価値が報告されています。その中でも代表的な、ま
た、今日の日本企業にとっても必要とされると思われる価値に
絞って紹介します。

1.	�グローバルな業務の集中によるオペレーショナルコス
トの著しい削減

実際に多くの導入事例において導入を決定した主要な動機
として挙げられた価値は、世界中に分散する共通業務の集中
化による主として間接費の削減効果です。多少繰り返しになっ
てしまいますが、日本においても多くの企業がグローバルなビ
ジネス展開を急ぐ一方で、それをサポートする各種ビジネス
サービス、たとえば人事や経理、調達のシェアードサービス
などは国内の拠点、ユーザーに対してしかサービス提供でき
ない状況にあります。このため、海外の拠点ではその多くが、
各拠点ごとになんとなく自前で業務を行っていたり、また独自
の判断でローカルベンダーにアウトソーシングしていたりしま

図表2　シェアードサービスとグローバルビジネスサービス（GBS）の比較

シェアードサービス グローバルビジネスサービス（GBS）

概要 ◦	�コスト効率を改善するためのオペレーション集約モデル
◦	�間接費削減の手段
◦	�規模の経済性を追求
◦	�定型的な処理の反復

◦	�戦略的なサービスデリバリーモデル
◦	�経営の迅速さを向上させる手段
◦	�規模の経済性と技術の経済性を実現する
◦	�戦略的な優先度の反映

グローバル対応 ◦	�ローカルまたは地域ごとの組織
◦	�最小限のオフショアとアウトソーシング

◦	�グローバルで１つの組織
◦	�オフショアとアウトソーシングの積極的な活用

標準化の程度 ◦	�業務内で閉じられた機能的な標準化 ◦	�エンタープライズ標準の定義と導入

管理運用体制 ◦	�業務機能ごとにサイロ化
◦	�業務機能単位での管理組織
◦	�事前定義されたルールに基づいた定常的な運用

◦	�複数業務機能にまたがる
◦	�ビジネスプロセスに一貫したオーナーシップ
◦	�有効性に対する継続的な最適化

運営の特徴 ◦	�間接部門特有のメンタリティ
◦	�限定的なキャリア機会
◦	�SLA志向の運営

◦	�独立した事業者的な特徴を持つサービスデリバリー
◦	�将来のビジネスリーダーを育成
◦	�KPIとスコアカードによる運営



58

© 2014 KPMG Consulting Co., Ltd., a company established under the Japan Company Law and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG 
International”), a Swiss entity. All rights reserved.

KPMG Insight  Vol. 6 / May 2014

経営トピック④

す。グローバルビジネスサービスによりこれら重複する冗長な
業務を集約し、その中で可能な業務についてはニアショア、オ
フショアアウトソーシングを活用することで二段階のコスト削
減が可能になります。一般的にこれらの取組みによる直接的
なコスト削減効果は安定稼働した時点のコスト比較において
平均して約20％程度と言われています。

2.	�プロセスオーナーシップの確立による自律的な、継続
的な効率化

従来のシェアードサービスはITや人事といった業務単位ま
たは地域ごとといった限られた範囲での集約であったのに対
し、グローバルビジネスサービス（GBS）は複数の業務を横
断するプロセスという軸によるグローバルな集約化を行いま
す。そして、この集約、集中化されたプロセスに対して明確
なオーナーシップを持つグローバルプロセスオーナー（Global 
Process Owner、以下「GPO」という）が任命されます。この
GPOは対象範囲であるプロセスに対して、サービス品質、コ
スト効率、またITをはじめとする技術面でのアップデートや、
後述する経営戦略に対する最適化といった面での責任を負い
ます。このGPOのリーダーシップのもと、一時的ではない企
業経営の動的な変化に即応したダイナミックな最適化、効率
化を実現します。たとえば、作業の自動化、セルフサービス
化や業務改善といったオペレーションの最適化によるコスト削

減効果は安定稼働した時点でのコスト比較で約10％から20％
と言われています。

3.	企業戦略に対するオペレーションの最適化

シェアードサービス、アウトソーシングの黎明期、サービス
レベルの低さ、ユーザビリティの低下に悩まされた企業はベン
ダーのサービスレベルをいくつかの指標によって管理し、各指
標について一定のレベルを契約の中で約束させるSLAによっ
てサービスレベルを必要最低限のレベルに保つことを行ってき
ました。このSLAによる運営は契約当時想定された必要最低
限なサービスを確保することには役に立ちますが、前述しまし
たように、動的に変化する経営戦略に対応することができない
という問題点があります。グローバルビジネスサービス（GBS）
では本来長期契約のなかで使われるSLAではなく、より短期
的なサイクルで経営の方向性を反映させるKPI、スコアカード
による運営、管理を行います。このことにより経営戦略からブ
レークダウンされる今の必要性や優先度を反映したオペレー
ションの最適化が可能となります。

たとえば、経営戦略上、特定拠点での販売活動に重点を置
く場合、ITサービスにおいても拠点の販売システムに対する
変更は優先的に対応されるべきです。従来のサイロ化したIT
サービスが乱立している状況ではこういった拠点をまたがった
優先度の設定や、それに基づくサービス、リソースの優先的

図表3　メガディール、マルチソーシング、グローバルビジネスサービス（GBS）

1990年代
巨大ソーサーとシェアードサービスの時代

2000年代
マルチソーシングの時代

2010年代
統合と最適化の時代（GBS）

背景 •	�アウトソーシング黎明期
•	�少数のグローバルソーサーによる寡占市場
•	�単純作業のみが対象

•	�インド系ベンダー台頭
•	�オフショア型デリバリーモデルの成熟
•	�地域、業務ごとに複数アウトソーサー
を採用

•	�グローバルでのベンダー統合と最適化
•	�キャプティブ型とアウトソーシングの
組合せ
•	�CoEサービスの拡充

施策 •	�シェアードサービス設立
•	� IT アウトソーシング

•	�マルチソーシング
•	�オフショアソーシング
•	�BPO

•	�GBS（グローバルビジネスサービス）

効果 •	�一時的なコスト削減
•	�専門技術リソース不足の解消

•	�コア業務への集中
•	�オフショア活用による一層のコスト削減

•	�デリバリーセンターの集約と業務の標
準化
•	�統合によるコスト削減
•	�PMI のリードタイム短縮

課題 •	�継続的なコスト削減要求に対応ができない
•	�サービスレベル低下
•	�ユーザー不満の増大
•	�ベンダーによるロックイン

•	�複雑な契約体系
•	�ユーザー不満の悪化
•	�拠点をまたいだ冗長性
•	�業務の分断化と不透明感
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な割当は難しく、年度ごとの予算計画、配賦を通じた間接的、
また限定的な形でしか戦略を反映させることができませんで
した。グローバルビジネスサービス（GBS）では前述のGPOに
よる経営戦略へのコミットメントが強化され、戦略立案、修正
のタイミングでオペレーションに求められる優先度がKPIに反
映されるようになります。そして、このことが経営戦略に対す
るオペレーションの自律的、連続的な最適化をもたらします。

4.	�M&A、リストラクチャリングを迅速に行う経営基盤

現代の経営環境においてM&Aによる事業の獲得は企業の成
長戦略上、今までにないほど重要な手段となっています。言
い換えると事業の獲得とそのスムーズな統合は企業の成長の
スピードを決定付ける重要な要素となっていると言えます。

グローバルビジネスサービス（GBS）の導入により企業の基
本的な業務が共通化し、集中化されていることは新しく獲得
された事業とのPMI（Post Merger Integration）を著しく簡易
にし、そしてそれにかかるリードタイムを短縮します。これは
事業の獲得から統合による企業価値の算出までの迅速化であ
り、歴史上かつてないダイナミックな市場に直面している今日
の企業経営にとって必要不可欠な柔軟性をもたらします。グ
ローバルビジネスサービス（GBS）の導入によるPMIの効率化
は、一般に平均して約50％程度のリードタイム短縮をもたら
すと言われています。

5.	新興市場に対する迅速なビジネス展開

先進国の企業にとって今、最も重要な経営課題として挙げ
られるのが新興市場への迅速なビジネス展開です。拠点法
人の設立から現地での活動開始まで、一からすべての業務を
新たに作り上げることに比べ、グローバルビジネスサービス

（GBS）が新しい拠点をユーザーとして追加することは圧倒的
に短期間で行うことが可能となります。

また、一般に新興拠点においては特定業務について人的リ
ソースが不足し、それによるサービス品質が低下することが
起こりやすいのですが、グローバルビジネスサービス（GBS）
の標準化されたサービスは世界中のどこに対しても同じレベ
ルのサービス提供が原則的に可能です。このことは新拠点設
立に伴う業務上の混乱を防ぎ、販売攻勢によるシェア拡大を
支えるのに十分なサービスを提供するだけでなく、拠点の成
長に伴う業務リソースの不足が戦略実行のボトルネックになら
ないスケーラビリティを持った業務サービスのデリバリーが可
能になります。

6.	高度に専門的な業務のグローバルな市場、拠点への対応

タックスプランニングやリスク評価、販売促進関連費用の
効果測定といった高度に専門的な業務は、旧来、専門家の数

が少ないという人的リソースの制約により一部の、多くの場
合が先進国市場においてのみ実施されていました。グローバ
ルビジネスサービス（GBS）は従来の経理、人事、ITといった
トランザクショナルな業務のみではなく、こういった高度専
門領域についてもバーチャルに集約化されたCoE（Center of 
Expertise）を設置することで、今まで届かなかった新興市場
やニッチ市場についてもこういった高度な専門サービスを提供
することを可能にします。

7.	B2C市場における共通のブランド体験

前述したように、特にB2C市場においてユーザー体験、ブ
ランド体験はブランド価値という目に見えない企業価値を決
定付ける重要な要素として今日、重要性を増してきています。
旧来、マーケティングやプロモーションといった領域において
は比較的グローバルで統一された運用がなされてきましたが、
消費者との日頃接点を持つコールセンター、ヘルプデスク等に
ついては今日でも拠点ごとに分断されたサイロ型の運用が多く
見られます。コールセンターでのインバウンド、アウトバウン
ドからヘルプデスク対応、そしてデータの蓄積、分析までをプ
ロセスの軸でグローバルに集約することにより、消費者に対し
てより一貫した共通のブランド体験を提供することが可能とな
ります。

また、世界中の市場でリアルタイムに共通の基準や分析メッ
シュによりデータを蓄積、分析することにより、サイロ化され
た市場ごとではないより大きなトレンドを早期に捉えることが
可能となります。インターネットの普及により世界の消費者が
繋がっており、お互いに顔を合わせることのない離れた所に
暮らす消費者が製品やサービス、ひいてはブランドについて
の評価を交換している現代においてこのことの持つ価値は非
常に大きいと言えます。

Ⅵ まとめ

ここまでシェアードサービス、アウトソーシングの歴史的な
変遷、そして現在の経営環境に対応したハイブリッド形態と
してのグローバルビジネスサービス（GBS）を紹介してまいり
ました。

シェアードサービス、アウトソーシングについては、多くの
日本企業においても取り入れられ、一定の効果を挙げており、
今後もその適用範囲が広がることが予想されます。しかしそ
の一方で、本稿において紹介した現在における限界や課題点
についても海外事例と同様に解決の必要性を増しており、時
には日本企業特有の文化的な特徴や、言語バリアのためによ
り一層深刻な問題となっている様子も伺えます。

そのような中で、これらの課題を解決するための施策として
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グローバルビジネスサービス（GBS）に対する注目度は日本に
おいても、非常に高まりを見せており、昨今はお客様からのお
問い合わせをいただく機会も急激に増えて参りました。KPMG
ではこの新しいソリューションについて、欧米を中心に非常に
多くのアドバイザリー業務を行っており、この領域に知見を持
つ専門スタッフもグローバルで数百名を数えるまでに至ってお
ります。今後一層のグローバル展開を目指される日本のお客
様のグローバルビジネスサービス（GBS）導入にお役に立つこ
とができれば幸甚です。

本稿に関するご質問等は、以下の者までご連絡くださいま
すようお願いいたします。

KPMGコンサルティング株式会社 
シニアマネジャー　江本　和徳
TEL: 03-3548-5111（代表番号）
kazunori.emoto@jp.kpmg.com 

※ �2014年4月1日、KPMGマネジメントコンサルティング
株式会社からKPMGコンサルティング株式会社へ社名変
更いたしました。

mailto:yasuhiko.otani@kpmg.com
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原価情報の有効活用
有限責任 あずさ監査法人　
アカウンティングアドバイザリーサービス

シニアマネジャー　黒澤　誠

近年、製造業はその生産活動の拠点を国際化させることで、生産コストの低減
を図っていますが、結果として各社の生産拠点は人件費の安い地域に集中する
こととなり、企業は生産拠点によりコスト優位性を確保することが困難になっ
ています。その一方で、昨今、アベノミクスによる物価対策が進められている
ものの、依然、消費者の財布のひもは固く、販売価格の上昇は容易なことでは
ありません。このような企業環境のなかで利益を確保し業績を拡大するために
は、しっかりとした収益性を確保することが必要となります。収益性の確保の
ためには、コスト競争力を確保することが必要不可欠であり、そのためには、自 
社で発生するコストがどのように発生しているか、原価情報を正確に把握する
ことが必要となります。そして、把握した原価情報を的確に分析することで最
適プロダクトミックスの決定や原価低減を達成することが可能になります。そ
こで本稿では原価情報の種類や活用方法、使用上の留意点について解説します。
なお、文中の意見に関する部分は、筆者の個人的な見解であることをあらかじ
めお断りしておきます。

 

【ポイント】
◦	�製造業の企業活動を最適化・合理化するためには、自社製品に関する原価

情報を正確に把握し、これを有効活用していくことが不可欠である。
◦	�目標数値としての原価情報の有効活用手段としては、標準原価計算や原価

低減といった手法が挙げられる。
◦	�損益管理のための原価情報の有効活用手段としては、直接原価計算による

CVP 分析やスループット会計といった手法が挙げられる。
◦	�原価情報を有効活用するためには、生産拠点ごとの原価情報の比較可能性

の担保や管理会計と制度会計の統合化または整合性の確保が必要となる。

Ⅰ 原価情報の重要性

企業の製造活動の成果である原価情報は、企業活動の様々
な側面で活用される重要な情報です。

この原価情報の活用方法としては、まず製造活動の目標と
しての活用が考えられます。原価情報は製造活動の結果とし
て原価計算により算出されるものですが、当初これくらいの金
額で製造できるであろうという目標としての原価との比較によ
り製造活動の良否を判断することが求められます。これについ

ては「Ⅱ.目標としての原価情報の活用」で詳細を解説します。
次に、最適プロダクトミックスや販売戦略の決定、すなわち

企業の損益管理のための原価情報の活用が挙げられます。企
業は発生する原価を何らかの原価計算方法で製品に結び付け
ることで製品原価を算定・報告することになりますが、原価は
種類ごとに発生の態様が異なるため、損益管理のためにはど
の原価情報をどのように区分して管理するかが重要になりま
す。これについては、「Ⅲ. 損益管理のための原価情報の活用」
で詳細を解説します。

上記の原価情報の活用方法の解説と併せて、その前提条件
の整備についても本稿では触れておきたいと思います。製造

	 	 黒
く ろ さ わ

澤　誠
まこと

有限責任 あずさ監査法人
アカウンティングアドバイザリーサービス

シニアマネジャー
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活動の良否は絶対的な数値としての原価情報のみでは判断す
ることはできないため、相対的な判断を行うための前提条件の
整備が必要です。また、原価情報は管理会計と制度会計とい
う2つの目的のために利用されるため、それらにおける原価情
報の関係性についても注意が必要です。これについては、「Ⅳ. 
原価情報の有効活用のための前提条件」で詳細を解説します。

Ⅱ 目標としての原価情報の活用

企業は、製造する製品の販売価格を決定するため、あらか
じめ目標となる原価を計算します。ここで目標として設定さ
れた原価金額は、企業の日々の生産活動の良否を判断するた
めの指標として実際原価との比較にも用いられることになりま
す。したがって、目標原価をどのように設定するかは、企業に
とって重要な事項であると言えます。

この目標原価は、実績原価との比較分析により実績金額の
良否の判断を行うとともに、目標原価自体の見直しの要否を
継続的に検討することになりますが、このような企業の活動は

「原価管理」と言い換えることができます。この原価管理活動
において、目標原価は2つの意味を持ちます。1つは生産活動
において達成すべき目標としての原価、もう1つは販売戦略上
求められる販売価格を実現するために達成すべき目標として
の原価です。前者にかかる原価管理活動は原価統制、後者に
かかる原価管理活動は原価低減といいます。

原価統制とは、あらかじめ定めた目標原価を指標として製
造活動を行うものであり、目標原価と実際発生原価との差額
の原因分析により、その後の原価発生額を目標原価になる
べく近似させ、維持するような改善活動を行うことを意味し 
ます。

原価統制の管理手法の主なものとしては、標準原価計算が
挙げられます。標準原価計算とは、製品ごとに材料費、労務
費、経費の標準発生額を定め、それぞれを実際発生原価と対
比して原価差異を把握し、その原因分析により原価統制を図
る原価計算手法です。標準原価計算では、標準原価と実際原
価を全体として比較するのではなく、たとえば原材料は価格

と消費数量に分けて標準と実際を比較するといったように、差
異を発生原因ごとに分けて把握することになるため、改善策
の立案を比較的容易に行うことが可能になります。

ただし、この標準原価計算による原価統制が有効に機能す
るためには、①企業環境が安定していること、②少品種大量
生産を行っていること、③製造工程は主に手作業によって行
われていること、といった条件が前提となります。昨今の製造
業を取り巻く環境をみてみると、日々めまぐるしく変わる消費
者の嗜好に対応するために、製品のラインナップは短いサイク
ルで見直され、多様な消費者のニーズに対応するため製造現
場は製造工程のオートメーション化を進めています。製品のラ
イフサイクルが短いと、原価差異の分析、対応策実施の効果
は限定的なものとなってしまい、工程のオートメーション化は、
原価差異発生額の少額化と結び付くため、製造工程における
原価削減の余地は非常に限られたものとなってきています。そ
こで、もう1つの原価管理手法である原価低減を実施すること
が必要となってきます。

原価低減とは、目標原価そのものを低減させる施策を講じる
活動です。原価統制と原価低減の大きな違いは、図表1のとお
り、前者が量産開始時に設定された標準原価を目標に製造活
動を行うことを主眼としているのに対し、後者は企業の経営・
販売戦略に基づいて量産前に原価の作りこみを行う、あるい
はいったん設定された標準原価自体を引き下げる活動を行う
点にあります。特に、製造工程のオートメーション化が進んだ
現状では、製造段階での原価削減には限界があるため、企画
開発段階における原価低減が極めて重要になってきます。

この原価低減の管理手法として原価企画が挙げられます。
原価企画とは、図表2で示すとおり、顧客の要求する品質、性
能および価格を満たすために製品の企画開発段階において実
施される原価管理活動です。

原価企画は、当初、自動車業界において導入され、現在で
は多くの企業が導入しています。しかし、その具体的な実践
内容は様々であり、単に取引先からコスト見積りを入手するだ
けの場合や熟練工が経験と勘に基づいて見積もるといった場
合もあります。

原価企画には標準的な手法は存在しませんが、重要なポイ

図表1　原価統制と原価低減の違い 

【原価統制】 【原価低減】

実際発生原価の上限値

実際発生原価の下限値

実際発生原価の上限値

実際発生原価の下限値

目標原価との
乖離を小さくする

標準の原価は一定
目標原価を低減

目
標
原
価

目
標
原
価
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ントは単一の視点で原価の作りこみを行ってはいけないという
ことです。製品は企画開発部門によって設計され、製造部門
によって製造され、営業部門により販売され、顧客によって
購入されます。おおまかに分けても4つの立場から原価につい
て検討しなければ、期待したとおりの市場の需要は望めませ
ん。一般的に、企画開発部門は高機能な製品の開発を志向し
がちであり、製造部門は定められた品質や性能を満たすこと
を重視します。これらの部門においては、良い製品を作ること
が最優先であり、原価は結果として算出されるものという考え
が強い傾向にあります。一方、販売部門は「顧客が重視する性
能や品質、デザインに関する原価が高いのはやむを得ないが、
顧客が重視しない機能に関する原価を抑えるべき」と考え、顧
客は「欲しい品質や性能を満たす商品をできるだけ安く買うこ
と」を重視する傾向にあります。彼らにとっては、それぞれの
立場の要求を満たす製品をいかに低価格で販売・購入できる
かが重要なのです。

このように、企画開発部門や製造部門の視点を重視すると、
製品原価が高くなる傾向にあるため、営業部門や顧客の視点
で「どの程度の品質・性能の製品をどの程度の価格で買いたい
と考えているのか」を検討する必要があります。

なお、この原価企画活動に用いる目標原価は市場からの要
請に基づいて決定されますが、市場のニーズは日々刻々と変
化しています。このため、原価企画による目標原価決定のス
ピードが遅ければ、製品が発売される時点では見積原価に基
づく販売価格と市場の求める価格に乖離が生じてしまう可能
性があります。よって、原価企画による原価低減活動にはス

ピード感も重要です。市場の求める品質・性能に従った見積
原価のシミュレーションを迅速に行うためには、企業は過去の
原価情報等から製品に搭載する各機能別の見積原価情報を保
持しておくことが有用と考えられます。

Ⅲ 損益管理のための原価情報の活用

一般的な原価計算では、製造活動で発生する材料費、労務
費、経費といったすべての費用を各製品に配分することになり
ます。制度会計上は、すべての費用を製品原価として集計す
る全部原価計算を行うことが求められますが、プロダクトミッ
クスやセールスミックスの策定上は、すべての費用を製品と結
び付けるのではなく、製品との関係が直接的か否かという発
生態様ごとに分類して直接的なもののみ製品と結び付ける考
え方があります。その主な方法としては直接原価計算が挙げ
られます。

直接原価計算は、発生費用を変動費と固定費に区分し、売
上高から変動費を差し引いた結果である限界利益によってど
れほど固定費を回収できるかを算定する原価計算手法です。
この考え方は、たとえば生産能力に余力がある状況において
は、発生原価のすべてを回収できなくとも限界利益がプラス
であれば固定費の回収には少なくとも貢献しているため受注
すべきといった販売戦略上の意思決定に有効です。直接原価
計算は、固定原価が多い装置型産業において有効な原価管理
手法と言われ、固定原価には製造間接費を含めることが一般

図表2　原価企画における検討 

市場からの要請に基づく原価

目標原価＝市場で要求される売価－必要利益

見積原価

過去の原価情報をベースに見積もった原価

原価低減活動（原価企画）

見積原価の設定

市場で受け入れられる売価と
必要利益から算出される原価

過去の類似製品の原価情報を参考に
積み上げで算出された原価

過去の
原価情報

直接材料費

直接労務費

直接経費

製造間接費

販売管理費
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的でしたが、近年は労務費についても発生の態様が実質的に
固定原価になりつつあります。したがって、直接原価計算上
の限界利益は売上高から材料費のみ控除した金額として捉え
ることが現在の企業環境にはマッチしていると考えられます。

直接原価計算において算出される限界利益と固定原価との
関係性を分析する手法として、CVP（Cost-Volume-Profit）分
析があります。CVP分析には図表3のような図表が用いられ 
ます。

CVP分析図表は、縦軸を売上高または総原価、横軸を生産
量または販売量とする座標に、総原価直線と売上高直線を描
くことで作成されます。総原価直線と売上高直線が交差する
点を損益分岐点といい、変動原価だけでなく固定原価も全額
回収できる売上高および総原価を表しています。この点を分
岐点として図表の左側に位置する製品については生産・販売
戦略の見直し検討、具体的には、販売価格の見直しや固定費
の契約形態の見直し等の検討が必要となります。たとえば、
販売価格を引き下げることで販売量の増加が見込まれるので
あれば、変動原価を回収できる範囲内で販売価格を引き下げ、
それにより損益分岐点を超える売上高を獲得するといった計

画を組むことが考えられます。また、販売価格の引き下げや
既存の変動費の発生割合の引き下げが難しい場合には、固定
費の引き下げを検討することになります。具体的には、費目別
分析により不要な固定費を削減することはもちろん、正社員を
派遣社員に置き換えるといった固定費の変動費化により固定
費を削減することも考えられます。

このように、直接原価計算では製品ごとの限界利益を把握
するため、企業は販売する複数種類の製品のうち限界利益の
大きい製品を優先的に生産するという判断をすることになり
ます。しかし、製品を製造する工場の生産能力には限界があ
るため、企業の利益を最大化するには、製品単位当たりの限
界利益に基づいてプロダクトミックスを決定するのではなく、
工場の生産能力単位当たりの限界利益に基づいてプロダクト
ミックスを決定することが必要となります。このように、工場
の生産能力のような「制約条件」を基準にして最適なプロダク
トミックスを決定しようという考え方をスループット会計と言
います。

スループット会計においては、製品と結び付けて認識する原
価情報は原材料費のような変動費のみとなり、販売価格から
変動費を控除した金額をスループットと呼びます。個々の製品
ごとにみるとスループットは直接原価計算における限界利益と
ほぼ同じものとなりますが、スループット会計では、制約条件
の中でスループットを最大化することを目的としています。そ
の具体例を図表4に示します。

図表4のとおり、生産活動に何ら制約がない場合（販売量に
も制約がない前提）、製品Bを優先的に生産販売することで利
益の最大化を図ることができますが、機械の生産能力に制約
がある場合、限られた時間のなかでいかに効率よく利益を獲
得できるかが重要になります。この視点に基づくと、製品Aは
加工時間当たりのスループットが製品Bの2倍あることがわか
りますので、企業は製品Aを優先的に生産販売することで利
益の最大化を図ることが可能になります。

このように、実務上は生産販売活動には何らかの制約があ
ることが通常ですので、スループット会計は直接原価計算と

図表3　直接原価計算におけるCVP分析 

金
額

生産量

売
上
高

損益分岐点売上高 総
原
価

変動費

固定費

固定費を一部回収 固定費を全額回収

図表4　　スループット会計における行動判断 

No. 項目 製品A 製品B

① 販売価格 100 円 120 円

② スループット 40 円 60 円

③ （②÷①） 40％ 50％

④ 機械加工時間 20 分 60 分

⑤
加工時間当たりスループット

（②÷④）
2円 /分 1円 /分

製品Bを優先的に
生産・販売すべき

製品Aを優先的に
生産・販売すべき

機械の生産能力は
10時間 /日
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比較してより実務的な原価管理手法であるということができ 
ます。

原価情報の有効活用の手法には、ここで示した標準原価計
算、原価企画、直接原価計算に基づくCVP分析およびスルー
プット会計以外にも、ABCやライフサイクルコスティング等、
様々ありますが、企業は自らの原価計算の現状を踏まえてより
適切な手法を活用することで企業活動の合理化・最適化を図
ることが可能になると考えられます。

Ⅳ 原価情報の有効活用のための前提条件

前述のように原価情報を有効活用するためには、いくつかの
前提条件を事前に整備しておくことが必要です。ここではそ
のうちの2つについて解説します。1つは勘定科目体系の統一、
もう1つは制度会計と管理会計の統合化です。

まず、勘定科目体系の統一についてですが、一定以上の規
模を有する企業または企業グループにおいては、複数の生産
拠点（または子会社）で同じ製品を製造することも珍しくあり
ません。その場合、原価計算は生産拠点ごとに実施されるこ
とになりますが、原価情報を活用した原価管理は生産拠点ご
とのみならず、複数の生産拠点を対象として実施することも必
要になります。すなわち、生産拠点単位で実施される原価管
理により、生産拠点ごとの原価の最適化は図られることになり
ますが、企業全体の原価管理としてはそれだけでは不十分で
あり、他の生産拠点との対比により一層の原価低減が達成さ
れることになります。

たとえば、国内拠点と比較して海外拠点では、人件費が安
く抑えられるものの、遠隔地のため原材料の調達コストが高く
なってしまう、あるいは不良率が国内工場より高くなってしま
うということが考えられます。また、販売拠点までの製品の輸
送費用も高くなってしまうことも考えられます。その場合、ど
こで製造するのが総原価を低減させることができるのかという

観点での原価管理は、複数の拠点を比較しなければ行い得な
いことになります。

図表5で示すとおり、各生産拠点における製造原価の発生状
況を総額レベルではなく内訳費目レベルで比較分析するため
には、前提として各製造拠点において共通の勘定科目体系の
もとに原価が集計されていることが必要となります。共通の勘
定科目体系の設定にあたり注意すべき点は、その原価情報を
利用する管理者がどのような視点で原価を見ているかを的確
に把握しておくことです。そうでなければ、むやみに細かいだ
けの勘定科目設定となる結果、製造原価を入力する現場担当
者に過大な負荷をかけることになるため、統一された勘定科
目の運営維持が困難になる可能性があります。

統一された勘定科目で複数拠点の原価内容を比較分析でき
れば、販売地と生産地の最適化を図る最適生産地戦略に有用
な原価情報を捕捉できることになります。この考え方を応用す
れば、自社工場での製造を行うべきか、外注加工業者に製造
を委託すべきかといった判断のためにも有効な情報を得ること
も可能になると考えられます。

次に、制度会計と管理会計の統合化についてです。制度会
計とは、会社法や金融商品取引法等の法制度に準拠した会計
のことであり、制度会計上認められている原価計算はすべて
の原価を製品に関連付けて認識する全部原価計算のみです。
一方、管理会計とは業績評価や意思決定に資する経営者等の
社内管理者のための会計のことであり、管理会計上の数値の
利用者は企業内部の関係者であるため、どのような原価計算
および原価管理の手法を採用するかは利用者の自由です。昨
今、企業で導入が進んでいるERPパッケージソフトウェアで
は、データ構造が一元化されているため、原価計算以外の領
域では制度会計と管理会計は同じデータソースを用いること
がほとんどです。しかし、原価計算についてはERPパッケー
ジソフトウェアの外枠で実施する企業も少なくないことから、
制度会計と管理会計のデータの統合が進んでいないのが現状
です。

図表5　複数拠点間の原価比較 
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前章までに解説した原価情報の活用は主に管理会計的な側
面が強いものでしたが、そこで得た結論が制度会計上の利益
に直結しなければ意味のないものとなってしまうため、管理会
計と制度会計の結びつきについて注意が必要となります。

管理会計と制度会計を結び付ける際に注意すべき事項とし
ては以下の事項が挙げられます。

まず、原価計算にかかる制度会計と管理会計の担当部門が
異なることが挙げられます。制度会計の担当部門は経理部門
であり、原価企画等の原価管理の担当部門は経営企画部門や
生産管理部門に分かれていることが一般的です。両部門の報
告対象者は異なりますが、双方に誤解が生じないように部門
間で十分な情報交換を行い、考え方のベースを合わせておく
ことが必要と考えられます。

次に、管理会計上の利益は制度会計上計算される利益とは
別の基準で算出されたものであるものの、社内の各部門の業
績は管理会計上の数値で評価されることが一般的であるため、
社内関係者は管理会計上の数値を重視しているということが
挙げられます。過去における社内の利益調整の結果、管理会
計上の利益と制度会計上の利益の関係性が確保されていない
企業においては、その関係性を確保するにあたり社内各部門
の調整が事前に必要になると考えられます。

Ⅴ 原価情報の活用プロセスの構築

原価情報の活用方法や各部署の責任が決定したら、原価情
報活用プロセス、すなわち原価管理プロセスの設計または見
直しを行うこととなります。原価管理プロセスは、図表6のと
おり、計画⇒実行⇒分析⇒改訂というPDCAサイクルによって
構成されます。

たとえば、原価管理の手法として原価企画を採用する場
合、以下のようなサイクルで原価を作りこんでいくこととなり 
ます。

【Plan】
　製品の仕様および目標原価を設定する。
【Do】
　機能別の見積原価を調査、集計する。
【Check】
　�計画した製品の仕様を満たしたうえで目標原価を達成できたかを
検証する。

【Action】
　�機能別の原価低減活動を実行する。目標原価と見積原価の乖離
が大きい場合は、製品の仕様や目標原価の見直しも検討する。

このPDCAサイクルを実施するうえでの重要なポイントは、
原価管理活動は設計開発部門や製造部門といった限られた部
署のみで行う活動ではなく、購買部門や製造補助部門、人事
部門といった様々な部署のメンバーを関与させるべき活動であ
るという点です。特定の部門のみによる原価低減活動の効果
は限定的なものにならざるをえないため、様々な部門がそれぞ
れの専門分野としての視点で原価低減のアイディアを持ち寄
ることで、抜本的な原価低減が達成されると考えられます。

また、各原価管理手法における【Check】段階においては、
様々な数値を用いて検証が行われることになりますが、その
数値自体の作りこみに注力し、肝心の【Action】につながらな
いといった事態に陥らないように注意が必要です。原価管理
は管理上の数値の作りこみ自体が目的ではなく、その数値を
利用して原価低減を達成していくことが目的であることを見失
わないように注意が必要です。

Ⅵ おわりに

以上、原価情報の有効活用方法の例示とそのポイントにつ
いて解説してきました。いずれも決して新しい考え方や活用
方法ではないものの、実際に適用している企業は必ずしも多く
ないものと思います。企業がおかれた環境は業種や個々の企
業ごとに異なるため、本稿で解説した原価情報の活用方法を
そのまま適用することが難しい場合もあると考えられますが、
貴社における既存の原価情報の有効活用のヒントとなることを
期待しています。

本稿に関するご質問等は、以下までご連絡くださいますよ
うお願いいたします。

有限責任 あずさ監査法人　
アカウンティングアドバイザリーサービス
シニアマネジャー　黒澤　誠
TEL: 03-3548-5120（代表番号）
makoto.kurosawa@jp.kpmg.com

図表6　原価管理活動のPDCAサイクル 

Plan
目標となる原価
の設定・改訂

Action
原価低減活動
の実施

Do
製造活動および
原価計算の実施

Check
発生原価の分析
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「原価計算制度」高度化支援サービスのご紹介
厳しい価格競争に勝ち抜くため、多くの企業は原価低減を目指し様々な方策を講じています。しかし現実には、原価は制度対応（財
務諸表作成、税務対応）を目的に構築された原価計算制度を基礎として計算されているのが実情です。 原価計算制度から提供される「原
価情報」を真の意味で有効活用するには、利用者目線にたった「あるべき原価情報」を再定義し、恒常的に入手、分析する一連のマ
ネジメント（管理の仕組み）を構築する必要があります。

あずさ監査法人は、企業のニーズにマッチした原価管理方針の策定と対応する原価計算制度の構築を、会計の専門家とそれを支える
ITシステムの導入経験を豊富に有するメンバーが一体となってサーポートいたします。

※�なお、監査業務および監査業務以外の保証業務における独立性の確保、業務の性質等の観点から、アドバイザリーサービスの内容、範囲について制限を受ける場合やサー
ビス提供ができない場合があり、ご希望に沿えないこともございますのでご了承ください。

お問合せ
有限責任 あずさ監査法人　
アカウンティングアドバイザリーサービス　
　
東京事務所	 TEL ： 03-3548-5120　
大阪事務所	 TEL ： 06-7731-1300　
名古屋事務所	 TEL ： 052-589-0500　
info-aas@jp.kpmg.com
www.kpmg.com/jp/aas
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海外トピック① − フィリピン

フィリピンの税務実務　第 1 回
最終源泉税の基礎と最近の動向
KPMG フィリピン　マニラ事務所
プリンシパル	 遠藤　容正
マネジャー	 矢冨　健太朗

 フィリピンには他国と同様に源泉徴収の仕組みがあり、控除源泉税（Creditable 
Withholding Tax ）と最終源泉税（ Final Withholding Tax ）の2つの制度が存在
します。
控除源泉税とは、源泉徴収義務者によって代理徴収される税のうち、所得受領
者のフィリピンでの法人所得税から控除することが可能なものをいい、フィリ
ピン国内におけるサービス取引や不動産取引に広く適用されています。
一方、最終源泉税とは、源泉徴収義務者によって代理徴収される税のうち、当
該税金の支払いによりフィリピンでの課税関係が完結するものをいい、配当や
ロイヤルティーの支払いといった取引に適用されます。最終源泉税は、国際取
引にも適用されるため、租税条約適用に関する議論を伴います。
第 1 回目となる本稿では、フィリピンにおける最終源泉税の基本的な仕組みや
課税関係を概説するとともに、租税条約適用に関する注意点、租税条約適用を
めぐるフィリピンの税務当局の最近の動向について解説を行います。以下本稿
では、特段の断りがない限りフィリピンの子会社が支払い手となり、日本の親
会社がフィリピンの子会社から利益を得る取引について見ていきます。
なお、本文中の意見に関する部分は筆者の私見である点をあらかじめお断りい
たします。

 

【ポイント】
◦	�日本の親会社がフィリピンの子会社からロイヤルティー、利息、配当を受け

取る場合、通常はフィリピンで課税対象となる。また、サービスフィー（技
術指導料や経営管理料等）は、フィリピンでサービスが提供された場合に
フィリピンで課税対象となる。

◦	�上記取引に係るフィリピンでの最終源泉税は、日比租税条約の適用により、
軽減・免除が可能となるが、租税条約の適用にあたっては租税条約救済手
続（TTRA）が必要になる。

◦	�TTRAは、租税条約の適用を行う前に申請する必要があり、手続きに瑕疵が 
ある場合、税務当局は租税条約の適用を認めないという立場をとっている。

◦	�近時の最高裁判例において、TTRA は納税者の権利を確認するための手続
きであって、租税条約のメリットそのものを否定する効力を有さないとの
見解が示され、実務上、混乱が生じている。
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海外トピック① − フィリピン

Ⅰ 最終源泉税の基礎

1.	最終源泉税の仕組み

まず最終源泉税の基本的な仕組みについて設例をもとに見
ていきます。図表1の設例は、フィリピンの子会社から日本の
親会社へ配当金100を支払い、最終源泉税として10を納税す
るケースです。他国の制度と同様に、フィリピンの最終源泉税
の制度は以下のような特徴を有します。

・�納税義務は所得の受け取り手である親会社ではなく子会社となる。
・�親会社のフィリピンでの課税関係は子会社の源泉徴収によって完
結する。
・�フィリピンでの税務調査の対象は子会社となる。
・�税務当局から納税不足を指摘された場合は、子会社に納税義務
が生じる。

2.	最終源泉税の対象となる所得の種類と源泉地の判定

サービス、ロイヤルティー、利息、配当は、最終源泉税の
対象となります。フィリピンの国内法によると、日本の親会社

（外国法人）は、フィリピン源泉所得に対して、フィリピンで
課税が生じます。

一方、フィリピン源泉所得があると判断されない場合、フィ
リピンでは課税されません。この原則を最終源泉税の対象取
引にあてはめると、図表2に示す課税関係となります。

ここでのポイントは、フィリピンの子会社から親会社がロイ
ヤルティー、利息、配当を受ける場合、通常はフィリピンで課
税対象となる点です。また、サービスフィーについては、たと
えば、日本の親会社から技術者が出張に来て、フィリピンの
子会社に技術指導をするような場合、フィリピンで課税対象
となり、サービスの提供がフィリピン国外でなされた場合は、
フィリピンでの課税対象にはなりません。

図表1 最終源泉税の仕組み

納税：10

支払：90

取引額： 100
A社から代理徴収： 10

差引 A社への支払： 90

取引額： 100
B社を通じた納税： 10

差引 B社からの受取： 90

日本の親会社A社はフィリピン子会社のB社から100の配当を受け取った。この取引に係る最終源泉税は10である。

• 所得はA社で生じているものの、B社は税金の代理徴収の義務があり、納税義務者となる。
• B社を通じた納税によりA社の当該取引のフィリピンにおける課税関係は完結する。
• B社が納税義務を負うため、最終源泉税の税務調査の対象はB社である。
• 納税額の不足を指摘された場合は、B社が追加納税の義務を有する。

A社
（日本の親会社）

B社
（フィリピン子会社）

フィリピン
税務当局

図表2　フィリピンでの課税関係

所得の源泉地の判定基準 日本の親会社が所得を受ける場合の判定

サービス サービスが提供された場所 サービスがフィリピンにおいて提供されたと考えられる場
合、フィリピンで課税対象取引となる。

ロイヤルティー 対象資産・ノウハウ等が使用された場所 通常はフィリピン国内源泉所得として、フィリピンで課税
対象取引となる。

利息 債務者の居住地 通常はフィリピン国内源泉所得として、フィリピンで課税
対象取引となる。

配当 配当を支払う法人の居住地 通常はフィリピン国内源泉所得として、フィリピンで課税
対象取引となる。
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3.	税率

日本の親会社との取引については、国内法の税率に替えて
日比租税条約の軽減税率の適用、もしくは免税措置を利用可
能です。フィリピン国内法と日比租税条約上の税率は図表3に
示すとおりとなります。ここでのサービスフィーには、たと
えば技術指導料や経営管理料が該当します。日比租税条約上、
サービスフィーは事業所得（Business Profit）にあたり、フィ
リピンに恒久的施設を有していない等の条件を満たした場合、
フィリピンで免税となります。

なお、日本での課税関係を補足すると、親会社は、受け取っ
た各所得に対して日本の法人税等が課されます。この点、フィリ 
ピンで支払った最終源泉税に対して日本で外国税額控除を適
用することにより二重課税を回避・軽減することが可能です。

4.	源泉徴収義務の発生時点

フィリピンの税法上、源泉徴収義務の発生時点は、支払い
時点、未払金の発生時点、未払費用の計上時点のいずれか早
い時点となります。理解のため、図表4に設例を示します。設
例のケースのように、未払費用の計上を行っている場合、通
常、実際の支払いに先行して源泉徴収義務が生じる点に留意
が必要です。源泉徴収義務の発生時点は、後述の租税条約救
済手続の申請期限に関連するため、特に留意が必要です。

Ⅱ 租税条約救済手続

1.	租税条約救済手続

租税条約を適用して、軽減税率もしくは免税措置を利用す
る場合、租税条約救済手続（Tax Treaty Relief Application、
以下「TTRA」という）をフィリピンの税務当局に対して事前
に申請する必要があります。この手続を期日までに行わなかっ
た場合、税務当局は、租税条約上の軽減税率・免税措置を認
めないため留意が必要です。

2.	TTRAの申請の時期

TTRAの申請は、最初の課税事象（First taxable event）の
前までに行う必要があります。最初の課税事象とは、最初の
源泉徴収義務が生じる時点です。ここでの源泉徴収義務が生
じる時点とは、前述のとおり、支払い時点、未払金の発生時
点、未払費用の計上時点のいずれか早い時点となります。

したがって、TTRAの申請期限となる最初の課税事象とは、
最初の取引に関する、支払い時点、未払金の発生時点、未払
費用の計上時点のいずれか早い時点となります。また、サービ
ス、ロイヤルティー、利息のように、ひとつの契約で複数回の
源泉徴収義務が生じる場合、初回の取引に際してのみTTRA

図表4　源泉徴収義務の発生時点
A社とB社は1月1日付で借入契約を締結した。契約上の利息の支払日は、7月末であるが、実際は8月末に利息の支払いを行った。
B社は中間決算を行っており、6月末に1月～6月分の利息に対して未払利息を計上している。

6月末 7月末 8月末

未払利息の計上

源泉徴収義務の発生

契約上の債務の発生
（未払金の発生）

実際の利息支払

• 源泉徴収義務は、支払い、契約上の債務の発生、未払費用の計上のうち最も早い時点で生じる。
• 上記の取引例では、6月末において未払費用の計上を行っているため、この時点で未払利息の計上を行った1月～6月分の利息に関する源泉徴収義務が生じる。

図表3　源泉徴収税率

所得の種類 フィリピン国内法 日比租税条約

サービス 30% 免税

ロイヤルティー 30% 10% or 15%*2

利息 20% or 30%*1 10%

配当 30% 10% or 15%*3

*1：�国内借入に関する利息は 30%だが、外国借款 (Foreign Loan) に係る利子については 20%が適用される。
*2：�15%のレートは、映画フィルムおよびテレビまたはラジオの放映のためのフィルム、もしくは、テープの使用および使用権に適用される。それ以外は 10％が適用される。
*3：�少なくとも発行済株式総数もしくは議決権の 10%を、配当支払日前 6ヵ月間直接所有している場合に 10%が適用される。それ以外は 15%が適用される。

フィリピンに恒久的施設（PE）がない場
合、非居住者の事業所得（Business Profit）
は免税となる。
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の申請が必要となります。
ただし、1つの契約であっても支払い条件が明確ではない

場合、取引の都度TTRAが求められることもあるため留意が
必要です。配当については、各配当はそれぞれ独立した取引
と考えられるため、配当の都度、TTRAの申請が必要となり
ます（図表5参照）。繰り返しになりますが、申請期限までに
TTRAの手続を実施しないとその取引については、租税条約
の軽減税率・免税措置の適用を認めないというのが税務当局
の立場となっており、留意が必要です。

3.	申請に必要な書類

TTRAの申請には、各所得に共通して必要となる書類と各
所得の種類に応じてそれぞれ必要となる書類があります。図
表6に申請に必要となる書類を例示します。これらの書類のう
ち、居住証明や定款といった日本で発行・作成された書類に
ついては、公証が必要となり、またフィリピン大使館で領事
証明を取る必要があります。領事証明のない書類については、

税務当局は、フィリピンで有効な文書として受け付けを行わな
いため留意が必要です。このようにTTRAの必要書類は比較
的手間を要するものも多く、時間的余裕を持って準備を行う必
要があります。

Ⅲ 租税条約の適用に関する最近の動向

1.	TTRAの申請の現状

前述のとおり、現在フィリピン税務当局は、TTRAの申請
を期限内に行わなかった場合、租税条約上の軽減税率・免税
措置を利用することができないとする立場をとっています。

しかし、過去に遡ると、税務当局現場レベルでは、TTRA
が十分に理解されておらず、誤った指導が散見され、また企
業サイドの理解も十分ではなく、結果としてTTRAの申請を
経ずに租税条約の軽減税率を適用しているケースが少なから
ず見受けられます。このような実情を踏まえ、次項でドイツ銀
行マニラ支店の裁判例を見ていきます。

2.	ドイツ銀行マニラ支店のTTRAに関する最高裁判例

ドイツ銀行マニラ支店のケースでは、TTRA手続の瑕疵が、
租税条約の恩恵自体を否定しうるかという点が問われました。
図表7に示したとおり、ドイツ銀行マニラ支店は、当初、本国
本店への利益送金に関して、フィリピン国内法に従い15%での
源泉徴収を行いました。後日、租税条約の優遇税率である10%
との差額の5%相当分を税務当局に還付申請したところ、当局
からTTRAの手続を事前に行っていなかったことを理由に、
還付を却下されました。なお、フィリピンでは、支店の利益 

図表5　TTRAの申請タイミング

＜配当＞
源泉徴収義務

発生時点
源泉徴収義務

発生時点
源泉徴収義務

発生時点

TTRA申請

配当は、単発の取引であるため、
配当ごとにTTRAの申請が必要。

TTRA申請 TTRA申請

＜サービス・ロイヤルティー・利息＞

源泉徴収義務
発生時点

源泉徴収義務
発生時点

源泉徴収義務
発生時点

TTRA申請

同一契約で、反復して源泉徴収義務が生じる場合、初回取引のみの申請でよ
い。ただし、同一の契約であっても契約上各取引の条件が明確でない場合、源
泉徴収義務発生ごとに、TTRAが必要になることがある。

✓ 最初の課税事象(First Taxable Event)、すなわち最初に源泉徴収義務が生じる時点より前にTTRAの申請を実施する必要がある。

図表6　TTRAの申請に必要となる書類（例）

✓ �以下は各所得に共通して必要とされる書類。この他、配当、
ロイヤルティー等の各所得区分に応じて、種々の書類が要求
されている。

◦	�居住証明 … �所得獲得企業の日本での居住証明（通常日本
の税務当局より入手）

◦	�定款 … �所得の受け取り手となる会社の定款
◦	�委任状 … �フィリピンの会社や会計事務所等へ申請の代理

を依頼する場合
◦	�事業活動証明 … �フィリピンの証券取引委員会に事業登録

されているかどうかの証明
◦	�無係争証明 … �対象会社（親会社）が税務調査中の取引等

を有しているかの証明
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を本店に送金する場合、15%の支店送金税が課されますが、租 
税条約によりフィリピンでの課税が10%へ軽減されています。

この点、最高裁は、TTRAは、単に納税者の権利を確認す
る手続に過ぎず、租税条約のメリットそのものを否定する効力
を持たないとし、ドイツ銀行は、還付を受ける権利を有すると
の判断を下しました（2014年1月に確定）。この判決に従えば、
今後はTTRAの申請自体が不要とも考えられます。しかしな
がら、以下の3点を考慮して、現状では引き続きTTRAの申請
を行うことが適切であると判断されます（図表8参照）。

①	 �この判例は、当時有効であった 2000 年に発行されたルール
（RMO No.1-2000）の有効性を議論しており、現時点で適用
されている2010 年に発行されたルール（RMO No. 72-2010）
の有効性については直接言及されていない。

②	 �税務当局から、この最高裁の決定を踏まえたガイダンスが発行
されていない。

③	 �税務調査の現場では、引き続きTTRAの手続違反を理由とし
た追加納税の指摘が行われている。

Ⅳ まとめ

ドイツ銀行の裁判例をもとに税務当局が租税条約適用に関
する新たなガイドラインを出すとの情報もありますが、現時点
では確定的な情報はありません。TTRAを巡る議論は、フィ
リピンでの税務実務の不安定性を示唆する典型例として認識
されています。

現在フィリピン政府は恒常的な税収不足に悩まされてお
り、税の軽減や免除に対して、保守的な態度で臨んできます。
TTRAの審査においても、租税条約の適用が可能か慎重な見
極めをしてくるため、企業サイドで事前に十分な準備が必要
です。

図表7　TTRAの有効性に関する裁判事例（1）

租税条約を適用した場合の10%と当初納税15%の差額の5%を還付申請→税務当局拒否

支店利益税：15%

支店利益送金

本国本店

フィリピン支店 税務当局

• 2003年10月、ドイツ銀行マニラ支店において、国外の本社に対して利益送金を行った。
• 支店送金に際して国内法に従い支店送金税15%を税務当局へ納税した。
• 2005年10月、ドイツ銀行マニラ支店は、過払分について還付申請を行った。
 →当初支払分15%と租税条約上の優遇税率10%の差額5%相当分を還付申請
• 税務当局はTTRAが事前に申請されていなかったことを根拠に還付申請を拒否した。

図表8　TTRAの有効性に関する裁判事例（2）

＜最高裁の判断＞

• ドイツ銀行マニラ支店は、還付を受ける権利がある。

＜理由＞

• TTRA は、単に納税者の権利を確認する手続きに過ぎず、RMO No.1-2000 による確認手続きは、租税条約のメリットそのものを否定する効力を持たない。

＜今後の対応＞

引き続きTTRAを事前申請することが適切

　✓ 上記の判例は、当時有効であった RMO No.1-2000 の有効性を議論しており、現在適用されているRMO No. 72-2010（2010 年に発行）の有
効性については直接言及されていない。

　✓ 税務当局から、この最高裁の決定を踏まえたガイダンスが発行されていない。
　✓ 税務調査の現場では、引き続きTTRA の手続違反を理由とした追加納税の指摘が行われている。
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シンガポール 2014年度予算案における税制改正案
KPMG シンガポール
パートナー　田宮　武夫

2014年2月21日に2014年度シンガポール予算案が発表されました。シンガポー
ルの 2013 年度の成長率は 4.1％で 39 億シンガポールドル（ 1 シンガポールド
ルは約80円 ）の財政黒字で当初予想の 24 億シンガポールドルを大きく上回り
ました。2014 年度の成長率は 2 ～ 4％と予想され、12 億シンガポールドルの
財政赤字と予想されています。
今年度の予算案は、2 つのテーマを柱としています。その 1 つは経済の転換で
あり、もう 1 つは、社会的支援の強化策として公正かつ公平な社会の構築です。
この 2 つのテーマを達成するため以下の税制改正案が発表されました。
なお、本文中の意見に関する部分は、筆者の私見であることをお断りいたします。

 

 

Ⅰ 経済の転換

シンガポール政府は、この先10年間さらにはその後の将来
を見据えて、高付加価値産業および良質な雇用がシンガポー
ル人に創出されるような経済の転換を実施しています。

2014年度予算案は、シンガポール国家がその国民の所得増
大を維持することとなる、技術革新と高度な能力をベースとし
た質の高い成長を目的に主に以下のように策定されました。

1.	生産性・技術革新クレジット（PIC）スキーム
生産性・技術革新クレジット（PIC）スキームとは、以下の6

つの適格活動に対し、各適格活動ごとに1賦課年度当たり40
万シンガポールドル（または2013賦課年度から2015賦課年度
までの3賦課年度にわたり各適格活動につき、通算120万シン
ガポールドル）を限度として支出金額の400％の損金算入（ま
たは1賦課年度当たり10万シンガポールドルを限度としてそ
の適格支出の60％の現金付与を選択可）を2011賦課年度から
2015賦課年度まで与えています。

①	 �PIC 対象となる ITおよびオートメーション化設備の取得または
リース

②	 �研修
③	 �知的財産権の取得またはその使用許諾の取得
④	 �知的財産権の登録
⑤	 �認可されたデザインへの投資
⑥	 �研究開発

これに加えて2013賦課年度から2015賦課年度の期間に各賦

課年度における適格支出が5千シンガポールドルを超える等の
一定の要件を満たす場合は、3賦課年度通算で15千シンガポー
ルドルを限度として適格支出と同額が現金付与されます。

改正案では、400％の損金算入（または、10万シンガポール
ドルを限度とした適格支出の60％の現金付与）の適用期限が
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2018賦課年度まで延長されました。また、現金付与の適用要
件の1つにシンガポール人または永住者を最低3人雇用しなけ
ればならないという要件がありますが、2016賦課年度からは
本制度の適用を受ける連続した3 ヵ月間継続して雇用する必要
があります。さらに一定の規模以下（グループ全体の年間売上
げが1億シンガポールドル未満または従業員数が2 00名未満）
の中小事業者に対しては、2015賦課年度から2018賦課年度ま
での期間、1賦課年度当たり、各適格活動ごとに支出限度額が、
60万シンガポールドル（または2016賦課年度から2018賦課年
度の通算支出限度額は180万シンガポールドル）に増額されま
した。

2.	試験研究開発費
試験研究開発費は、現行法では2015賦課年度までに生じた

適格研究開発費用に関してその支出額（2018賦課年度までは、
400％損金算入対象支出限度額を超過した金額）の150％の損
金算入が認められていますが、2025年まで延長されます。ま
た、EDB（経済開発庁）の認可を受けた研究開発プロジェクト
にかかわる費用についてはその支出の200％の損金算入が認め
られていますが、2020年3月31日まで延長されます。

3.	知的財産権の取得額
知的財産権の取得額は、税法第19B条において5年間の均等

償却が認められていますが、その取扱いが2020賦課年度まで
延長されます。

4.	適格知的財産権の登録費用
適格知的財産権（特許権、商標権、デザイン、植物品種）の

登録費用は、税法第14A条により損金算入が認められていま
すが、その取扱いが2020賦課年度まで延長されます。

5.	土地の有効活用に対する償却制度
土地の有効活用に対する償却制度は、2010年度の予算案で

導入され、一定の要件（容積率基準等）を満たす適格事業を営
む事業者に2015年6月30日までの有期限で適用されています。
改正案では、本制度の適用範囲を拡大して、物流を営む事業
者および空港や港湾において適格活動を営む事業者に対して
も適用されます。また、適用期限が2020年6月30日まで5年
間延長されます。

6.	源泉税の対象
海外企業のシンガポール支店（海外の銀行のシンガポール

支店を除く）への利息、テクニカルフィー、マネージメント
フィー、使用料の支払いは、源泉税の対象でした。また、当
該シンガポール支店が源泉税の免除を受けるためにはwaiver
を申請して取得する必要がありました。改正案では、2014年2
月21日以降の前述の支払いは源泉税の対象とはなりません。

Ⅱ 公正かつ公平な社会の構築

2014年度予算案は、誰もが希望をかなえられ、成功をつか
むチャンスのある公正かつ公平な社会の構築を目指し、達成
するために以下の改正が行われました。

1.	パイオニア世代パッケージ
パイオニア世代パッケージと称して、国家建設に貢献した

パイオニア世代に報いるため、メディシールドライフ保険料の
補助や専門医外来診察料の50％の補助等のヘルスケア支援を
提供します。

2.	扶養所得控除額
両親、祖父母、曾祖父母、障害のある両親を扶養している

場合の所得控除額が2015賦課年度より引き上げられます。

3.	CPF（中央年金基金）
CPF（中央年金基金）が2015賦課年度より1％引き上げられ

ます。

4.	酒およびタバコの関税
酒およびタバコの関税が、各々25％、10％引き上げられます。

上記改正案の詳細は、随時関連省庁から発表されます。ま
た、適用にあたっては、専門家のアドバイスを求めることをお
薦めします。

本稿に関するご質問等は、以下の者までご連絡くださいま
すようお願いいたします。

KPMGシンガポール
パートナー　田宮　武夫
TEL：+65 -6213 -2668
ttamiya@kpmg.com.sg

シンガポールデスク
有限責任 あずさ監査法人
パートナー　山根　洋人
TEL: 03-3548-5803（代表番号）
hiroto.yamane@jp.kpmg.com
 
有限責任 あずさ監査法人
シニアマネジャー　西田　直弘
TEL: 06-7731-1105（代表番号）
naohiro.nishida@jp.kpmg.com
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メキシコ税制改正の最新動向
KPMG メキシコ
ケレタロ事務所　　シニアマネジャー	 安﨑　修二
ティファナ事務所　マネジャー		  貞國　真輝

 2014年3月12、13、14日に東名阪においてKPMGジャパン、メキシコ大使館商
務部PROMEXICOの主催で、「メキシコ税制改正セミナー」を開催いたしました。
昨今、メキシコは 北米、中南米地域の重要戦略製造拠点と位置付けられ、日本
の自動車メーカーや部品メーカーによる大規模な新規投資や既存事業の拡大が
活発に行われております。こうした折に、昨年2013年10月31日にメキシコ通
常国会において、2014年度の税制改正案が可決され、2014年1月から既に施行
されています。
本稿ではセミナー内でもご紹介した今回の改正内容について解説しています。
なお、本文中の意見は、筆者の私見であることをお断りいたします。

 

【ポイント】
◦	�企業単一税（IETU）の廃止や付加価値税（IVA）の税率統一など税体系は一

部簡素化された。
◦	�個人所得税率の引き上げ、各種損金算入制限など個人・企業にとって増税

となる改正項目が多い。
◦	�海外居住者への配当金に対する源泉税の新設、保税加工プログラム

（IMMEX）による輸入IVA 支払繰延の原則廃止、メキシコ法人（マキラドー
ラ企業）への税務恩典の廃止など、外資企業に影響を与える改正も含まれ
ている。

 

Ⅰ 総論

2013年10月31日に2014年度のメキシコ税制改正案が可決
されました。

本改正は2012年に発足したペニャ・ニエト政権による最初
の本格的な税制改正となります。本改正については、対GDP
比率での徴税率の低さや税収不足を背景に、約6割を占めると
いわれる非正規経済からの徴税強化、税体系を煩雑にしてい
る企業単一税（IETU）の廃止や付加価値税（IVA）税率の統一
といった、税収基盤の拡大や税体系の簡素化が期待されてい
ました。

実際に成立した2014年税制改正を見ると、IETUの廃止や
IVA税率の統一はなされたものの、各種改革をめぐる政治的
な背景もあり、IVAの食品や医薬品への課税は見送られ、ま
た、現金入金税（IDE）が廃止されるなど非正規経済からの徴

税は後退したと考えられます。一方で個人所得税率の引き上
げ、各種損金算入制限など、現在納税をしている企業・個人
にさらなる税負担を強いるような改正となっています。 

また、海外居住者への配当金に対する源泉税の新設、保税
加工プログラム（IMMEX）による輸入IVA支払繰延の原則廃
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止、マキラドーラ企業への税務恩典の廃止など、外資企業に
影響を与える改正も含まれています。

なお、ペニャ・ニエト大統領は、本改正を2018年まで原則
変更しない旨の声明を発表しています。

Ⅱ 主な改正内容

以下に、日系企業に影響があると考えられる主な改正内容
について解説します。

1.	企業単一税（IETU）廃止

前政権により法人所得税（ISR）のミニマムタックスとして
2008年から導入されたIETUは、利益ではなく、キャッシュフ
ローを課税対象とした法人税であり、従来のメキシコの税体
系は企業にISRとIETUの2つの異なる法人税が存在する特徴
的なものでした。企業は、ISRとIETUのいずれか高い方を支
払うこととなっていたため、2つの税金計算を義務付けられて
おり、実務上、大きな負担となっていました。

本改正により、IETUが廃止され、ISRに一本化されたこと
で企業にとっては作業負担の軽減が見込まれます。

なお、IETUを前提として税効果会計を適用していた場合、
本改正によりISRを前提とした税効果会計を適用する必要があ
るため、留意が必要です。

2.	海外居住者への配当に対する源泉税

従来、メキシコから日本や米国の親会社に対して配当を行
う場合、源泉税は課税されませんでしたが、本改正により、
2014年以降に稼得した利益から配当を行う場合は、10％の源
泉税が課されることになりました。

日本の親会社への配当の場合は、日墨租税条約の適用によ
り、源泉税率が5％または0％に軽減できる可能性があるため、
条約適用可否の検討が必要となります。

また、源泉税率が0％に軽減されない場合には、日本側で税
額控除できず、グループ全体の税金費用を増加させることに
なるため、配当政策や資本政策等も含めた、投資回収方法に
ついての検討も必要となると考えられます。

3.	法人所得税率30％を継続

2014年度以降、所得税率が29％、28％と段階的に引き下
げられる予定でしたが、当面30％が継続されることになりま 
した。

4.	個人所得税の最高税率35％に引き上げ

従来、30％だった個人所得税の最高税率が35％に引き上げ
られました。

駐在員の給与を個人所得税控除後の金額ベースで保障し
ている場合などは、企業にとっては実質的にコスト増となり 
ます。

5.	従業員への特定の報酬の損金算入限度

本改正により、従業員にとって個人所得税上で課税されて
いないボーナス、時間外手当等の報酬について、非課税部分
の53％または47％までしか、法人所得税上、損金算入できな
いこととなりました。

6.	国境地域等の付加価値税（IVA）を16％に統一

従来、国境地域等の一部の地域はIVA税率11％が適用され
ていましたが、2014年以降、メキシコ全土が16％に統一され
ることになりました。

7.	�保税加工プログラム（IMMEX）等による一時輸入に対
して輸入付加価値税（IVA）を原則課税

従来、IMMEXプログラム等を利用して一時輸入というス
テータスで輸入した場合には、再輸出を条件に財の輸入にか
かるIVA16％の支払が免除されていましたが、2015年1月以
降は一時輸入に輸入IVAが原則課税されることになりました。

ただし、2014年中に、税務当局に申請し、認定を受けた場
合には、2015年以降も引き続き輸入IVAの保税が可能となり
ます。本申請は2014年4月1日以降、会社の所在地などに応じ
て順次登録申請をすることになります。（図表1参照）

一時輸入制度を利用している企業は、申請の要否および時
期について、検討する必要があります。

8.	タックスレポート制度の変更

従来、メキシコでは、一定以上の規模の会社は、税務申告
書の他に、原則として、タックスレポートと呼ばれる書類（税
務申告における会社のコンプライアンス状況を証明する書類）
を提出する義務がありました。

また、タックスレポート、および、タックスレポートの一部
である財務諸表には、公認会計士の監査が必要とされていた
ため、実質的に、タックスレポートに対する監査が、メキシコ
における法定監査として機能していました。

しかしながら、2014年度改正により、タックスレポート提
出が、原則義務から任意へと変更されたため、事実上、メキ
シコにおいて、法定で義務付けられる監査はなくなりました。
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タックスレポートを提出している会社は、税務調査の際に、
一旦、税務当局への対応は監査を担当した会計士が行うため、
会社の税務調査時の負担を軽減できるというメリットがあり 
ます。

また、事実上、法定で義務付けられる監査がなくなったこと
から、会社にとっての、タックスレポート監査や財務諸表監査
の必要性（内部管理や連結財務諸表監査目的等）について見直
しを行い、各社の状況に適した監査の必要性について再検討
が必要となります。

9.	マキラドーラ企業への増税

特に国境付近では、メキシコの安い労働力を利用するため、
外国企業（通常は米国企業）の資産（設備、在庫）をメキシコ
法人（マキラドーラ企業）に貸与し、メキシコで輸出向け製品
の製造を行う、マキラドーラという形態で事業を行っている
ケースがあります。

マキラドーラ企業には従来より税務恩典が認められていまし
たが、本改正によりマキラドーラ企業に対して以下のような制
限が設けられ、マキラドーラ企業にとって、実質的に増税とな
る可能性が高くなっています。

（1）	マキラドーラ企業要件の厳格化
マキラドーラの生産活動の売上は、すべてマキラドーラオペ

レーション（外国企業向けのマキラサービス売上）から生じる
必要があります。

（2）	マキラドーラ企業への税率
従来、大半のマキラドーラ企業は、実質的に、法人税率が

17.5％となる税務上の恩典を受けていましたが、本改正により、
通常の企業と同様に税率30％が適用されることになりました。

（3）	移転価格制度
マキラドーラ企業は、関連者との取引について、本改正によ

り、従来、認められていた会社独自の移転価格スタディによる
価格設定が採用できなくなり、セーフハーバー（総資産の6.9％
と総費用の6.5％のいずれか高い方を課税所得とする方法）か、
APA（事前確認制度）のいずれかを選択する必要があります。

【バックナンバー】
「メキシコ投資に係る留意点」
（AZ Insight Vol.51/May 2012）

本稿に関するご質問等は、以下の者までご連絡くださいま
すようお願いいたします。

KPMGメキシコ
ケレタロ事務所　
シニアマネジャー　安﨑　修二
TEL: +52-442-242-0984（代表番号）
shujiyasuzaki@kpmg.com.mx

ティファナ事務所　
マネジャー　貞國　真輝
TEL: +52-664-608-6500（代表番号）
masaterusadakuni@kpmg.com.mx

メキシコデスク
有限責任 あずさ監査法人
パートナー　吉田　幸司
TEL: 03-3548-5805（代表番号）
koji.yoshida@jp.kpmg.com

マネジャー　上村　紘之
TEL: 06-7731-1102（代表番号）
hiroyuki.kamimura@jp.kpmg.com

図表1　認定制度の申請スケジュール（2014年）

地域 申請期間 

新認定企業（NEEC）
Deposito Fiscalを持つ自動車組立および製造企業 

4月1日～30日 

北部太平洋地域 （バハ・カリフォルニア等） 4月15日～ 5月15日 

北東地域 （ヌエボ・レオン等） 6月3日～7月3日 

中央北地域 （チワワ、サカテカス等） 7月7日～ 8月7日 

中央地域 
（メキシコシティ、ケレタロ、グアナファト、サンルイスポトシ等） 

8月7日～ 9月8日 

西南地域 （アグアスカリエンテス、ハリスコ等） 9月22日～10月22日 

申請漏れ 10月22日以降
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欧米・新興国・日本 16ヵ国50社のグローバル市場参入戦略
2013年11月刊
【編著】ナンシー・ハバード（著）、高橋　由紀子（訳）
【監訳】KPMG FAS
東洋経済新報社・368頁　3,800円（税抜）

序　説　グローバライザーとは何か
第 1章　グローバリゼーションの経済学
第 2章　グローバリゼーションの傾向
第 3章　グローバル化に伴うリスク、困難、利点
第 4章　企業はどのようにグローバル展開するのか
第 5章　エクイティによらない投資
第 6章　エクイティ投資による提携と合弁事業
第 7章　合併と買収
第 8章　グリーンフィールド投資による展開
第 9章　新興国市場のグローバライザー
第10章　海外進出先としての中国
第11章　次の 10年、さらにその後

本書では、国際ビジネス界を代表する16ヵ国50社の
CEO・経営幹部を対象にインタビューを実施し、海外
市場への事業展開で避けがたい困難な問題をどのように
乗り越え、現在の地位を築きあげたのか、統計・事例分
析も交えて明らかにしています。

紛争鉱物規制で変わるサプライチェーン・リスクマネジメント
～人権問題とグローバル CSR 調達～

2013年3月刊
【著】KPMG／あずさ監査法人
東洋経済新報社・256頁・A5判　4,200円（税抜）

第 1章　�サプライチェーンにおける人権問題への関心の高まり
第 2章　�人権問題に係る国際的な取り組みの動向
第 3章　�米国金融改革法を中心とした法規制の動向
第 4章　�サプライチェーンの人権問題に係る企業の取り組み
第 5章　次世代サプライチェーンの方向性
第 6章　�紛争鉱物等に対する各業界団体等の取り組みの動向
第 7章　日本企業にとっての実務対応
第 8章　紛争鉱物の開示

ドット・フランク法の紛争鉱物規制が2013年１月より
実務適用され、今後新たな人権問題が企業経営に影響を
及ぼすことが想定されます。本書では、サプライチェー
ンにおける人権問題を理解し、法規制および国連や
OECD等による国際的なイニシアティブを紹介したうえ
で、紛争鉱物の問題、先進国の動向、具体的対応、開示
における将来の統合報告に至るまで解説しています。

国際税務　グローバル戦略と実務
2013年１月刊
【編】KPMG税理士法人
東洋経済新報社・288頁・A5判　4,200円（税抜）

第1章　グローバル税務マネジメント
第2章　グローバル税務戦略と移転価格
第3章　�グローバル税務に関する主要な税制
第4章　�グローバル税務プランニング－ TESCM
第5章　�グローバル税務プランニング－グローバル・	

キャッシュ・マネジメント
第6章　�グローバル税務戦略と関税・間接税
第7章　海外勤務者とグローバル税務実務
第８章　グローバルM&Aとタックスプランニング

昨今の日本市場を取り巻く環境下において、企業のグ
ローバル化は従来にも増して重要な戦略となっていま
す。本書は、企業のグローバル成長戦略に平仄を合わせ、
地域統括会社の活用、サプライチェーンマネジメントの
考え方、関税・間接税プランニングの重要性、グローバ
ル・キャッシュ・マネジメント、移転価格税制、クロス
ボーダーM&Aに関する税務など、経営に必須のグロー
バル税務戦略を詳しく解説しています。

経営戦略としての事業継続マネジメント
2013年3月刊　
【著】�KPMG ビジネスアドバイザリー株式会社
東洋経済新報社・336頁・A5判　3,400円（税抜）

第1章　企業活動のグローバル化と事業継続マネジメント
第2章　全社的リスクマネジメントと事業継続マネジメント
第3章　経営戦略と事業継続マネジメント戦略
第4章　事業継続を支える人事戦略
第5章　事業継続に強い財務戦略
第6章　事業継続に強い情報システムと危機対策
第7章　事業継続と情報開示
第8章　事業継続マネジメントの内部監査
第9章　事業継続マネジメントと内部統制
第10章　�金融機関における事業継続マネジメントの実効性	

向上の取り組み
補　章　事業継続マネジメント（BCM）サーベイ 2012

本書では事業継続マネジメント（BCM）は経営と独立し
た活動ではなく、経営戦略の立案と実行において組み込
まれる活動であること、事業継続マネジメントに関する
意思決定において経営者または上級管理職が考慮すべき
観点を指します。著者による調査結果を盛り込み、企業
の実態やケーススタディを踏まえ、経営を支える、組織、
サプライチェーン、情報システム、人材、財務について、
戦略のあり方を提示しています。

出版物のご案内
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資本等取引と組織再編の会計・税務
2014年4月刊
【著】KPMG
清文社・538頁・A5判　3,500円（税抜）

第 1編　資本等取引の会計と税務
	 	 	 第 1 部　資本等取引の会計
	 	 	 第 2 部　資本等取引の税務
第 2 編　組織再編の会計と税務
	 	 	 第 1 部　組織再編の会計
	 	 	 第 2 部　組織再編をめぐる税務多くの実務においては、組織再編取引が資本等取引の一

部を構成しており、また、組織再編取引に連動して資本
等取引が発生しており、適切な経理処理を行うためには、
個々の取引に適用される会計・税務の取扱いを正確に理
解する必要があります。
本書は、相互に深い関係のある資本等取引と組織再編を
めぐる複雑で難解な会計・税務の取扱いについて、多様
な事例を織り交ぜながら、わかりやすく、かつ詳細に解
説しています。

英国の新会計制度
2014年4月刊
【編】KPMG/あずさ監査法人　三浦　洋（監修）、江澤　修司（著）
中央経済社・224頁・A5判　2,600円（税抜）

序　章	 英国会計の基礎
第 1章	 英国会計制度の概要
第 2章	 会社法決算書の作成と法定監査
第 3章	 新しい英国会計制度
第 4章	 適用会計基準の選択実務
第 5章	 新基準導入プロジェクト
第 6章	 在英日系企業の決算上の留意点

英国では、2015年より、IFRSを基礎とした新しい英
国会計制度が導入され、会社法決算制度が全面的に改正
されます。これに伴い、すべての英国企業が新制度に向
け英国法定決算の置き換えを進めています。
本書は、英国でビジネスを行っている日系企業の決算実
務の一助となるよう、英国の会計制度について体系的な
解説を行ったうえで、効率的な新制度移行のポイントや
決算上の留意点について説明しています。

（平成26年版）基礎からの完全マスター　給与計算実践ガイドブック
2014年4月刊
【編】KPMG BRM株式会社　KPMG 社会保険労務士法人
清文社・392頁・A5判　2,800円（税抜）

前年版からの改正点
第 1章	 給与計算のあらまし
第 2章	 給与計算の 1年
第 3章	 給与支給額の確定（1）～労働基準法の規定
第 4章	 給与支給額の確定（2）～所得税法の規定
第 5章	 社会保険と労働保険
第 6章	 源泉所得税
第 7章	 住民税
第 8章	 給与計算にかかわる仕訳
第 9章	 書類の保存と法定調書
第 10章	外国人社員の取扱い
[付録 ]	
1.	健康保険・厚生年金保険料額表
2.	雇用保険率・労災保険率表
3.	税額表

本書は、給与計算の仕組みと手続きを、初心者からベテ
ランまでの幅広い層を対象に、豊富な事例と図解を用い
て、「知りたいポイント」を徹底解説しています。厚生
年金、雇用保険の保険料率改定、海外からの出向・派遣
社員（エクスパッツ）の取扱い等、そのほか最新情報も
集録しています。

会社法決算の実務（第8版）
2014年2月刊
【著】有限責任 あずさ監査法人　
中央経済社・844頁・A5判　6,600円（税抜）

第 1編	 会社法決算関係書類の作成・開示
第 2編	 特別編
	 	 	 第 1章　リスクマネジメントと会社法開示
	 	 	 第 2章　中小企業の会計
	 	 	 第 3章　IFRS任意適用制度と会社法開示
	 	 	 補　章　会社法の一部を改正する法律案等の概要
付　録	 掲載事例一覧表
	 	 	 会計基準適用時期一覧表
	 	 	 会社法決算関係用語集

本書は、会社法に基づく決算制度を扱う書籍であり、企
業の経理実務に役立つ手引書として、毎年改訂を重ねて
います。第8版となる今回の改訂では、金商法の単体開
示の簡素化で注目を集める「経団連ひな型」への準拠を
意識したほか、厳選した開示例をコンパクトに取り上げ
１つひとつ丁寧に解説、連結と単体の開示の違いの明確
化、話題の事項に関するコラムの新設など第7版で行っ
た大幅リニューアルのさらなる充実を図っています。

出版物に関し、さらに詳しい情報につきましては、Webサイトをご覧ください。
ご注文の際は、直接出版社までお問い合わせください。

www.kpmg.com/jp/ja/knowledge/publication/

NEW

NEW

NEW
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メールマガジンのご案内
KPMGジャパンのホームページ上に掲載しているニューズレターやセミナー情報などの新着・更新状況を、テーマ別にEメールにより随時
お知らせするサービスを実施しています。現在配信中のメールニュースは下記のとおりです。配信ご希望の方は、Webサイトの各メールニュー
スのページよりご登録ください。　　
www.kpmg.com/jp/mail-magazine

セミナーのご案内
国内および海外の経営環境を取り巻く様々な変革の波を先取りしたテーマのセミナーやフォーラムを開催しています。
最新のセミナー開催情報、お申込みについては下記 Web サイトをご確認ください。
 
KPMG ジャパン	 www.kpmg.com/jp/ja/events

KPMG Thought Leadership アプリのご紹介 
国内外の重要なビジネス上の課題に関する KPMG の解説に、簡単にアクセスできるアプリを公開しています。
25ヵ国語に対応しており、無料でダウンロードすることができます。

 

KPMG Thought Leadership アプリの機能

▶ スポットライト表示から最新の資料を探すことができます。 
▶ 監査、税務、アドバイザリーや業種で絞り込めます。 
▶ 検索、ソート機能を有しています。 
▶ 日本のほか、海外のKPMGが提供する資料も閲覧できます。 
▶ ブックシェルフに資料をダウンロードして、オフラインで読むことができます。 
▶ ダウンロードした資料を自由にカテゴライズすることができます。 
▶ お気に入りのページをブックマークすることができます。 
▶ 各国のKPMGに直接コンタクトすることができます。 
▶ ダウンロードした資料をディバイス間で同期できます。	

アプリのダウンロード
iTune からダウンロードすることができます（無料）。「KPMG Thought Leadership」でご検索ください。

あずさアカウンティング 
ニュース　

企業会計や会計監査に関する最新情報のほか、国際財務報告基準（IFRS）を含む財務会計にか
かわるトピックを取り上げたニューズレターやセミナーの開催情報など、経理財務実務のご担当
者向けに配信しています。

あずさ IPO ニュース　 株式上場を検討している企業の皆様を対象に、株式上場にかかわる最新情報やセミナーの開催情
報を配信しています。

KPMG Risk Advisory News 企業を取り巻く様々なリスクとその管理にかかわるテーマを取り上げたニューズレターの更新時
情報やセミナーの開催情報をお知らせしています。

KPMG Sustainability Insight 環境・CSR部門のご担当者を対象に、サステナビリティに関する最新トピックを取り上げた
ニューズレターの更新情報やセミナーの開催情報などをお届けしています。

KPMG Integrated Reporting 
Update（統合報告）

Integrated Reporting ( 統合報告 ) にかかわる様々な団体や世界各国における最新動向、取組み等
を幅広く、かつタイムリーにお伝えします。

KPMG FATCA NEWSLETTER 米国FATCA法の最新動向に関して、解説記事やセミナーの開催情報など、皆様のお役に立つ情
報をメール配信によりお知らせしています。

KPMG 海外ニューズレター 米国、欧州やアジア各国の税制・税法に関する最新ニュースなどの更新情報を、海外で事業展開
する企業の実務担当者の方々向けに配信しています。

企業成長応援通信
企業成長応援通信は、成長指向する企業の皆様を対象に海外進出、事業拡大、事業承継、組織再
編、株式上場等の多様な経営課題解決に役立つニューズレターやセミナーの開催情報など、皆様
のお役に立つ内容をメール配信によりお知らせいたします。

https://regist11.smp.ne.jp/regist/is?SMPFORM=lfo-qfm-41970fe2041cbed1673f300eb8369f00
https://regist11.smp.ne.jp/regist/is?SMPFORM=lfo-qfm-41970fe2041cbed1673f300eb8369f00
https://regist11.smp.ne.jp/regist/is?SMPFORM=lfo-mgoe-fdbfe3f862fbeb7774b23c9ff2578b67
https://reg18.smp.ne.jp/regist/is?SMPFORM=qct-rinj-fbdff2f54e98a276f7ca3a96c4fbe4ef
https://reg34.smp.ne.jp/regist/is?SMPFORM=ri-lgoj-2d44393f9c28f3456ff73014fbd56ed4
https://regist11.smp.ne.jp/regist/is?SMPFORM=lfo-lhsgq-87ed0ff63ad8bfbf3c83c632eee44277
https://regist11.smp.ne.jp/regist/is?SMPFORM=lfo-metd-886cd5952cf085c9f3b367b2a9304a76
https://regist11.smp.ne.jp/regist/is?SMPFORM=lfo-liqgp-46dd00127a963d2ed8daa02fb5f3c470
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有限責任 あずさ監査法人

全国主要都市に約5,300名の人員を擁し、監査や各種証明業務をはじめ、
財務関連アドバイザリーサービス、株式上場支援などを提供しています。
また、金融、情報・通信・メディア、製造、官公庁など、業界特有のニー
ズに対応した専門性の高いサービスを提供する体制を有しています。

東京事務所		 TEL 03-3266-7500

大阪事務所		 TEL 06-7731-1000

名古屋事務所	 TEL 052-589-0500
札幌事務所	 TEL 011-221-2434 盛岡オフィス	 TEL 019-606-3145

仙台事務所	 TEL 022-715-8820 新潟オフィス	 TEL 025-227-3777

北陸事務所	 TEL 076-264-3666 富山オフィス	 TEL 0766-23-0396

北関東事務所	 TEL 048-650-5390 高崎オフィス	 TEL 027-310-6051

横浜事務所	 TEL 045-316-0761 柏オフィス	 TEL 04-7142-8120

京都事務所	 TEL 075-221-1531 静岡オフィス	 TEL 054-652-0707

神戸事務所	 TEL 078-291-4051 岐阜オフィス	 TEL 058-264-6472

広島事務所	 TEL 082-248-2932 三重オフィス	 TEL 059-223-6167

福岡事務所	 TEL 092-741-9901 岡山オフィス	 TEL 086-221-8911

下関オフィス	 TEL 083-235-5771

松山オフィス	 TEL 089-987-8116

KPMG 税理士法人

国内企業および外資系企業の日本子会社等に対して、各専門分野に精通し
た税務専門家チームにより、多様なニーズに対応した的確な税務アドバイ
ス（税務申告書作成、調査立会、M&A関連、組織再編／企業再生、連結
納税制度、国際税務、移転価格、関税／間接税、事業承継等）を提供して
います。

東京事務所		 TEL 03-6229-8000

大阪事務所		 TEL 06-4708-5150

名古屋事務所	 TEL 052-569-5420

KPMG ビジネスアドバイザリー株式会社

国内やグローバルに事業展開する企業のグループマネジメント態勢の最適
化に向けたアドバイザリーサービス（ガバナンス・リスクマネジメント・
コンプライアンス関連支援、内部監査関連支援、ITガバナンス関連支援、
海外事業リスク管理・海外進出関連支援、プロジェクトマネジメント関連
支援、情報セキュリティ関連支援、危機管理・事業継続マネジメント関連
支援、組織・人材マネジメント関連支援、経営管理態勢改善支援、業務プ
ロセス改善支援等）を提供しています。

東京事務所		 TEL 03-3548-5305

名古屋事務所	 TEL 052-571-5485

株式会社 KPMG FAS

再生・再編対象企業（事業）の実態調査および戦略立案と実行サポート、
事業・財務改善スキームの策定と導入アドバイザリー、企業不動産（CRE）
関連アドバイザリー、ホスピタリティ関連アドバイザリー、ローントラン
ザクションアドバイザリー、財務デューデリジェンス、セルサイド・サー
ビス、Ｍ＆Ａアドバイザリー（買収・売却・クロスボーダーＭ＆Ａ、グルー
プ再編・統合、事業統合・合併、合弁・アライアンス）、バリュエーション（株
式・事業・無形資産の評価、合併・株式交換・株式移転・会社分割等の比
率算定、減損会計目的評価）、フェアネスオピニオン、不正会計･粉飾決
算の調査、情報漏洩・情報流出の調査、知的財産侵害の調査および関連サー
ビス、不正リスク診断サービスを提供しています。

	 	 TEL 03-5218-6700

株式会社 KPMG BPA

ビジネス構造改革、コスト適正化、ソーシングおよびIT導入にかかわるア
ドバイザリー、事業計画策定、キャッシュマネジメント、業績管理効率化
にかかわるアドバイザリー、デューデリジェンス（サプライチェーン、ビジ	
ネス、IT等）、M&A後の統合アドバイザリーサービス等を提供しています。

	 	 TEL 03-5218-6331

KPMG コンサルティング株式会社

※�2014年4月1日、KPMGマネジメントコンサルティング株式会社からKPMGコンサ
ルティング株式会社へ社名変更いたしました。

KPMGコンサルティングは最適な事業戦略立案に始まり、戦略の実行（経
営管理）の根幹にある経理・財務・税務・人事・資材調達・ITを横断的に
繋ぎ、さらに組織・地域を超えてクロスファンクショナルな機能統合を実
現するために、業務構築・改善、プロセス・テクノロジーの改革に焦点を当
てたコンサルティングサービスを提供し、課題解決を支援します。

	 	 TEL 03-3548-5111

KPMG あずさサステナビリティ株式会社

CSR報告書に対する第三者保証業務、CSR報告支援、温室効果ガス排出
量に対する検証業務、環境・安全コンプライアンス調査、人権デューデリ
ジェンス、環境デューデリジェンス、ISO26000に基づくCSR経営診断、
SRIコミュニケーション支援等を提供しています。

東京事務所		 TEL 03-3548-5303

大阪事務所		 TEL 06-7731-1304

KPMG ヘルスケアジャパン株式会社

医療・介護を含むヘルスケア産業に特化したビジネスおよびフィナンシャ
ルサービス（戦略関連、リスク評価関連、Ｍ＆Ａ・ファイナンス・事業再
生などにかかわる各種アドバイザリー）を提供しています。

	 	 TEL 03-5218-6450

KPMG BRM株式会社／ KPMG社会保険労務士法人

記帳・経費支払代行、日米会計基準による財務報告書等の作成、給与計算・
社会保険・労働保険手続代行、会社登記全般にわたる定款・議事録の作成
代行、会社法務関連文書の保管代行等、幅広い分野において、ワンストッ
プでサービスを提供しています。

	 	 TEL 03-5447-0700

KPMG ジャパン グループ会社一覧
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